
 

 1  

私
的
独
占
の
禁
止
及
び
公
正
取
引
の
確
保
に
関
す
る
法
律
第
九
条
か
ら
第
十
六
条
ま
で
の
規
定
に
よ
る
認
可
の
申
請
、
報
告
及
び
届
出
等
に
関 

す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
新
旧
対
照
条
文 

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
） 

○
私
的
独
占
の
禁
止
及
び
公
正
取
引
の
確
保
に
関
す
る
法
律
第
九
条
か
ら
第
十
六
条
ま
で
の
規
定
に
よ
る
認
可
の
申
請
、
報
告
及
び
届
出
等
に
関
す
る

規
則
（
昭
和
二
十
八
年
公
正
取
引
委
員
会
規
則
第
一
号
） 

改 

正 

後 

現 
 

行 

 

（
用
語
） 

第
一
条 

こ
の
規
則
に
お
い
て
使
用
す
る
用
語
で
あ
つ
て
、
私
的
独
占
の

禁
止
及
び
公
正
取
引
の
確
保
に
関
す
る
法
律
（
以
下
「
法
」
と
い
う
。

）
に
お
い
て
使
用
す
る
用
語
と
同
一
の
も
の
は
、
こ
の
規
則
に
特
段
の

定
め
が
な
い
限
り
、
法
に
お
い
て
使
用
す
る
用
語
と
同
一
の
意
味
に
お

い
て
使
用
す
る
も
の
と
す
る
。 

 

（
用
語
） 

第
一
条 

こ
の
規
則
に
お
い
て
使
用
す
る
用
語
で
あ
つ
て
、
私
的
独
占
の

禁
止
及
び
公
正
取
引
の
確
保
に
関
す
る
法
律
（
以
下
「
法
」
と
い
う
。

）
に
お
い
て
使
用
す
る
用
語
と
同
一
の
も
の
は
、
法
に
お
い
て
使
用
す

る
用
語
と
同
一
の
意
味
に
お
い
て
使
用
す
る
も
の
と
す
る
。 

 
 

（
総
資
産
の
額
） 

第
一
条
の
二 

法
第
九
条
第
四
項
に
規
定
す
る
公
正
取
引
委
員
会
規
則
で

定
め
る
方
法
に
よ
る
資
産
の
合
計
金
額
は
、
会
社
の
最
終
の
貸
借
対
照

表
（
当
該
会
社
が
そ
の
設
立
後
最
初
の
事
業
年
度
を
終
了
し
て
い
な
い

場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
会
社
の
成
立
時
の
貸
借
対
照
表
）
に
よ
る
資

産
の
合
計
金
額
と
し
、
当
該
貸
借
対
照
表
に
係
る
事
業
年
度
終
了
の
日

（
当
該
会
社
が
そ
の
設
立
後
最
初
の
事
業
年
度
を
終
了
し
て
い
な
い
場

合
に
お
い
て
は
、
当
該
会
社
の
成
立
時
）
後
に
お
い
て
会
社
法
（
平
成

十
七
年
法
律
第
八
十
六
号
）
第
百
九
十
九
条
の
規
定
に
よ
る
募
集
株
式

の
発
行
等
、
同
法
第
二
条
第
一
項
第
二
十
一
号
に
規
定
す
る
新
株
予
約

権
の
行
使
に
よ
る
株
式
の
交
付
、
社
債
の
発
行
、
株
式
交
換
、
合
併
、

分
割
、
事
業
譲
受
、
事
業
譲
渡
そ
の
他
当
該
会
社
の
資
産
に
重
要
な
変

更
が
あ
つ
た
場
合
に
は
、
こ
れ
ら
に
よ
る
総
資
産
の
額
の
変
動
を
加
え

又
は
除
い
た
額
と
す
る
。 

（
法
第
九
条
第
五
項
関
係
） 

第
一
条
の
二 

法
第
九
条
第
五
項
に
規
定
す
る
公
正
取
引
委
員
会
規
則
で

定
め
る
方
法
に
よ
る
資
産
の
合
計
金
額
は
、
会
社
の
最
終
の
貸
借
対
照

表
（
当
該
会
社
が
そ
の
設
立
後
最
初
の
事
業
年
度
を
終
了
し
て
い
な
い

場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
会
社
の
成
立
時
の
貸
借
対
照
表
）
に
よ
る
資

産
の
合
計
金
額
と
し
、
当
該
貸
借
対
照
表
に
係
る
事
業
年
度
終
了
の
日

（
当
該
会
社
が
そ
の
設
立
後
最
初
の
事
業
年
度
を
終
了
し
て
い
な
い
場

合
に
お
い
て
は
、
当
該
会
社
の
成
立
時
）
後
に
お
い
て
会
社
法
（
平
成

十
七
年
法
律
第
八
十
六
号
）
第
百
九
十
九
条
の
規
定
に
よ
る
募
集
株
式

の
発
行
等
、
同
法
第
二
条
第
一
項
第
二
十
一
号
に
規
定
す
る
新
株
予
約

権
の
行
使
に
よ
る
株
式
の
交
付
、
社
債
の
発
行
、
株
式
交
換
、
合
併
、

分
割
、
事
業
譲
受
、
事
業
譲
渡
そ
の
他
当
該
会
社
の
資
産
に
重
要
な
変

更
が
あ
つ
た
場
合
に
は
、
こ
れ
ら
に
よ
る
総
資
産
の
額
の
変
動
を
加
え

又
は
除
い
た
額
と
す
る
。 
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（
会
社
及
び
そ
の
子
会
社
の
総
資
産
の
額
を
合
計
す
る
方
法
） 

第
一
条
の
三 

法
第
九
条
第
四
項
に
規
定
す
る
公
正
取
引
委
員
会
規
則
で

定
め
る
方
法
に
よ
り
合
計
し
た
額
は
、
会
社
及
び
そ
の
子
会
社
（
法
第

九
条
第
五
項
に
規
定
す
る
子
会
社
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
第

一
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
総
資
産
の
額
を
合
計
し
た
額
と
す
る
。
こ

の
場
合
に
お
い
て
、
こ
れ
ら
の
会
社
の
間
で
投
資
勘
定
及
び
資
本
勘
定

並
び
に
債
権
及
び
債
務
を
相
殺
消
去
し
て
合
計
す
る
こ
と
が
で
き
る
も

の
と
す
る
。 

 

第
一
条
の
三 

法
第
九
条
第
五
項
に
規
定
す
る
公
正
取
引
委
員
会
規
則
で

定
め
る
方
法
に
よ
り
合
計
し
た
額
は
、
会
社
及
び
そ
の
子
会
社
の
総
資

産
の
額
を
合
計
し
た
額
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
こ
れ
ら
の
会

社
の
間
で
投
資
勘
定
及
び
資
本
勘
定
並
び
に
債
権
及
び
債
務
を
相
殺
消

去
し
て
合
計
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
。 

２ 

前
項
に
規
定
す
る
相
殺
消
去
を
行
う
に
あ
た
つ
て
は
、
事
業
年
度
の

末
日
が
親
会
社
（
子
会
社
の
総
株
主
の
議
決
権
の
過
半
数
を
有
す
る
会

社
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
た
る
会
社
の
事
業
年
度

の
末
日
と
異
な
る
子
会
社
が
当
該
親
会
社
た
る
会
社
の
事
業
年
度
の
末

日
に
お
い
て
、
そ
の
総
資
産
の
額
を
算
定
す
る
た
め
の
決
算
を
行
う
も

の
と
す
る
。
た
だ
し
、
当
該
子
会
社
の
事
業
年
度
の
末
日
と
当
該
親
会

社
た
る
会
社
の
事
業
年
度
の
末
日
と
の
差
異
が
三
か
月
を
超
え
な
い
場

合
に
あ
つ
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

２ 

前
項
に
規
定
す
る
相
殺
消
去
を
行
う
に
あ
た
つ
て
は
、
事
業
年
度
の

末
日
が
親
会
社
（
法
第
二
条
第
十
項
に
規
定
す
る
子
会
社
の
総
株
主
の

議
決
権
の
過
半
数
を
有
す
る
会
社
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同

じ
。
）
た
る
会
社
の
事
業
年
度
の
末
日
と
異
な
る
子
会
社
が
当
該
親
会

社
た
る
会
社
の
事
業
年
度
の
末
日
に
お
い
て
、
そ
の
総
資
産
の
額
を
算

定
す
る
た
め
の
決
算
を
行
う
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
当
該
子
会
社
の

事
業
年
度
の
末
日
と
当
該
親
会
社
た
る
会
社
の
事
業
年
度
の
末
日
と
の

差
異
が
三
か
月
を
超
え
な
い
場
合
に
あ
つ
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

 
 

（
会
社
及
び
そ
の
子
会
社
の
事
業
に
関
す
る
報
告
） 

第
一
条
の
四 

法
第
九
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
、
会
社
及
び
そ
の
子
会

社
の
事
業
に
関
す
る
報
告
を
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
国
内
の
会
社
に
あ

つ
て
は
様
式
第
一
号
に
よ
る
報
告
書
、
外
国
会
社
に
あ
つ
て
は
様
式
第

二
号
に
よ
る
報
告
書
一
通
を
公
正
取
引
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。 

 

第
一
条
の
四 

法
第
九
条
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
、
会
社
及
び
そ
の
子
会

社
の
事
業
に
関
す
る
報
告
を
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
国
内
の
会
社
に
あ

つ
て
は
様
式
第
一
号
に
よ
る
報
告
書
、
外
国
会
社
に
あ
つ
て
は
様
式
第

二
号
に
よ
る
報
告
書
一
通
を
公
正
取
引
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。 

２ 

（
略
） 

２ 
（
略
） 

 
 

（
新
た
に
設
立
さ
れ
た
持
株
会
社
等
に
関
す
る
届
出
） 

第
一
条
の
五 

法
第
九
条
第
七
項
の
規
定
に
よ
り
会
社
が
新
た
に
設
立
さ

（
法
第
九
条
第
六
項
関
係
） 

第
一
条
の
五 
法
第
九
条
第
六
項
の
規
定
に
よ
り
会
社
が
新
た
に
設
立
さ
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行 
れ
た
旨
の
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
様
式
第
三
号
に
よ
る
届
出
書

一
通
を
公
正
取
引
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

れ
た
旨
の
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
様
式
第
三
号
に
よ
る
届
出
書

一
通
を
公
正
取
引
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

（
略
） 

２ 

（
略
） 

 
 

 

（
国
内
売
上
高
） 

（
法
第
十
条
関
係
） 

第
二
条 

法
第
十
条
第
二
項
に
規
定
す
る
公
正
取
引
委
員
会
規
則
で
定
め

る
も
の
は
、
会
社
等
の
最
終
事
業
年
度
に
お
け
る
売
上
高
（
銀
行
業
及

び
保
険
業
を
営
む
会
社
等
に
つ
い
て
は
経
常
収
益
、
第
一
種
金
融
商
品

取
引
業
を
営
む
会
社
等
に
つ
い
て
は
営
業
収
益
と
す
る
。
以
下
こ
の
条

、
第
二
条
の
三
第
一
項
及
び
第
二
条
の
五
第
一
項
に
お
い
て
同
じ
。
）

の
う
ち
次
に
掲
げ
る
額
の
合
計
額
（
売
上
値
引
、
戻
り
高
並
び
に
商
品

に
直
接
課
さ
れ
る
租
税
の
額
に
相
当
す
る
額
及
び
役
務
の
供
給
を
受
け

る
者
に
当
該
役
務
に
関
し
て
課
さ
れ
る
租
税
の
額
に
相
当
す
る
額
を
含

ま
な
い
も
の
と
す
る
。
）
と
す
る
。 

一 

国
内
の
消
費
者
（
個
人
（
事
業
と
し
て
又
は
事
業
の
た
め
に
契
約

の
当
事
者
と
な
る
場
合
に
お
け
る
も
の
を
除
く
。
）
を
い
う
。
）
が

当
該
会
社
等
の
供
給
す
る
商
品
又
は
役
務
に
係
る
取
引
の
相
手
方
で

あ
る
場
合
に
お
け
る
当
該
取
引
に
係
る
売
上
高 

二 

法
人
そ
の
他
の
社
団
若
し
く
は
財
団
又
は
事
業
と
し
て
若
し
く
は

事
業
の
た
め
に
契
約
の
当
事
者
と
な
る
場
合
に
お
け
る
個
人
（
以
下

こ
の
項
に
お
い
て
「
法
人
等
」
と
い
う
。
）
が
当
該
会
社
等
の
供
給

す
る
商
品
又
は
役
務
に
係
る
取
引
の
相
手
方
で
あ
る
場
合
に
お
い
て

、
当
該
取
引
に
係
る
商
品
又
は
役
務
が
国
内
に
お
い
て
供
給
さ
れ
る

と
き
に
お
け
る
当
該
取
引
に
係
る
売
上
高
（
当
該
会
社
等
が
、
当
該

取
引
に
係
る
契
約
の
締
結
時
に
お
い
て
、
当
該
法
人
等
が
当
該
商
品

の
性
質
又
は
形
状
を
変
更
し
な
い
で
外
国
を
仕
向
地
と
し
て
さ
ら
に

当
該
商
品
を
取
引
す
る
こ
と
又
は
当
該
法
人
等
の
外
国
に
所
在
す
る

第
二
条 

法
第
十
条
第
二
項
（
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む 

。
）
の
規
定
に
よ
り
取
得
し
、
又
は
所
有
す
る
株
式
に
関
す
る
報
告
を

し
よ
う
と
す
る
者
は
、
国
内
の
会
社
に
あ
つ
て
は
様
式
第
四
号
に
よ
る

報
告
書
、
外
国
会
社
に
あ
つ
て
は
様
式
第
五
号
に
よ
る
報
告
書
一
通
を

公
正
取
引
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
合
併
又

は
分
割
を
す
る
こ
と
に
よ
り
、
議
決
権
保
有
割
合
が
法
第
十
条
第
二
項

（
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
政
令
で
定
め
る
数

値
を
超
え
る
こ
と
と
な
る
場
合
に
お
い
て
、
法
第
十
五
条
第
二
項
（
第

四
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ

り
公
正
取
引
委
員
会
に
届
け
出
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
合
併
に
関
す
る

計
画
又
は
法
第
十
五
条
の
二
第
二
項
（
第
六
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て

準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
り
公
正
取
引
委
員
会
に
届
け

出
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
共
同
新
設
分
割
に
関
す
る
計
画
若
し
く
は
法

第
十
五
条
の
二
第
三
項
（
第
六
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
場

合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
り
公
正
取
引
委
員
会
に
届
け
出
る
こ
と
と

さ
れ
て
い
る
吸
収
分
割
に
関
す
る
計
画
に
お
い
て
当
該
株
式
に
関
す
る

事
項
を
記
載
し
た
と
き
は
、
そ
の
合
併
に
関
す
る
計
画
又
は
共
同
新
設

分
割
に
関
す
る
計
画
若
し
く
は
吸
収
分
割
に
関
す
る
計
画
を
届
け
出
る

こ
と
を
も
つ
て
当
該
株
式
に
関
す
る
報
告
書
の
提
出
に
代
え
る
こ
と
が

で
き
る
。 



 

 4  

改 

正 

後 

現 
 

行 

営
業
所
、
事
務
所
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る
も
の
（
次
号
に
お
い
て

「
営
業
所
等
」
と
い
う
。
）
に
向
け
て
当
該
商
品
を
送
り
出
す
こ
と

を
把
握
し
て
い
る
と
き
に
お
け
る
当
該
取
引
に
係
る
売
上
高
を
除
く 

。
） 

三 

法
人
等
が
当
該
会
社
等
の
供
給
す
る
商
品
又
は
役
務
に
係
る
取
引

の
相
手
方
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
取
引
に
係
る
商
品
が
外
国

に
お
い
て
供
給
さ
れ
、
か
つ
、
当
該
会
社
等
が
、
当
該
取
引
に
係
る

契
約
の
締
結
時
に
お
い
て
、
当
該
法
人
等
が
当
該
商
品
の
性
質
又
は

形
状
を
変
更
し
な
い
で
本
邦
を
仕
向
地
と
し
て
さ
ら
に
当
該
商
品
を

取
引
す
る
こ
と
又
は
当
該
法
人
等
の
本
邦
に
所
在
す
る
営
業
所
等
に

向
け
て
当
該
商
品
を
送
り
出
す
こ
と
を
把
握
し
て
い
る
と
き
に
お
け

る
当
該
取
引
に
係
る
売
上
高 

２ 

会
社
等
は
、
前
項
各
号
の
規
定
に
よ
る
売
上
高
を
計
算
す
る
こ
と
が

で
き
な
い
場
合
に
お
い
て
は
、
同
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
適
正
か

つ
合
理
的
な
範
囲
内
に
お
い
て
、
同
項
の
規
定
の
趣
旨
及
び
一
般
に
公

正
妥
当
と
認
め
ら
れ
る
会
計
処
理
の
基
準
に
基
づ
く
も
の
で
あ
つ
て
、

同
項
の
規
定
と
は
異
な
る
計
算
方
法
に
よ
り
国
内
売
上
高
を
計
算
す
る

こ
と
が
で
き
る
。 

２ 

前
項
の
報
告
書
に
は
、
報
告
書
を
提
出
す
る
会
社
の
最
近
一
事
業
年

度
の
事
業
報
告
、
貸
借
対
照
表
及
び
損
益
計
算
書
を
添
付
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。 

 
 

（
企
業
結
合
集
団
の
国
内
売
上
高
合
計
額
） 

第
二
条
の
二 

法
第
十
条
第
二
項
に
規
定
す
る
公
正
取
引
委
員
会
規
則
で

定
め
る
会
社
の
国
内
売
上
高
と
当
該
会
社
の
属
す
る
企
業
結
合
集
団
に

属
す
る
当
該
会
社
以
外
の
会
社
等
の
国
内
売
上
高
を
合
計
す
る
方
法
は

、
当
該
会
社
の
属
す
る
企
業
結
合
集
団
に
属
す
る
会
社
等
の
そ
れ
ぞ
れ

の
国
内
売
上
高
を
合
計
す
る
方
法
と
す
る
。 

 

（
新
設
） 

２ 

前
項
の
規
定
に
よ
り
国
内
売
上
高
合
計
額
を
計
算
す
る
場
合
に
お
い

て
は
、
当
該
企
業
結
合
集
団
に
属
す
る
会
社
等
相
互
間
の
取
引
に
係
る
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改 

正 

後 

現 
 

行 
国
内
売
上
高
に
つ
い
て
相
殺
消
去
を
し
て
合
計
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

３ 

前
項
に
規
定
す
る
相
殺
消
去
を
す
る
に
あ
た
つ
て
は
、
事
業
年
度
の

末
日
が
会
社
の
最
終
親
会
社
（
親
会
社
（
法
第
十
条
第
七
項
に
規
定
す

る
親
会
社
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
で
あ
つ
て
他
の

会
社
の
子
会
社
（
法
第
十
条
第
六
項
に
規
定
す
る
子
会
社
を
い
う
。
以

下
こ
の
項
、
次
条
第
一
項
、
第
二
条
の
四
第
一
項
及
び
第
三
項
、
第
二

条
の
五
第
一
項
、
第
二
条
の
七
第
四
号
及
び
第
五
号
並
び
に
第
二
条
の

九
第
三
項
第
一
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
で
な
い
も
の
を
い
い
、
当
該
会

社
に
親
会
社
が
な
い
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
会
社
を
い
う
。
以
下
こ

の
項
、
第
二
条
の
六
第
二
項
第
四
号
、
第
五
条
第
三
項
第
五
号
、
第
五

条
の
二
第
四
項
第
五
号
、
第
五
条
の
三
第
三
項
第
五
号
及
び
第
六
条
第

二
項
第
五
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
事
業
年
度
の
末
日
と
異
な
る
子
会

社
が
当
該
最
終
親
会
社
の
事
業
年
度
の
末
日
に
お
い
て
、
そ
の
国
内
売

上
高
の
額
を
算
定
す
る
た
め
の
決
算
を
行
う
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、

当
該
子
会
社
の
事
業
年
度
の
末
日
と
当
該
最
終
親
会
社
の
事
業
年
度
の

末
日
と
の
差
異
が
三
か
月
を
超
え
な
い
場
合
に
あ
つ
て
は
、
こ
の
限
り

で
な
い
。 

 

 
 

第
二
条
の
三 

前
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
企
業
結
合
集
団
に
属

す
る
会
社
等
の
う
ち
に
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
（
連
結
財
務
諸
表
の

用
語
、
様
式
及
び
作
成
方
法
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
五
十
一
年
大
蔵
省

令
第
二
十
八
号
。
以
下
「
連
結
財
務
諸
表
規
則
」
と
い
う
。
）
第
二
条

第
一
号
に
規
定
す
る
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
を
い
う
。
以
下
こ
の
項

及
び
第
三
項
並
び
に
第
二
条
の
五
第
一
項
及
び
第
三
項
に
お
い
て
同
じ

。
）
又
は
外
国
の
法
令
に
基
づ
く
財
務
計
算
に
関
す
る
書
類
で
連
結
財

務
諸
表
（
連
結
財
務
諸
表
規
則
第
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
連
結
財
務

諸
表
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
及
び
第
三
項
並
び
に
第
二
条
の
五
第
一
項

 

（
新
設
） 
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及
び
第
三
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
相
当
す
る
も
の
（
以
下
こ
の
項
及

び
第
三
項
並
び
に
第
二
条
の
五
第
一
項
及
び
第
三
項
に
お
い
て
「
外
国

連
結
財
務
諸
表
」
と
い
う
。
）
を
作
成
す
る
会
社
（
以
下
こ
の
項
及
び

第
三
項
並
び
に
第
二
条
の
五
第
一
項
及
び
第
三
項
に
お
い
て
「
外
国
連

結
財
務
諸
表
提
出
会
社
」
と
い
う
。
）
が
あ
る
場
合
に
は
、
次
の
各
号

に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
額
を
も
つ
て
国

内
売
上
高
合
計
額
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
当
該
各
号
に
定

め
る
額
が
前
条
の
規
定
に
従
い
計
算
し
た
国
内
売
上
高
合
計
額
と
著
し

く
異
な
る
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
こ
の
限
り

で
な
い
。 

一 

当
該
企
業
結
合
集
団
に
属
す
る
会
社
等
の
う
ち
に
一
又
は
二
以
上

の
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
で
あ
つ
て
他
の
連
結
財
務
諸
表
提
出
会

社
若
し
く
は
外
国
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
の
子
会
社
で
な
い
も
の

が
あ
る
場
合
（
第
三
号
に
規
定
す
る
場
合
を
除
く
。
） 

イ
及
び
ロ

に
掲
げ
る
額
の
合
計
額 

イ 

当
該
一
又
は
二
以
上
の
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
の
作
成
す
る

連
結
財
務
諸
表
の
う
ち
連
結
損
益
計
算
書
に
お
け
る
売
上
高
か
ら

、
当
該
連
結
財
務
諸
表
に
お
け
る
海
外
売
上
高
（
財
務
諸
表
等
の

用
語
、
様
式
及
び
作
成
方
法
に
関
す
る
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す

る
内
閣
府
令
（
平
成
二
十
一
年
内
閣
府
令
第
五
号
）
附
則
第
三
条

第
一
項
第
二
号
の
規
定
に
よ
り
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ

れ
る
同
令
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
連
結
財
務
諸
表
規
則

第
十
五
条
の
二
第
三
項
に
規
定
す
る
海
外
売
上
高
を
い
う
。
以
下

こ
の
項
及
び
第
二
条
の
五
第
一
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
控
除
し

た
額
を
そ
れ
ぞ
れ
合
計
し
た
額 

ロ 

当
該
企
業
結
合
集
団
に
属
す
る
会
社
等
で
あ
つ
て
当
該
一
又
は

二
以
上
の
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
の
連
結
会
社
（
連
結
財
務
諸
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表
規
則
第
二
条
第
五
号
に
規
定
す
る
連
結
会
社
を
い
う
。
以
下
こ

の
項
及
び
第
二
条
の
五
第
一
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
い
ず
れ
で

も
な
い
も
の
（
連
結
財
務
諸
表
規
則
第
五
条
第
一
項
た
だ
し
書
各

号
及
び
第
二
項
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。
以
下
こ
の
項
及
び
第

二
条
の
五
第
一
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
国
内
売
上
高
を
合
計
し

た
額 

二 

当
該
企
業
結
合
集
団
に
属
す
る
会
社
等
の
う
ち
に
一
又
は
二
以
上

の
外
国
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
で
あ
つ
て
他
の
連
結
財
務
諸
表
提

出
会
社
若
し
く
は
外
国
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
の
子
会
社
で
な
い

も
の
が
あ
る
場
合
（
次
号
に
規
定
す
る
場
合
を
除
く
。
） 

イ
及
び

ロ
に
掲
げ
る
額
の
合
計
額 

イ 

当
該
一
又
は
二
以
上
の
外
国
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
の
作
成

す
る
外
国
連
結
財
務
諸
表
に
記
載
さ
れ
る
当
該
外
国
連
結
財
務
諸

表
提
出
会
社
の
外
国
に
お
け
る
連
結
会
社
に
相
当
す
る
も
の
（
以

下
こ
の
項
及
び
第
二
条
の
五
第
一
項
に
お
い
て
「
外
国
連
結
会
社

」
と
い
う
。
）
の
売
上
高
の
合
計
額
の
う
ち
国
内
売
上
高
を
合
計

し
た
額
に
相
当
す
る
も
の
を
そ
れ
ぞ
れ
合
計
し
た
額 

ロ 

当
該
企
業
結
合
集
団
に
属
す
る
会
社
等
で
あ
つ
て
当
該
一
又
は

二
以
上
の
外
国
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
の
外
国
連
結
会
社
の
い

ず
れ
で
も
な
い
も
の
（
外
国
に
お
け
る
連
結
財
務
諸
表
規
則
第
五

条
第
一
項
た
だ
し
書
各
号
及
び
第
二
項
に
該
当
す
る
も
の
に
相
当

す
る
も
の
を
除
く
。
以
下
こ
の
項
及
び
第
二
条
の
五
第
一
項
に
お

い
て
同
じ
。
）
の
国
内
売
上
高
を
合
計
し
た
額 

三 

当
該
企
業
結
合
集
団
に
属
す
る
会
社
等
の
う
ち
に
一
又
は
二
以
上

の
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
で
あ
つ
て
他
の
連
結
財
務
諸
表
提
出
会

社
若
し
く
は
外
国
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
の
子
会
社
で
な
い
も
の

及
び
一
又
は
二
以
上
の
外
国
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
で
あ
つ
て
他
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の
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
若
し
く
は
外
国
連
結
財
務
諸
表
提
出
会

社
の
子
会
社
で
な
い
も
の
が
あ
る
場
合 

次
に
掲
げ
る
額
の
合
計
額 

イ 
当
該
一
又
は
二
以
上
の
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
の
作
成
す
る

連
結
財
務
諸
表
の
う
ち
連
結
損
益
計
算
書
に
お
け
る
売
上
高
か
ら

、
当
該
連
結
財
務
諸
表
に
お
け
る
海
外
売
上
高
を
控
除
し
た
額
を

そ
れ
ぞ
れ
合
計
し
た
額 

ロ 

当
該
一
又
は
二
以
上
の
外
国
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
の
作
成

す
る
外
国
連
結
財
務
諸
表
に
記
載
さ
れ
る
当
該
外
国
連
結
財
務
諸

表
提
出
会
社
の
外
国
連
結
会
社
の
売
上
高
の
合
計
額
の
う
ち
国
内

売
上
高
を
合
計
し
た
額
に
相
当
す
る
も
の
を
そ
れ
ぞ
れ
合
計
し
た

額 

ハ 

当
該
企
業
結
合
集
団
に
属
す
る
会
社
等
で
あ
つ
て
当
該
一
又
は

二
以
上
の
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
の
連
結
会
社
の
い
ず
れ
で
も

な
い
も
の
及
び
当
該
一
又
は
二
以
上
の
外
国
連
結
財
務
諸
表
提
出

会
社
の
外
国
連
結
会
社
の
い
ず
れ
で
も
な
い
も
の
の
国
内
売
上
高

を
合
計
し
た
額 

２ 

前
項
の
規
定
に
よ
り
国
内
売
上
高
合
計
額
を
計
算
す
る
場
合
に
は
、

当
該
企
業
結
合
集
団
に
属
す
る
会
社
等
相
互
間
の
取
引
に
係
る
国
内
売

上
高
に
つ
い
て
相
殺
消
去
を
し
て
合
計
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

 

３ 

前
項
に
規
定
す
る
相
殺
消
去
を
す
る
に
あ
た
つ
て
は
、
当
該
企
業
結

合
集
団
に
属
す
る
会
社
等
の
う
ち
、
事
業
年
度
の
末
日
が
連
結
財
務
諸

表
提
出
会
社
等
（
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
く
国
内
売
上
高
合
計
額
の
計

算
に
用
い
る
連
結
財
務
諸
表
を
作
成
し
た
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
又

は
外
国
連
結
財
務
諸
表
を
作
成
し
た
外
国
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
を

い
い
、
同
項
の
規
定
に
基
づ
く
当
該
企
業
結
合
集
団
の
国
内
売
上
高
合

計
額
の
計
算
を
す
る
た
め
に
二
以
上
の
連
結
財
務
諸
表
又
は
外
国
連
結

財
務
諸
表
を
用
い
よ
う
と
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
う
ち
い
ず
れ
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行 
か
一
の
連
結
財
務
諸
表
を
作
成
し
た
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
又
は
外

国
連
結
財
務
諸
表
を
作
成
し
た
外
国
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
を
い
う 

。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
事
業
年
度
の
末
日
と
異
な
る
も

の
が
、
当
該
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
等
の
事
業
年
度
の
末
日
に
お
い

て
、
そ
の
国
内
売
上
高
の
額
を
算
定
す
る
た
め
の
決
算
を
行
う
も
の
と

す
る
。
た
だ
し
、
当
該
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
等
の
事
業
年
度
の
末

日
と
当
該
企
業
結
合
集
団
に
属
す
る
会
社
等
の
事
業
年
度
の
末
日
と
の

差
異
が
三
か
月
を
超
え
な
い
場
合
に
あ
つ
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

 
 

（
他
の
会
社
の
国
内
売
上
高
及
び
当
該
他
の
会
社
の
子
会
社
の
国
内
売

上
高
を
合
計
し
た
額
） 

第
二
条
の
四 

法
第
十
条
第
二
項
に
規
定
す
る
公
正
取
引
委
員
会
規
則
で

定
め
る
他
の
会
社
の
国
内
売
上
高
及
び
当
該
他
の
会
社
の
子
会
社
の
国

内
売
上
高
を
合
計
す
る
方
法
は
、
他
の
会
社
及
び
当
該
他
の
会
社
の
子

会
社
（
次
項
及
び
次
条
に
お
い
て
「
他
の
会
社
等
」
と
い
う
。
）
の
そ

れ
ぞ
れ
の
国
内
売
上
高
を
合
計
す
る
方
法
と
す
る
。 

（
新
設
） 

２ 

前
項
の
規
定
に
よ
り
他
の
会
社
等
の
国
内
売
上
高
を
合
計
し
た
額
を

計
算
す
る
場
合
に
は
、
当
該
他
の
会
社
等
相
互
間
の
取
引
に
係
る
国
内

売
上
高
に
つ
い
て
相
殺
消
去
を
し
て
合
計
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

 

３ 

前
項
に
規
定
す
る
相
殺
消
去
を
す
る
に
あ
た
つ
て
は
、
事
業
年
度
の

末
日
が
他
の
会
社
の
事
業
年
度
の
末
日
と
異
な
る
当
該
他
の
会
社
の
子

会
社
が
当
該
他
の
会
社
の
事
業
年
度
の
末
日
に
お
い
て
、
そ
の
国
内
売

上
高
の
額
を
算
定
す
る
た
め
の
決
算
を
行
う
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、

当
該
他
の
会
社
の
子
会
社
の
事
業
年
度
の
末
日
と
当
該
他
の
会
社
の
事

業
年
度
の
末
日
と
の
差
異
が
三
か
月
を
超
え
な
い
場
合
に
あ
つ
て
は
、

こ
の
限
り
で
な
い
。 
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行 
第
二
条
の
五 

前
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
他
の
会
社
等
の
う
ち

に
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
又
は
外
国
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
が
あ

る
場
合
に
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号

に
定
め
る
額
を
も
つ
て
当
該
他
の
会
社
等
の
国
内
売
上
高
を
合
計
し
た

額
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
当
該
各
号
に
定
め
る
額
が
前
条

の
規
定
に
従
い
計
算
し
た
当
該
他
の
会
社
等
の
国
内
売
上
高
を
合
計
し

た
額
と
著
し
く
異
な
る
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は

、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

一 

当
該
他
の
会
社
等
の
う
ち
に
一
又
は
二
以
上
の
連
結
財
務
諸
表
提

出
会
社
で
あ
つ
て
他
の
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
若
し
く
は
外
国
連

結
財
務
諸
表
提
出
会
社
の
子
会
社
で
な
い
も
の
が
あ
る
場
合
（
第
三

号
に
規
定
す
る
場
合
を
除
く
。
） 
イ
及
び
ロ
に
掲
げ
る
額
の
合
計

額 イ 

当
該
一
又
は
二
以
上
の
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
の
作
成
す
る

連
結
財
務
諸
表
の
う
ち
連
結
損
益
計
算
書
に
お
け
る
売
上
高
か
ら

、
当
該
連
結
財
務
諸
表
に
お
け
る
海
外
売
上
高
を
控
除
し
た
額
を

そ
れ
ぞ
れ
合
計
し
た
額 

ロ 

当
該
他
の
会
社
等
で
あ
つ
て
当
該
一
又
は
二
以
上
の
連
結
財
務

諸
表
提
出
会
社
の
連
結
会
社
の
い
ず
れ
で
も
な
い
も
の
の
国
内
売

上
高
を
合
計
し
た
額 

二 

当
該
他
の
会
社
等
の
う
ち
に
一
又
は
二
以
上
の
外
国
連
結
財
務
諸

表
提
出
会
社
で
あ
つ
て
他
の
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
若
し
く
は
外

国
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
の
子
会
社
で
な
い
も
の
が
あ
る
場
合
（

次
号
に
規
定
す
る
場
合
を
除
く
。
） 

イ
及
び
ロ
に
掲
げ
る
額
の
合

計
額 

イ 

当
該
一
又
は
二
以
上
の
外
国
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
の
作
成

す
る
外
国
連
結
財
務
諸
表
に
記
載
さ
れ
る
当
該
外
国
連
結
財
務
諸

 

（
新
設
） 
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表
提
出
会
社
の
外
国
連
結
会
社
の
売
上
高
の
合
計
額
の
う
ち
国
内

売
上
高
を
合
計
し
た
額
に
相
当
す
る
も
の
を
そ
れ
ぞ
れ
合
計
し
た

額 

ロ 

当
該
他
の
会
社
等
で
あ
つ
て
当
該
一
又
は
二
以
上
の
外
国
連
結

財
務
諸
表
提
出
会
社
の
外
国
連
結
会
社
の
い
ず
れ
で
も
な
い
も
の

の
国
内
売
上
高
を
合
計
し
た
額 

三 

当
該
他
の
会
社
等
の
う
ち
に
一
又
は
二
以
上
の
連
結
財
務
諸
表
提

出
会
社
で
あ
つ
て
他
の
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
若
し
く
は
外
国
連

結
財
務
諸
表
提
出
会
社
の
子
会
社
で
な
い
も
の
及
び
一
又
は
二
以
上

の
外
国
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
で
あ
つ
て
他
の
連
結
財
務
諸
表
提

出
会
社
若
し
く
は
外
国
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
の
子
会
社
で
な
い

も
の
が
あ
る
場
合 

次
に
掲
げ
る
額
の
合
計
額 

イ 

当
該
一
又
は
二
以
上
の
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
の
作
成
す
る

連
結
財
務
諸
表
の
う
ち
連
結
損
益
計
算
書
に
お
け
る
売
上
高
か
ら

、
当
該
連
結
財
務
諸
表
に
お
け
る
海
外
売
上
高
を
控
除
し
た
額
を

そ
れ
ぞ
れ
合
計
し
た
額 

ロ 

当
該
一
又
は
二
以
上
の
外
国
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
の
作
成

す
る
外
国
連
結
財
務
諸
表
に
記
載
さ
れ
る
当
該
外
国
連
結
財
務
諸

表
提
出
会
社
の
外
国
連
結
会
社
の
売
上
高
の
合
計
額
の
う
ち
国
内

売
上
高
を
合
計
し
た
額
に
相
当
す
る
も
の
を
そ
れ
ぞ
れ
合
計
し
た

額 

ハ 

当
該
他
の
会
社
等
で
あ
つ
て
当
該
一
又
は
二
以
上
の
連
結
財
務

諸
表
提
出
会
社
の
連
結
会
社
の
い
ず
れ
で
も
な
い
も
の
及
び
当
該

一
又
は
二
以
上
の
外
国
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
の
外
国
連
結
会

社
の
い
ず
れ
で
も
な
い
も
の
の
国
内
売
上
高
を
合
計
し
た
額 

２ 

前
項
の
規
定
に
よ
り
他
の
会
社
等
の
国
内
売
上
高
を
合
計
し
た
額
を

計
算
す
る
場
合
に
は
、
当
該
他
の
会
社
等
相
互
間
の
取
引
に
係
る
国
内
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売
上
高
に
つ
い
て
相
殺
消
去
を
し
て
合
計
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

３ 

前
項
に
規
定
す
る
相
殺
消
去
を
す
る
に
あ
た
つ
て
は
、
当
該
他
の
会

社
等
の
う
ち
、
事
業
年
度
の
末
日
が
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
等
（
第

一
項
の
規
定
に
基
づ
く
当
該
他
の
会
社
等
の
国
内
売
上
高
を
合
計
し
た

額
の
計
算
に
用
い
る
連
結
財
務
諸
表
を
作
成
し
た
連
結
財
務
諸
表
提
出

会
社
又
は
外
国
連
結
財
務
諸
表
を
作
成
し
た
外
国
連
結
財
務
諸
表
提
出

会
社
を
い
い
、
同
項
の
規
定
に
基
づ
く
当
該
他
の
会
社
等
の
国
内
売
上

高
を
合
計
し
た
額
を
計
算
す
る
た
め
に
二
以
上
の
連
結
財
務
諸
表
又
は

外
国
連
結
財
務
諸
表
を
用
い
よ
う
と
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
う

ち
い
ず
れ
か
一
の
連
結
財
務
諸
表
を
作
成
し
た
連
結
財
務
諸
表
提
出
会

社
又
は
外
国
連
結
財
務
諸
表
を
作
成
し
た
外
国
連
結
財
務
諸
表
提
出
会

社
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
事
業
年
度
の
末
日
と

異
な
る
も
の
が
、
当
該
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
等
の
事
業
年
度
の
末

日
に
お
い
て
、
そ
の
国
内
売
上
高
の
額
を
算
定
す
る
た
め
の
決
算
を
行

う
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
当
該
連
結
財
務
諸
表
提
出
会
社
等
の
事
業

年
度
の
末
日
と
当
該
他
の
会
社
等
の
事
業
年
度
の
末
日
と
の
差
異
が
三

か
月
を
超
え
な
い
場
合
に
あ
つ
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

 

 
 

（
株
式
の
取
得
に
関
す
る
計
画
の
届
出
） 

第
二
条
の
六 

法
第
十
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
株
式
の
取
得
に
関
す
る

計
画
を
届
け
出
よ
う
と
す
る
者
は
、
様
式
第
四
号
（
同
条
第
五
項
の
規

定
に
よ
り
適
用
さ
れ
る
同
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
株
式
の
取
得
に
関

す
る
計
画
を
届
け
出
よ
う
と
す
る
者
に
あ
つ
て
は
様
式
第
五
号
）
に
よ

る
届
出
書
一
通
を
公
正
取
引
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

た
だ
し
、
合
併
又
は
分
割
を
す
る
こ
と
に
よ
り
、
株
式
取
得
会
社
が
株

式
発
行
会
社
の
株
式
の
取
得
の
後
に
お
い
て
所
有
す
る
こ
と
と
な
る
当

（
新
設
） 
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該
株
式
発
行
会
社
の
株
式
に
係
る
議
決
権
の
数
と
、
当
該
株
式
取
得
会

社
以
外
の
会
社
等
（
法
第
十
条
第
二
項
に
規
定
す
る
当
該
株
式
取
得
会

社
以
外
の
会
社
等
を
い
う
。
）
が
所
有
す
る
当
該
株
式
発
行
会
社
の
株

式
に
係
る
議
決
権
の
数
と
を
合
計
し
た
議
決
権
の
数
の
当
該
株
式
発
行

会
社
の
総
株
主
の
議
決
権
の
数
に
占
め
る
割
合
が
法
第
十
条
第
二
項
の

政
令
で
定
め
る
数
値
を
超
え
る
こ
と
と
な
る
場
合
に
お
い
て
、
法
第
十

五
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
公
正
取
引
委
員
会
に
届
け
出
る
こ
と
と
さ

れ
て
い
る
合
併
に
関
す
る
計
画
又
は
法
第
十
五
条
の
二
第
二
項
の
規
定

に
よ
り
公
正
取
引
委
員
会
に
届
け
出
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
共
同
新
設

分
割
に
関
す
る
計
画
若
し
く
は
法
第
十
五
条
の
二
第
三
項
の
規
定
に
よ

り
公
正
取
引
委
員
会
に
届
け
出
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
吸
収
分
割
に
関

す
る
計
画
に
お
い
て
当
該
株
式
の
取
得
に
関
す
る
事
項
を
記
載
し
た
と

き
は
、
そ
の
合
併
に
関
す
る
計
画
又
は
共
同
新
設
分
割
に
関
す
る
計
画

若
し
く
は
吸
収
分
割
に
関
す
る
計
画
を
届
け
出
る
こ
と
を
も
つ
て
当
該

株
式
の
取
得
に
関
す
る
計
画
の
届
出
書
の
提
出
に
代
え
る
こ
と
が
で
き

る
。 

２ 

前
項
の
届
出
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。 

一 

株
式
の
取
得
に
関
す
る
契
約
書
の
写
又
は
意
思
決
定
を
証
す
る
に

足
り
る
書
類 

二 

届
出
会
社
の
最
近
一
事
業
年
度
の
事
業
報
告
、
貸
借
対
照
表
及
び

損
益
計
算
書 

三 

株
式
の
取
得
に
関
し
株
主
総
会
の
決
議
又
は
総
社
員
の
同
意
が
あ

つ
た
と
き
に
は
、
そ
の
決
議
又
は
同
意
の
記
録
の
写 

四 

届
出
会
社
の
属
す
る
企
業
結
合
集
団
の
最
終
親
会
社
に
よ
り
作
成

さ
れ
た
有
価
証
券
報
告
書
（
金
融
商
品
取
引
法
（
昭
和
二
十
三
年
法

律
第
二
十
五
号
）
第
二
十
四
条
第
一
項
に
規
定
す
る
有
価
証
券
報
告
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書
を
い
い
、
外
国
に
お
け
る
こ
れ
に
相
当
す
る
も
の
を
含
む
。
第
五

条
第
三
項
第
五
号
、
第
五
条
の
二
第
四
項
第
五
号
、
第
五
条
の
三
第

三
項
第
五
号
及
び
第
六
条
第
二
項
第
五
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
そ
の

他
当
該
届
出
会
社
が
属
す
る
企
業
結
合
集
団
の
財
産
及
び
損
益
の
状

況
を
示
す
た
め
に
必
要
か
つ
適
当
な
も
の 

 
 

（
株
式
取
得
会
社
が
あ
ら
か
じ
め
届
出
を
行
う
こ
と
が
困
難
と
認
め
ら

れ
る
場
合
） 

第
二
条
の
七 

法
第
十
条
第
二
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
公
正
取
引
委
員

会
規
則
で
定
め
る
場
合
は
、
次
に
掲
げ
る
場
合
と
す
る
。 

 

一 

株
式
の
分
割
又
は
併
合
に
よ
り
発
行
さ
れ
る
株
式
の
取
得
を
し
よ

う
と
す
る
場
合 

 

二 

会
社
法
第
百
八
十
五
条
に
規
定
す
る
株
式
無
償
割
当
て
に
よ
る
株

式
の
取
得
を
し
よ
う
と
す
る
場
合 

 

三 

会
社
法
第
二
条
第
十
九
号
に
規
定
す
る
取
得
条
項
付
株
式
又
は
同

法
第
二
百
七
十
三
条
第
一
項
に
規
定
す
る
取
得
条
項
付
新
株
予
約
権

に
係
る
取
得
事
由
の
発
生
に
よ
り
そ
の
取
得
の
対
価
と
し
て
交
付
す

る
株
式
の
取
得
を
し
よ
う
と
す
る
場
合 

四 

会
社
の
子
会
社
で
な
い
投
資
事
業
有
限
責
任
組
合
（
外
国
の
法
令

に
基
づ
い
て
設
立
さ
れ
た
団
体
で
あ
つ
て
投
資
事
業
有
限
責
任
組
合

に
類
似
す
る
も
の
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
投
資
事
業
有
限
責
任

組
合
類
似
団
体
」
と
い
う
。
）
を
含
む
。
）
の
有
限
責
任
組
合
員
（

投
資
事
業
有
限
責
任
組
合
類
似
団
体
の
構
成
員
を
含
む
。
）
と
な
り

、
組
合
財
産
（
投
資
事
業
有
限
責
任
組
合
類
似
団
体
の
財
産
を
含
む

。
）
と
し
て
株
式
の
取
得
を
し
よ
う
と
す
る
場
合
（
当
該
有
限
責
任

組
合
員
が
、
当
該
投
資
事
業
有
限
責
任
組
合
の
無
限
責
任
組
合
員
が

行
う
投
資
判
断
を
実
質
的
に
決
定
し
て
い
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
を

 

（
新
設
） 
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除
く
。
） 

五 
会
社
の
子
会
社
で
な
い
民
法
（
明
治
二
十
九
年
法
律
第
八
十
九
号

）
第
六
百
六
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
組
合
契
約
で
会
社
に
対
す

る
投
資
事
業
を
営
む
こ
と
を
約
す
る
も
の
に
よ
つ
て
成
立
す
る
組
合

（
外
国
の
法
令
に
基
づ
い
て
設
立
さ
れ
た
団
体
で
あ
つ
て
当
該
組
合

に
類
似
す
る
も
の
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
民
法
組
合
類
似
団
体

」
と
い
う
。
）
を
含
み
、
一
人
又
は
数
人
の
組
合
員
（
民
法
組
合
類

似
団
体
の
構
成
員
を
含
む
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
そ

の
業
務
の
執
行
を
委
任
し
て
い
る
も
の
に
限
る
。
）
の
組
合
員
（
業

務
の
執
行
を
委
任
さ
れ
た
者
を
除
く
。
）
と
な
り
、
組
合
財
産
（
民

法
組
合
類
似
団
体
の
財
産
を
含
む
。
）
と
し
て
株
式
の
取
得
を
し
よ

う
と
す
る
場
合
（
当
該
組
合
員
が
、
当
該
組
合
の
業
務
の
執
行
を
委

任
さ
れ
た
者
が
行
う
投
資
判
断
を
実
質
的
に
決
定
し
て
い
る
と
認
め

ら
れ
る
と
き
を
除
く
。
） 

 

六 

金
銭
又
は
有
価
証
券
の
信
託
に
係
る
株
式
に
つ
い
て
、
会
社
が
、

委
託
者
又
は
受
益
者
と
な
り
議
決
権
を
行
使
で
き
る
又
は
議
決
権
の

行
使
に
つ
い
て
受
託
者
に
指
図
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
場
合
で
あ
つ

て
、
金
融
商
品
取
引
業
者
等
（
金
融
商
品
取
引
法
第
三
十
四
条
に
規

定
す
る
金
融
商
品
取
引
業
者
等
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同

じ
。
）
と
投
資
一
任
契
約
（
同
法
第
二
条
第
八
項
第
十
二
号
ロ
に
規

定
す
る
投
資
一
任
契
約
を
い
い
、
同
号
ロ
に
規
定
す
る
投
資
判
断
の

全
部
を
一
任
す
る
こ
と
を
内
容
と
す
る
も
の
に
限
る
。
）
を
締
結
し

、
受
託
者
に
他
の
会
社
の
株
式
を
取
得
さ
せ
よ
う
と
す
る
と
き
（
当

該
会
社
が
、
当
該
投
資
一
任
契
約
の
相
手
方
で
あ
る
金
融
商
品
取
引

業
者
等
が
行
う
投
資
判
断
を
実
質
的
に
決
定
し
て
い
る
と
認
め
ら
れ

る
と
き
を
除
く
。
） 

七 

金
銭
又
は
有
価
証
券
の
信
託
に
係
る
株
式
に
つ
い
て
、
会
社
が
、
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委
託
者
又
は
受
益
者
と
な
り
議
決
権
を
行
使
で
き
る
又
は
議
決
権
の

行
使
に
つ
い
て
受
託
者
に
指
図
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
場
合
で
あ
つ

て
、
受
託
者
と
委
託
者
又
は
受
益
者
の
た
め
に
受
託
者
が
投
資
判
断

を
行
う
と
と
も
に
、
こ
れ
に
基
づ
く
投
資
を
行
う
こ
と
を
内
容
と
す

る
信
託
契
約
（
信
託
財
産
の
運
用
方
法
が
特
定
さ
れ
て
い
な
い
も
の

に
限
る
。
）
を
締
結
し
、
受
託
者
に
他
の
会
社
の
株
式
を
取
得
さ
せ

よ
う
と
す
る
と
き
（
当
該
会
社
が
、
当
該
信
託
契
約
の
相
手
方
で
あ

る
受
託
者
が
行
う
投
資
判
断
を
実
質
的
に
決
定
し
て
い
る
と
認
め
ら

れ
る
と
き
を
除
く
。
） 

 
 

（
株
式
取
得
会
社
が
委
託
者
と
し
て
行
使
で
き
る
金
銭
の
信
託
に
係
る

議
決
権
等
か
ら
除
か
れ
る
も
の
） 

第
二
条
の
八 

法
第
十
条
第
三
項
に
規
定
す
る
公
正
取
引
委
員
会
規
則
で

定
め
る
議
決
権
は
、
投
資
信
託
及
び
投
資
法
人
に
関
す
る
法
律
（
昭
和

二
十
六
年
法
律
第
百
九
十
八
号
）
第
十
条
の
規
定
に
よ
り
、
会
社
が
投

資
信
託
委
託
会
社
（
同
法
第
二
条
第
十
一
項
に
規
定
す
る
投
資
信
託
委

託
会
社
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
と
し
て
そ
の
行
使

に
つ
い
て
指
図
を
行
う
株
式
に
係
る
議
決
権
及
び
同
法
第
十
条
の
規
定

に
相
当
す
る
外
国
の
法
令
の
規
定
に
よ
り
会
社
が
投
資
信
託
委
託
会
社

に
相
当
す
る
も
の
と
し
て
そ
の
行
使
に
つ
い
て
指
図
を
行
う
株
式
に
係

る
議
決
権
と
す
る
。 

 

（
新
設
） 

 
 

（
子
会
社
及
び
親
会
社
） 

第
二
条
の
九 

法
第
十
条
第
六
項
に
規
定
す
る
公
正
取
引
委
員
会
規
則
で

定
め
る
も
の
は
、
同
項
に
規
定
す
る
会
社
が
他
の
会
社
等
の
財
務
及
び

事
業
の
方
針
の
決
定
を
支
配
し
て
い
る
場
合
に
お
け
る
当
該
他
の
会
社

等
と
す
る
。 

 
（
新
設
） 
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２ 
法
第
十
条
第
七
項
に
規
定
す
る
公
正
取
引
委
員
会
規
則
で
定
め
る
も

の
は
、
会
社
が
同
項
に
規
定
す
る
会
社
等
の
財
務
及
び
事
業
の
方
針
の

決
定
を
支
配
し
て
い
る
場
合
に
お
け
る
当
該
会
社
と
す
る
。 

 

３ 

前
二
項
に
規
定
す
る
「
財
務
及
び
事
業
の
方
針
の
決
定
を
支
配
し
て

い
る
場
合
」
と
は
、
次
に
掲
げ
る
場
合
（
財
務
上
又
は
事
業
上
の
関
係

か
ら
み
て
他
の
会
社
等
の
財
務
又
は
事
業
の
方
針
の
決
定
を
支
配
し
て

い
な
い
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
を
除
く
。
）
を
い

う
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
他
の
会
社
等
が
民
法
第
六
百
六
十
七
条
第

一
項
に
規
定
す
る
組
合
契
約
に
よ
つ
て
成
立
す
る
組
合
、
投
資
事
業
有

限
責
任
組
合
、
有
限
責
任
事
業
組
合
及
び
特
定
組
合
類
似
団
体
で
あ
る

場
合
に
お
け
る
こ
の
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
「
議
決
権
の
総

数
」
と
あ
る
の
は
「
業
務
執
行
を
決
定
す
る
権
限
の
全
体
」
と
、
「
所

有
し
て
い
る
議
決
権
」
と
あ
る
の
は
「
所
有
し
て
い
る
業
務
執
行
を
決

定
す
る
権
限
」
と
、
「
の
数
の
割
合
が
百
分
の
五
十
を
超
え
て
い
る
場

合
」
と
あ
る
の
は
「
の
割
合
が
百
分
の
五
十
を
超
え
て
い
る
場
合
」
と

、
「
数
の
割
合
が
百
分
の
四
十
」
と
あ
る
の
は
「
割
合
が
百
分
の
四
十

」
と
、
「
自
己
所
有
等
議
決
権
数
」
と
あ
る
の
は
「
自
己
所
有
等
業
務

執
行
決
定
権
限
」
と
、
「
議
決
権
の
数
の
合
計
数
」
と
あ
る
の
は
「
業

務
執
行
を
決
定
す
る
権
限
の
合
計
」
と
、
「
議
決
権
を
」
と
あ
る
の
は

「
業
務
執
行
を
決
定
す
る
権
限
を
」
と
す
る
。 

 

一 

他
の
会
社
等
（
次
に
掲
げ
る
会
社
等
で
あ
つ
て
有
効
な
支
配
従
属

関
係
が
存
在
し
な
い
と
認
め
ら
れ
る
も
の
を
除
く
。
次
号
及
び
第
三

号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
議
決
権
の
総
数
に
対
す
る
自
己
（
そ
の
子

会
社
を
含
む
。
次
号
及
び
第
三
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
計
算
に
お

い
て
所
有
し
て
い
る
議
決
権
の
数
の
割
合
が
百
分
の
五
十
を
超
え
て

い
る
場
合 

イ 

民
事
再
生
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
二
百
二
十
五
号
）
の
規
定
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に
よ
る
再
生
手
続
開
始
の
決
定
を
受
け
た
会
社
等 

ロ 
会
社
更
生
法
（
平
成
十
四
年
法
律
第
百
五
十
四
号
）
の
規
定
に

よ
る
更
生
手
続
開
始
の
決
定
を
受
け
た
株
式
会
社 

ハ 

破
産
法
（
平
成
十
六
年
法
律
第
七
十
五
号
）
の
規
定
に
よ
る
破

産
手
続
開
始
の
決
定
を
受
け
た
会
社
等 

ニ 

そ
の
他
イ
か
ら
ハ
ま
で
に
掲
げ
る
会
社
等
に
準
ず
る
会
社
等 

二 

他
の
会
社
等
の
議
決
権
の
総
数
に
対
す
る
自
己
の
計
算
に
お
い
て

所
有
し
て
い
る
議
決
権
の
数
の
割
合
が
百
分
の
四
十
以
上
で
あ
る
場

合
（
前
号
に
掲
げ
る
場
合
を
除
く
。
）
で
あ
つ
て
次
に
掲
げ
る
い
ず

れ
か
の
要
件
に
該
当
す
る
場
合 

イ 

他
の
会
社
等
の
議
決
権
の
総
数
に
対
す
る
自
己
所
有
等
議
決
権

数
（
次
に
掲
げ
る
議
決
権
の
数
の
合
計
数
を
い
う
。
次
号
に
お
い

て
同
じ
。
）
の
割
合
が
百
分
の
五
十
を
超
え
て
い
る
こ
と
。 

（１） 

自
己
の
計
算
に
お
い
て
所
有
し
て
い
る
議
決
権 

（２） 

自
己
と
出
資
、
人
事
、
資
金
、
技
術
、
取
引
等
に
お
い
て
緊

密
な
関
係
が
あ
る
こ
と
に
よ
り
自
己
の
意
思
と
同
一
の
内
容
の

議
決
権
を
行
使
す
る
と
認
め
ら
れ
る
者
が
所
有
し
て
い
る
議
決

権 

（３） 

自
己
の
意
思
と
同
一
の
内
容
の
議
決
権
を
行
使
す
る
こ
と
に

同
意
し
て
い
る
者
が
所
有
し
て
い
る
議
決
権 

ロ 

他
の
会
社
等
の
取
締
役
会
そ
の
他
こ
れ
に
準
ず
る
機
関
の
構
成

員
の
総
数
に
対
す
る
次
に
掲
げ
る
者
（
当
該
他
の
会
社
等
の
財
務

及
び
事
業
の
方
針
の
決
定
に
関
し
て
影
響
を
与
え
る
こ
と
が
で
き

る
も
の
に
限
る
。
）
の
数
の
割
合
が
百
分
の
五
十
を
超
え
て
い
る

こ
と
。 

（１） 

自
己
の
役
員 

（２） 

自
己
の
業
務
を
執
行
す
る
役
員 
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（３） 

自
己
の
使
用
人 

（４）  

（１）
か
ら
（３）
ま
で
に
掲
げ
る
者
で
あ
つ
た
者 

ハ 
自
己
が
他
の
会
社
等
の
重
要
な
財
務
及
び
事
業
の
方
針
の
決
定

を
支
配
す
る
契
約
等
が
存
在
す
る
こ
と
。 

ニ 

他
の
会
社
等
の
資
金
調
達
額
（
貸
借
対
照
表
の
負
債
の
部
に
計

上
さ
れ
て
い
る
も
の
に
限
る
。
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
総
額

に
対
す
る
自
己
が
行
う
融
資
（
債
務
の
保
証
及
び
担
保
の
提
供
を

含
む
。
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
額
（
自
己
と
出
資
、
人
事
、

資
金
、
技
術
、
取
引
等
に
お
い
て
緊
密
な
関
係
の
あ
る
者
が
行
う

融
資
の
額
を
含
む
。
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
割
合
が
百
分
の

五
十
を
超
え
て
い
る
こ
と
。 

ホ 

そ
の
他
自
己
が
他
の
会
社
等
の
財
務
及
び
事
業
の
方
針
の
決
定

を
支
配
し
て
い
る
こ
と
が
推
測
さ
れ
る
事
実
が
存
在
す
る
こ
と
。 

三 

他
の
会
社
等
の
議
決
権
の
総
数
に
対
す
る
自
己
所
有
等
議
決
権
数

の
割
合
が
百
分
の
五
十
を
超
え
て
い
る
場
合
（
自
己
の
計
算
に
お
い

て
議
決
権
を
所
有
し
て
い
な
い
場
合
を
含
み
、
前
二
号
に
掲
げ
る
場

合
を
除
く
。
）
で
あ
つ
て
前
号
ロ
か
ら
ホ
ま
で
に
掲
げ
る
い
ず
れ
か

の
要
件
に
該
当
す
る
場
合
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
他
の
会
社
等
が

民
法
第
六
百
六
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
組
合
契
約
に
よ
つ
て
成

立
す
る
組
合
、
投
資
事
業
有
限
責
任
組
合
、
有
限
責
任
事
業
組
合
及

び
特
定
組
合
類
似
団
体
で
あ
る
と
き
は
、
資
金
調
達
額
の
総
額
に
対

す
る
自
己
が
行
う
融
資
の
額
の
割
合
を
考
慮
し
な
い
も
の
と
す
る
。 

 

 
 

（
法
第
十
一
条
第
一
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
公
正
取
引
委
員
会
の
認

可
の
申
請
） 

第
三
条 

（
略
） 

（
法
第
十
一
条
第
一
項
た
だ
し
書
関
係
） 

 

第
三
条 

（
略
） 
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（
法
第
十
一
条
第
二
項
に
規
定
す
る
公
正
取
引
委
員
会
の
認
可
の
申
請

） 

第
四
条 
（
略
） 

 

（
法
第
十
一
条
第
二
項
関
係
） 

 

第
四
条 

（
略
） 

 
 

（
合
併
に
関
す
る
計
画
の
届
出
） 

第
五
条 

法
第
十
五
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
合
併
に
関
す
る
計
画
を
届

け
出
よ
う
と
す
る
者
は
、
様
式
第
八
号
に
よ
る
届
出
書
一
通
を
公
正
取

引
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

（
法
第
十
五
条
関
係
） 

第
五
条 

法
第
十
五
条
第
二
項
（
第
四
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す

る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
り
合
併
に
関
す
る
計
画
を
届
け
出
よ

う
と
す
る
者
は
、
国
内
の
会
社
に
あ
つ
て
は
様
式
第
八
号
に
よ
る
届
出

書
、
外
国
会
社
に
あ
つ
て
は
様
式
第
九
号
に
よ
る
届
出
書
一
通
を
公
正

取
引
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

（
略
） 

２ 

（
略
） 

３ 

第
一
項
の
届
出
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。 

一 

届
出
会
社
（
合
併
当
事
会
社
の
す
べ
て
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に

お
い
て
同
じ
。
）
の
定
款 

二 

合
併
契
約
書
の
写 

 

三
・
四 

（
略
） 

五 

届
出
会
社
の
属
す
る
企
業
結
合
集
団
の
最
終
親
会
社
に
よ
り
作
成

さ
れ
た
有
価
証
券
報
告
書
そ
の
他
当
該
届
出
会
社
が
属
す
る
企
業
結

合
集
団
の
財
産
及
び
損
益
の
状
況
を
示
す
た
め
に
必
要
か
つ
適
当
な

も
の 

３ 

第
一
項
の
届
出
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。 

 

一 

届
出
会
社
（
合
併
当
事
会
社
の
す
べ
て
を
い
う
。
以
下
本
条
に
お

い
て
同
じ
。
）
の
定
款 

二 

合
併
契
約
書
の
写
（
口
頭
の
契
約
で
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
内
容

を
説
明
す
る
文
書
） 

三
・
四 

（
略
） 

 
 

（
分
割
に
関
す
る
計
画
の
届
出
） 

第
五
条
の
二 

法
第
十
五
条
の
二
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
共
同
新
設
分
割

に
関
す
る
計
画
を
届
け
出
よ
う
と
す
る
者
は
、
様
式
第
九
号
に
よ
る
届

出
書
一
通
を
公
正
取
引
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
法
第
十
五
条
の
二
関
係
） 

第
五
条
の
二 

法
第
十
五
条
の
二
第
二
項
（
第
六
項
に
お
い
て
読
み
替
え

て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
り
共
同
新
設
分
割
に
関
す

る
計
画
を
届
け
出
よ
う
と
す
る
者
は
、
国
内
の
会
社
に
あ
つ
て
は
様
式
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第
十
号
に
よ
る
届
出
書
、
外
国
会
社
に
あ
つ
て
は
様
式
第
十
一
号
に
よ

る
届
出
書
一
通
を
公
正
取
引
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

法
第
十
五
条
の
二
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
吸
収
分
割
に
関
す
る
計
画

を
届
け
出
よ
う
と
す
る
者
は
、
様
式
第
十
号
に
よ
る
届
出
書
一
通
を
公

正
取
引
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

法
第
十
五
条
の
二
第
三
項
（
第
六
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す

る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
り
吸
収
分
割
に
関
す
る
計
画
を
届
け

出
よ
う
と
す
る
者
は
、
国
内
の
会
社
に
あ
つ
て
は
様
式
第
十
号
の
二
に

よ
る
届
出
書
、
外
国
会
社
に
あ
つ
て
は
様
式
第
十
一
号
の
二
に
よ
る
届

出
書
一
通
を
公
正
取
引
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３ 

（
略
） 

３ 

（
略
） 

４ 

第
一
項
及
び
第
二
項
の
届
出
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

届
出
会
社
（
分
割
の
当
事
会
社
す
べ
て
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に

お
い
て
同
じ
。
）
の
定
款 

二
〜
四 

（
略
） 

五 

届
出
会
社
の
属
す
る
企
業
結
合
集
団
の
最
終
親
会
社
に
よ
り
作
成

さ
れ
た
有
価
証
券
報
告
書
そ
の
他
当
該
届
出
会
社
が
属
す
る
企
業
結

合
集
団
の
財
産
及
び
損
益
の
状
況
を
示
す
た
め
に
必
要
か
つ
適
当
な

も
の 

４ 

第
一
項
及
び
第
二
項
の
届
出
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

届
出
会
社
（
分
割
の
当
事
会
社
す
べ
て
を
い
う
。
以
下
本
条
に
お

い
て
同
じ
。
）
の
定
款 

二
〜
四 

（
略
） 

 

 

 
 

（
共
同
株
式
移
転
に
関
す
る
計
画
の
届
出
） 

第
五
条
の
三 

法
第
十
五
条
の
三
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
共
同
株
式
移
転

に
関
す
る
計
画
を
届
け
出
よ
う
と
す
る
者
は
、
様
式
第
十
一
号
に
よ
る

届
出
書
一
通
を
公
正
取
引
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

前
項
の
届
出
書
は
、
当
事
者
の
連
名
で
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い 

 

。 

３ 

第
一
項
の
届
出
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。 

一 

届
出
会
社
（
共
同
株
式
移
転
当
事
会
社
の
す
べ
て
を
い
う
。
以
下

 

（
新
設
） 
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こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
定
款 

二 
共
同
株
式
移
転
計
画
書
又
は
共
同
株
式
移
転
契
約
書
の
写 

三 

届
出
会
社
の
最
近
一
事
業
年
度
の
事
業
報
告
、
貸
借
対
照
表
及
び

損
益
計
算
書
並
び
に
総
株
主
の
議
決
権
の
百
分
の
一
を
超
え
て
保
有

す
る
も
の
の
名
簿 

四 

共
同
株
式
移
転
に
関
し
株
主
総
会
の
決
議
が
あ
つ
た
と
き
に
は
、

そ
の
決
議
の
記
録
の
写 

五 

届
出
会
社
の
属
す
る
企
業
結
合
集
団
の
最
終
親
会
社
に
よ
り
作
成

さ
れ
た
有
価
証
券
報
告
書
そ
の
他
当
該
届
出
会
社
が
属
す
る
企
業
結

合
集
団
の
財
産
及
び
損
益
の
状
況
を
示
す
た
め
に
必
要
か
つ
適
当
な

も
の 

 
 

（
事
業
等
の
譲
受
け
に
関
す
る
計
画
の
届
出
） 

第
六
条 

法
第
十
六
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
事
業
又
は
事
業
上
の
固
定

資
産
の
譲
受
け
（
以
下
「
事
業
等
の
譲
受
け
」
と
い
う
。
）
に
関
す
る

計
画
を
届
け
出
よ
う
と
す
る
者
は
、
様
式
第
十
二
号
に
よ
る
届
出
書
一

通
を
公
正
取
引
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
法
第
十
六
条
関
係
） 

第
六
条 

法
第
十
六
条
第
二
項
（
第
五
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す

る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
り
事
業
又
は
事
業
上
の
固
定
資
産
の

譲
受
け
（
以
下
「
事
業
等
の
譲
受
け
」
と
い
う
。
）
に
関
す
る
計
画
を

届
け
出
よ
う
と
す
る
者
は
、
国
内
の
会
社
か
ら
事
業
等
の
譲
受
け
を
し

よ
う
と
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
様
式
第
十
二
号
に
よ
る
届
出
書
、
外
国

会
社
か
ら
事
業
等
の
譲
受
け
を
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
様
式

第
十
三
号
に
よ
る
届
出
書
一
通
を
公
正
取
引
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。 

２ 

前
項
の
届
出
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。 

一 

（
略
） 

二 

当
該
行
為
に
関
す
る
契
約
書
の
写 

 

三
・
四 

（
略
） 

２ 

前
項
の
届
出
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。 

一 
（
略
） 

二 

当
該
行
為
に
関
す
る
契
約
書
の
写
（
口
頭
の
契
約
で
あ
る
場
合
に

は
、
そ
の
内
容
を
説
明
す
る
文
書
） 

三
・
四 

（
略
） 
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五 
届
出
会
社
の
属
す
る
企
業
結
合
集
団
の
最
終
親
会
社
に
よ
り
作
成

さ
れ
た
有
価
証
券
報
告
書
そ
の
他
当
該
届
出
会
社
が
属
す
る
企
業
結

合
集
団
の
財
産
及
び
損
益
の
状
況
を
示
す
た
め
に
必
要
か
つ
適
当
な

も
の 

 
 

 

（
届
出
受
理
書
の
交
付
等
） 

第
七
条 

公
正
取
引
委
員
会
は
、
第
二
条
の
六
又
は
前
四
条
の
規
定
に
よ

る
届
出
書
を
受
理
し
た
と
き
は
、
届
出
会
社
に
対
し
、
様
式
第
十
三
号

、
様
式
第
十
四
号
、
様
式
第
十
五
号
、
様
式
第
十
六
号
、
様
式
第
十
七

号
又
は
様
式
第
十
八
号
に
よ
る
届
出
受
理
書
を
交
付
す
る
も
の
と
す
る 

 

。 

 

（
法
第
十
五
条
、
第
十
五
条
の
二
及
び
第
十
六
条
関
係
） 

第
七
条 

公
正
取
引
委
員
会
は
、
前
三
条
に
よ
る
届
出
書
を
受
理
し
た
と

き
は
、
届
出
会
社
に
対
し
、
様
式
第
十
四
号
、
様
式
第
十
四
号
の
二
、

様
式
第
十
四
号
の
三
又
は
様
式
第
十
五
号
に
よ
る
届
出
受
理
書
を
交
付

す
る
も
の
と
す
る
。 

２ 

公
正
取
引
委
員
会
は
、
第
二
条
の
六
又
は
前
四
条
の
規
定
に
よ
る
届

出
書
類
の
記
載
事
項
が
欠
け
て
い
る
場
合
は
、
届
出
会
社
に
対
し
、
当

該
届
出
書
類
の
訂
正
を
命
じ
た
う
え
前
項
の
届
出
受
理
書
を
交
付
す
る

こ
と
が
で
き
る
。 

２ 

公
正
取
引
委
員
会
は
、
前
三
条
の
規
定
に
よ
る
届
出
書
類
の
記
載
事

項
が
欠
け
て
い
る
場
合
は
、
届
出
会
社
に
対
し
、
当
該
届
出
書
類
の
訂

正
を
命
じ
た
う
え
前
項
の
届
出
受
理
書
を
交
付
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

３ 

届
出
会
社
は
、
届
出
後
株
式
の
取
得
を
し
た
日
又
は
合
併
、
分
割
、

株
式
移
転
若
し
く
は
事
業
等
の
譲
受
け
の
効
力
が
生
ず
る
日
ま
で
に
届

出
書
類
の
記
載
事
項
に
変
更
が
あ
つ
た
場
合
（
次
項
に
規
定
す
る
場
合

を
除
く
。
）
は
、
遅
滞
な
く
、
様
式
第
十
九
号
、
様
式
第
二
十
号
、
様

式
第
二
十
一
号
、
様
式
第
二
十
二
号
、
様
式
第
二
十
三
号
又
は
様
式
第

二
十
四
号
に
よ
る
変
更
報
告
書
一
通
を
公
正
取
引
委
員
会
に
提
出
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

  

４ 

届
出
会
社
は
、
届
出
後
株
式
の
取
得
を
し
た
日
又
は
合
併
、
分
割
、

株
式
移
転
若
し
く
は
事
業
等
の
譲
受
け
の
効
力
が
生
ず
る
日
ま
で
に
届

出
書
類
の
記
載
事
項
に
重
要
な
変
更
が
あ
つ
た
場
合
は
、
改
め
て
第
二

条
の
六
、
第
五
条
、
第
五
条
の
二
、
第
五
条
の
三
又
は
第
六
条
の
規
定

に
よ
る
届
出
書
類
を
公
正
取
引
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

３ 
届
出
会
社
は
、
届
出
後
合
併
、
分
割
又
は
事
業
等
の
譲
受
け
の
効
力

が
生
ず
る
日
ま
で
に
届
出
書
類
の
記
載
事
項
に
重
要
な
変
更
が
あ
つ
た

場
合
は
、
改
め
て
第
五
条
、
第
五
条
の
二
又
は
第
六
条
の
規
定
に
よ
る

届
出
書
類
を
公
正
取
引
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 
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５ 

届
出
会
社
は
、
株
式
の
取
得
を
し
た
日
又
は
合
併
、
分
割
、
株
式
移

転
若
し
く
は
事
業
等
の
譲
受
け
の
効
力
が
生
じ
た
と
き
は
、
様
式
第
二

十
五
号
、
様
式
第
二
十
六
号
、
様
式
第
二
十
七
号
、
様
式
第
二
十
八
号

、
様
式
第
二
十
九
号
又
は
様
式
第
三
十
号
に
よ
る
完
了
報
告
書
一
通
を

公
正
取
引
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

４ 

届
出
会
社
は
、
合
併
、
分
割
又
は
事
業
等
の
譲
受
け
の
効
力
が
生
じ

た
と
き
は
、
様
式
第
十
六
号
、
様
式
第
十
六
号
の
二
、
様
式
第
十
六
号

の
三
又
は
様
式
第
十
七
号
に
よ
る
報
告
書
一
通
を
公
正
取
引
委
員
会
に

提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 
 

 

（
報
告
等
要
請
書
又
は
報
告
等
受
理
書
の
交
付
） 

第
八
条 

公
正
取
引
委
員
会
は
、
届
出
会
社
に
対
し
、
法
第
十
条
第
九
項

（
法
第
十
五
条
第
三
項
、
法
第
十
五
条
の
二
第
四
項
、
法
第
十
五
条
の

三
第
三
項
及
び
法
第
十
六
条
第
三
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る

場
合
を
含
む
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
規
定
す
る
必
要
な
報
告
、

情
報
又
は
資
料
の
提
出
（
以
下
「
報
告
等
」
と
い
う
。
）
を
求
め
る
と

き
は
、
様
式
第
三
十
一
号
、
様
式
第
三
十
二
号
、
様
式
第
三
十
三
号
、

様
式
第
三
十
四
号
、
様
式
第
三
十
五
号
又
は
様
式
第
三
十
六
号
に
よ
る

報
告
等
要
請
書
を
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

 

第
八
条 

公
正
取
引
委
員
会
は
、
届
出
会
社
に
対
し
、
法
第
十
五
条
第
六

項
（
法
第
十
五
条
の
二
第
七
項
及
び
法
第
十
六
条
第
六
項
に
お
い
て
読

み
替
え
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
規
定

す
る
必
要
な
報
告
、
情
報
又
は
資
料
の
提
出
（
以
下
「
報
告
等
」
と
い

う
。
）
を
求
め
る
と
き
は
、
様
式
第
十
八
号
、
様
式
第
十
八
号
の
二
、

様
式
第
十
八
号
の
三
又
は
様
式
第
十
九
号
に
よ
る
報
告
等
要
請
書
を
交

付
す
る
も
の
と
す
る
。 

 

２ 

公
正
取
引
委
員
会
は
、
届
出
会
社
か
ら
法
第
十
条
第
九
項
に
規
定
す

る
報
告
等
を
受
理
し
た
と
き
は
、
届
出
会
社
に
対
し
、
様
式
第
三
十
七

号
、
様
式
第
三
十
八
号
、
様
式
第
三
十
九
号
、
様
式
第
四
十
号
、
様
式

第
四
十
一
号
又
は
様
式
第
四
十
二
号
に
よ
る
報
告
等
受
理
書
を
交
付
す

る
も
の
と
す
る
。 

２ 

公
正
取
引
委
員
会
は
、
届
出
会
社
か
ら
法
第
十
五
条
第
六
項
に
規
定

す
る
報
告
等
を
受
理
し
た
と
き
は
、
届
出
会
社
に
対
し
、
様
式
第
二
十

号
、
様
式
第
二
十
号
の
二
、
様
式
第
二
十
号
の
三
又
は
様
式
第
二
十
一

号
に
よ
る
報
告
等
受
理
書
を
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。 
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公 正 取 引 委 員 会 殿 

名  称 

代表者の役職 氏名           印 

 

 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第９条第４項の規定により，昭和 28 年公正取引委

員会規則第１号第１条の４第２項に掲げる書類を添え，下記のとおり報告します。 

記 

１  提出会社に関する事項 

担当部署  （ふりがな） 

名    称 

（注１） 

 

 

住    所 

〒 

担 当 者 
 

 

住    所 

 

 

〒 

 

      

事
務
上
の
連
絡
先 

電話番号          ―       ― 

設立年月日       年      月        日       決算の時期                       月 

       総資産（A） 

        （注２）        

所有株式のうちの国内

の子会社(注３)の株式

の帳簿価格（注４）（B）

子会社の株式の総資産に対する

所有比率（注５）（（B）／（Ａ）×100）

 

 

総 資 産 等      

 

                 百万円 

 

             百万円 

 

                          ％ 

       事業分野（注７） 最近１年間の売上額（注８） 備考(注９)現に営む事

業の概要 

 （注６） 
  

                         百万円 

 

 

 

報告の状況 

 （注 10） 

１ 前期分提出 

２ 新規提出 

３ 以前に提出   →   前回提出年月        年        月  

（注）１ 前回の報告書の記載時点後に名称を変更した場合は，旧名称を付記すること。 

   ２ 総資産は，昭和 28 年公正取引委員会規則第 1 号第 1 条の２の規定による額を，百万円未満

を切り捨てて記載すること。 

   ３ 子会社とは，法第９条第５項の規定により子会社として定義されているものをいう。 

 

   ４ 株式の帳簿価格には，合名会社，合資会社又は合同会社である子会社に対する出資金額を含

めること。 

    なお，百万円未満を切り捨てて記載すること。 

   ５ 子会社の株式の総資産に対する所有比率は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１

様式第１号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。） 



 

けたまでを記載すること。 

   ６ 現に営む事業の概要は，提出会社が株式所有以外に事業を営んでいない場合には，記載を要

しない。 

   ７ 事業分野の分類は，日本標準産業分類の小分類（３けた分類）に準拠するものとする。また，

事業分野については，提出会社の属する事業分野のうち，提出会社の最近 1年間の売上額の多

いもの上位３つを記載すること。ただし，当該事業分野における提出会社の最近１年間の売上

額が 600 億円未満である場合又は当該事業分野全体の最近 1 年間の売上額が 6000 億円以下で

ある場合には，記載を要しない。 

   ８ 最近 1年間の売上額は，記載する事業分野における売上額を，百万円未満を切り捨てて記載

すること。 

      ９  備考欄には，記載する事業分野のいずれかにおいて，提出会社の全国における市場占拠率（シ

ェア）が 10％以上である場合又は 10％以上であると推定される場合にレ印を付すること。 

   10 該当する番号を○で囲み，３に該当する場合には前回の提出年月を記載すること。 

 

２  国内の子会社及び実質子会社に関する事項 

    □印のついた欄については，該当する□にレ印を付すること。 

  提出会社が合資会社を子会社又は実質子会社に有する場合には，当該会社については「議決権保有

比率」を「出資比率」と読み替えることとする。 

 (1) 子会社（提出会社の議決権保有比率（子会社が保有している分を含む。以下同じ。）が 50％超

である国内の会社）に関する事項 

 

     子会社名 

     （注 1） 

番

号 

 

 

     総資産 

    （注２） 

 

 議決権 

保有比率 

（注 3） 

 

事業分野 

 （注 4） 

 

最近 1年間の売上額

    （注 5） 

 

 備考 

 (注 6) 

             百万円               百万円  

（注）１ 子会社の記載順は，総資産の大きい順とする。また，前回提出した報告書において子会社と 

    して記載されなかった子会社名の冒頭には，○を付すること。なお，子会社の名称が前回提出

した報告書の記載時点後に変わった場合には，旧名称を付記すること。 

   ２ 総資産は，当該子会社の最終の決算日の時点のものを，百万円未満を切り捨てて記載するこ

と。ただし，当該子会社の総資産が 3000 億円以下である場合には，記載を要しない。 



 

   ３ 議決権保有比率は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまでを記載すること。

なお，保有議決権数は，株主総会において決議をすることができる事項の全部につき議決権を

行使することができない株式についての議決権を除き，会社法第 879 条第３項の規定により議

決権を有するものとみなされる株式についての議決権数及び金銭又は有価証券の信託に係る

株式であって，自己が委託者若しくは受益者となり議決権を行使することができるもの又は議

決権の行使について受託者に指図を行うことができるものに係る議決権数を含めて計算する

こと。 

   ４ 事業分野の分類及び記載方法については，１の注７と同様とする。ただし，当該子会社の最

近１年間の総売上額に占める当該事業分野における最近１年間の売上額の割合が 25％未満で

ある場合には，記載を要しない。 

   ５ 最近 1年間の売上額については，１の注８と同様とする。 

   ６ 備考欄については，１の注９と同様とする。 

 

  (2)  実質子会社（提出会社の議決権保有比率が 25％超 50％以下であり，かつ，提出会社の議決権保

有比率が最も高い（他に同率の株主がいる場合を除く。）国内の会社）の有無 

□ 無 → ３へ 

□ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

 

     実質子会社名 

       （注 1） 

 

        総資産 

       （注 2） 

 

   議決権 

  保有比率 

 

総売上額 

（注 4） 

番

号 

       （注 3）  

                    百万円                    百万円 

（注）１ 実質子会社の記載順は，総資産の大きい順とする。また，前回提出した報告書において実質

子会社として記載されなかった実質子会社名の冒頭には，○を付すること。なお，実質子会社

の名称が前回提出した報告書の記載時点後に変わった場合には，旧名称を付記すること。 

   ２ 総資産については，(1)の注２と同様とする。 

   ３ 議決権保有比率については，(1)の注３と同様とする。 



 

   ４ 総売上額は，当該実質子会社の最終の決算日の時点のものを，百万円未満を切り捨てて記載

すること。ただし，総売上額が 600 億円未満である場合には，記載を要しない。 

 

３ 提出会社グループに関する事項 

 

（１） 提出会社及び子会社の総資産の合計額（注 1） 

 

                 百万円

 

（２） 提出会社，子会社及び実質子会社（これらの会社のうち，銀行業，

保険業又は第一種金融商品取引業を営む会社を除く。）の総資産の合

計額（注２） 

 

 

                 百万円

（注）１ 国内の会社に係るものに限る。 

     なお，計算方法は，以下に掲げる２通りのいずれかとする（採用した計算方法の番号を金額

の冒頭に付するものとする。）。 

    ① 提出会社及び子会社の総資産の合計額 

    ② 提出会社及び子会社の総資産の額について各社の間で投資勘定及び資本勘定並びに債権

及び債務を相殺消去して合計して算出した額 

   ２ 国内の会社に係るものに限る。 

     なお，計算方法は，以下に掲げる２通りのいずれかとする（採用した計算方法の番号を金額

の冒頭に付するものとする。）。 

    ① 提出会社，子会社及び実質子会社（これらの会社のうち，銀行業，保険業又は第一種金融

商品取引業を営む会社を除く。）の総資産の合計額 

    ② 提出会社，子会社及び実質子会社（これらの会社のうち，銀行業，保険業又は第一種金融

商品取引業を営む会社を除く。）の総資産の額について各社の間で投資勘定及び資本勘定並

びに債権及び債務を相殺消去して合計して算出した額 

 

４ その他参考となるべき事項 



 

 
 
 

法第９条第４項の規定による報告書（外国会社） 

平成  年  月  日現在 

平成  年  月  日 

公 正 取 引 委 員 会 殿 

名  称 

代表者の役職 氏名 

（代理人の住所 氏名）           印 

 

 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第９条第４項の規定により，昭和 28 年公正取引委

員会規則第１号第１条の４第２項に掲げる書類を添え，下記のとおり報告します。 

記 

１ 提出会社に関する事項 

日本国内の支店

又は出張所等の

名称及び所在地

〒 

（ふりがな） 

名称及び住所 

(注１) 

 

事務上の連絡先，

電話番号及び担

当者 

〒 

国  籍 設立準拠法 設立年月日 決算の時期 

国 籍 等     

現に営む事業

の概要   

 (注２) 

 

 

                                                                            

総資産（A） 

(注４) 

所有株式のうちの国内の

子会社(注５)の株式の帳

簿価格(注６)（B） 

子会社の株式の総資産に対する

所有比率（注７）（（B）／(A)×100）

総 資 産 等      

(注３)  

(邦貨換算  百万円)

(換算率      )

 

（邦貨換算  百万円）

 

％

      事業分野（注９） 最近１年間の売上額（注 10） 備 考 ( 注

11) 

我が国における

事業の概要 

(注８)  

 

 

                           百万円 

 

 

報告の状況 

（注 12） 

１  前期分提出 

２  新規提出 

３  以前に提出   →  前回提出年月        年      月 

（注）１ 前回の報告書の記載時点後に名称を変更した場合は，旧名称を付記すること。 

   ２ 現に営む事業の概要は，我が国において営んでいない事業も含め，事業内容が分かるように

具体的に記載すること。 

   ３ 換算率は，決算日の為替相場によること。 

 

様式第２号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。） 



 

 
 
 
   ４ 邦貨に換算した額については，百万円未満を切り捨てて記載すること。なお，提出会社単独

の総資産の額を記載し得ないやむを得ない事情がある場合には，提出会社又はその親会社の連

結決算書における総資産をもって代えることができる。この場合には，連結決算書における総

資産であることを注記すること。 

   ５ 子会社とは，法第９条第５項の規定により会社の子会社として定義されているものをいう。 

 

   ６ 株式の帳簿価格には，合名会社，合資会社又は合同会社である子会社に対する出資金額を含

めること。なお，邦貨に換算した額については，百万円未満を切り捨てて記載すること。 

   ７ 子会社の株式の総資産に対する所有比率は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１

けたまでを記載すること。 

   ８ 我が国における事業の概要は，提出会社が我が国において事業を営んでいない場合には，記

載を要しない。 

   ９ 事業分野の分類は，日本標準産業分類の小分類（３けた分類）に準拠するものとする。また，

事業分野については，提出会社の属する事業分野のうち，提出会社の最近１年間の売上額が多

いもの上位３つを記載すること。ただし，当該事業分野における提出会社の最近１年間の売上

額が 600 億円未満である場合又は当該事業分野全体の最近１年間の売上額が 6000 億円以下で

ある場合には，記載を要しない。 

   10 最近 1年間の売上額は，記載する事業分野における売上額を，百万円未満を切り捨てて記載

すること。 

   11  備考欄には，記載する事業分野のいずれかにおいて，提出会社の全国における市場占拠率（シ

ェア）が 10％以上である場合又は 10％以上であると推定される場合にレ印を付すること。 

      12 該当する番号を○で囲み，３に該当する場合には前回の提出年月を記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 
 
２  国内の子会社及び実質子会社に関する事項 

    □印のついた欄については，該当する□にレ印を付すること。 

  提出会社が合資会社を子会社又は実質子会社に有する場合には，当該会社については「議決権保有

比率」を「出資比率」と読み替えることとする。 

 (1) 子会社（提出会社の議決権保有比率（子会社が保有している分を含む。以下同じ。）が 50％超

である国内の会社）に関する事項 

 

子会社名 

（注 1） 

番

号 

 

 

総資産 

（注２） 

 

 議決権 

保有比率 

（注 3） 

 

事業分野 

 （注 4） 

 

最近１年間の売上高

（注 5） 

 

備考 

(注 6)

             百万円                百万円  

（注）１ 子会社の記載順は，総資産の大きい順とする。また，前回提出した報告書において子会社と

して記載されなかった子会社名の冒頭には，○を付すること。なお，子会社の名称が前回提出

した報告書の記載時点後に変わった場合には，旧名称を付記すること。 

   ２ 総資産は，当該子会社の最終の決算日の時点のものを，百万円未満を切り捨てて記載するこ

と。ただし，当該子会社の総資産が 3000 億円以下である場合には，記載を要しない。 

   ３ 議決権保有比率は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまでを記載すること。

なお，保有議決権数は，株主総会において決議をすることができる事項の全部につき議決権を

行使することができない株式についての議決権を除き，会社法第 879 条第３項の規定により議

決権を有するものとみなされる株式についての議決権数及び金銭又は有価証券の信託に係る

株式であって，自己が委託者若しくは受益者となり議決権を行使することができるもの又は議

決権の行使について受託者に指図を行うことができるものに係る議決権数を含めて計算する

こと。 

   ４ 事業分野の分類及び記載方法については，１の注９と同様とする。ただし，当該子会社の最

近１年間の総売上額に占める当該事業分野における最近１年間の売上額の割合が 25％未満で

ある場合には，記載を要しない。 

   ５ 最近 1年間の売上額については，１の注 10 と同様とする。 

   ６ 備考欄については，1の注 11 と同様とする。 

 

 



 

 
 
 
 (2)  実質子会社（提出会社の議決権保有比率が 25％超 50％以下であり，かつ，提出会社の議決権保

有比率が最も高い（他に同率の株主がいる場合を除く。）国内の会社）の有無 

□ 無 → ３へ 

□ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

 

実質子会社名 

（注 1） 

 

総資産 

（注 2） 

 

議決権 

保有比率 

 

総売上額 

（注４） 

番

号 

     （注 3）  

                    百万円                    百万円 

（注）１ 実質子会社の記載順は，総資産の大きい順とする。また，前回提出した報告書において実質

子会社として記載されなかった実質子会社名の冒頭には，○を付すること。なお，実質子会社

の名称が前回提出した報告書の記載時点後に変わった場合には，旧名称を付記すること。 

   ２ 総資産については，(1)の注２と同様とする。 

   ３ 議決権保有比率については，(1)の注３と同様とする。 

   ４ 総売上額は，当該実質子会社の最終の決算日の時点のものを，百万円未満を切り捨てて記載

すること。ただし，総売上額が 600 億円未満である場合には，記載を要しない。 

 

３ 提出会社グループに関する事項 

 

（１） 提出会社及び子会社の総資産の合計額（注１） 

 

 

百万円

 

（２） 提出会社，子会社及び実質子会社（これらの会社のうち，銀行業，

保険業又は第一種金融商品取引業を営む会社を除く。）の総資産の合

計額（注２） 

 

 

百万円

（注）１ 国内の会社に係るものに限る。 

     なお，計算方法は，以下に掲げる２通りのいずれかとする（採用した計算方法の番号を金額

の冒頭に付するものとする。）。 

    ① 提出会社及び子会社の総資産の合計額 

    ② 提出会社及び子会社の総資産の額について各社の間で投資勘定及び資本勘定並びに債権



 

 
 
 

及び債務を相殺消去して合計して算出した額 

   ２ 国内の会社に係るものに限る。 

     なお，計算方法は，以下に掲げる２通りのいずれかとする（採用した計算方法の番号を金額

の冒頭に付するものとする。）。 

    ① 提出会社，子会社及び実質子会社（これらの会社のうち，銀行業，保険業又は第一種金融

商品取引業を営む会社を除く。）の総資産の合計額 

    ② 提出会社，子会社及び実質子会社（これらの会社のうち，銀行業，保険業又は第一種金融

商品取引業を営む会社を除く。）の総資産の額について各社の間で投資勘定及び資本勘定並

びに債権及び債務を相殺消去して合計して算出した額 

 

４ その他参考となるべき事項 



 

法第９条第７項の規定による届出書 

平成  年  月  日 

公 正 取 引 委 員 会 殿 

名  称 

代表者の役職 氏名         印 

 

 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第９条第７項の規定により，昭和 28 年公正取引委

員会規則第１号第１条の５第２項に掲げる書類を添え，下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

１ 届出会社に関する事項 

担当部署  （ふりがな） 

名    称 

   

 

 

住    所

〒 

担 当 者
 

 

住    所 

 

 

〒 

 

      

事
務
上
の
連
絡
先 

電話番号          ―       ― 

設立年月日       年      月        日       決算の時期                       月 

総資産(A) 

（注１） 

所有株式のうちの国内

の子会社(注２)の株式

の帳簿価格(注３)（B）

子会社の株式の総資産

に対する所有比率（注

４）（（B）／（Ａ）×100） 

事業分野 

（注５） 

 

総 資 産 等      

百万円 百万円 ％

（注）１ 総資産は，昭和 28 年公正取引委員会規則第 1 号第 1 条の２の規定による額を，百万円未満

を切り捨てて記載すること。 

   ２ 子会社とは，法第９条第５項の規定により子会社として定義されているものをいう。 

 

   ３ 株式の帳簿価額には，合名会社，合資会社又は合同会社である子会社に対する出資金額を含

めること。なお，百万円未満を切り捨てて記載すること。 

   ４ 子会社の株式の総資産に対する所有比率は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１

けたまでを記載すること。 

   ５ 事業分野の分類は，日本標準産業分類の小分類（３けた分類）に準拠するものとする。また，

事業分野については，提出会社の属する事業分野のうち，提出会社の定款上最も重要と考えら

れるものを記載すること。ただし，提出会社が，株式所有以外に事業を営んでいない場合若し

くは定款上株式所有以外に事業を営むことを予定していない場合又は当該事業分野全体の最

近 1年間の売上額が 6000 億円以下である場合には，記載を要しない。 

様式第３号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。） 



 

２  国内の子会社及び実質子会社に関する事項 

    □印のついた欄については，該当する□にレ印を付すること。 

  提出会社が合資会社を子会社又は実質子会社に有する場合には，当該会社については「議決権保有

比率」を「出資比率」と読み替えることとする。 

 (1) 子会社（提出会社の議決権保有比率（子会社が保有している分を含む。以下同じ。）が 50％超

である国内の会社）に関する事項 

 

子会社名 

（注１） 

番

号 

 

 

総資産 

（注２） 

 

議決権 

保有比率

（注３） 

 

 事業分野 

 （注４） 

 

最近１年間の売上高

（注５） 

 

備考 

(注６) 

             百万円               百万円  

（注）１ 子会社の記載順は，総資産の大きい順とする。 

   ２ 総資産は，当該子会社の最終の決算日の時点のものを，百万円未満を切り捨てて記載するこ

と。ただし，当該子会社の総資産が 3000 億円以下である場合には，記載を要しない。 

   ３ 議決権保有比率は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまでを記載すること。

なお，保有議決権数は，株主総会において決議をすることができる事項の全部につき議決権を

行使することができない株式についての議決権を除き，会社法第 879 条第３項の規定により議

決権を有するものとみなされる株式についての議決権数及び金銭又は有価証券の信託に係る

株式であって，自己が委託者若しくは受益者となり議決権を行使することができるもの又は議

決権の行使について受託者に指図を行うことができるものに係る議決権数を含めて計算する

こと。 

   ４ 事業分野の分類は，日本標準産業分類の小分類（３けた分類）に準拠するものとする。また，

事業分野については，当該子会社の属する事業分野のうち，当該子会社の最近１年間の売上額

が最も多いもの（未営業の場合には，定款上最も重要と考えられるもの）を記載すること。た

だし，当該事業分野における当該子会社の最近１年間の売上額が 600 億円未満である場合又は

当該事業分野全体の最近１年間の売上額が 6000 億円以下である場合には，記載を要しない。

また，当該子会社の最近１年間の総売上額に占める当該事業分野における最近１年間の売上額

の割合が 25％未満である場合には，記載を要しない。 



 

   ５ 最近 1年間の売上額は，記載する事業分野における売上額を，百万円未満を切り捨てて記載

すること。 

      ６  備考欄には，記載する事業分野において，当該子会社の全国における市場占拠率（シェア）

が 10％以上である場合又は 10％以上であると推定される場合にレ印を付すること。 

 

 (2)  実質子会社（提出会社の議決権保有比率が 25％超 50％以下であり，かつ，提出会社の議決権保

有比率が最も高い（他に同率の株主がいる場合を除く。）国内の会社）の有無 

□ 無 → 記載不要 

□ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

 

実質子会社名 

（注１） 

 

総資産 

（注２） 

 

議決権 

保有比率 

 

総売上額 

（注４） 

番

号 

       （注３）         

                    百万円                    百万円 

（注）１ 実質子会社の記載順は，総資産の大きい順とする。 

   ２ 総資産については，(1)の注２と同様とする。 

   ３ 議決権保有比率については，(1)の注３と同様とする。 

   ４ 総売上額は，当該実質子会社の最終の決算日の時点のものを，百万円未満を切り捨てて記載

すること。ただし，総売上額が 600 億円未満である場合には，記載を要しない。なお，未営業

の場合は，その旨を記載すること。 



 

様式第４号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ4とする。） 

 

法第 10 条第２項の規定による株式取得に関する計画届出書 

 

平成  年  月  日 

公 正 取 引 委 員 会 殿 

 名  称 

 代表者の役職 氏名               

（代理人の住所 氏名）            印 

 

 

 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第 10 条第２項の規定により，昭和 28 年公正取引委

員会規則第１号第２条の６第２項に掲げる書類を添え，下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

１ 届出の概要 

(1) 届出会社に関する事項の概要 

（ふりがな） 

名   称 
 

 
担当部署 

 

 
（国 籍） （             ）

設立準拠法 
 

 

 

所 在 地 

〒 

 

 

担 当 者 
 

 国内売上高合計額 

百万円

 

 

（    年  月期末現在） 

事
務
上
の
連
絡
先 

電話番号 －    － 

 

(2) 届出の対象となる株式発行会社に関する事項の概要 

（ふりがな） 

名   称 
 

 
（国 籍） （             ）

議決権保有割合の

変動予定内容 
   ％ →    ％

株式発行会社及びそ

の子会社の国内売上

高の合計額 

百万円

（    年  月期末現在） 

上記変動の予定日

    年  月  日

 

 (3) 株式取得の目的・理由・経緯・方法 

 

 

 

 

 

 

 



 

２ 届出会社の概要 

(1) 届出会社に関する事項 

（ふりがな） 

名   称 
 

 

（国 籍） （           ） 

 

資 本 金 

 

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

所 在 地 

〒 

 

 

 

総 資 産 

 

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

日本国内に支店その他

営業所がある場合の名

称及び所在地 

〒 

 

 

 

売 上 高 

 

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

主たる事業 
 

 

その他の事業 
 

 

常時使用する 

従業員数 人 
決算の時期 

月
設立年月日 

年  月  日

取引所金融商品市場

等への上場の有無 

□ 上 場 → 金融商品市場名      【             】

【             】

□ 非上場 

 

(2) 届出会社の属する企業結合集団の概要 

ア 最終親会社の概要（届出会社が最終親会社である場合はイから記載すること。） 

（ふりがな） 

名   称 
 

 
（国 籍） （           ） 

設立準拠法  

資 本 金 百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

所 在 地 

〒 

 

 

総 資 産 
百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

日本国内に支店その他

営業所がある場合の名

称及び所在地 

〒 

 

 

売 上 高 
百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

主たる事業 
届出会社 

との関係 

株式発行会社

との関係 

その他の事業 
 

 
設立年月日 

年  月  日

常時使用する 

従業員数 人
決算の時期 

月

取引所金融商品市場

等への上場の有無 

□ 上 場 → 金融商品市場名      【             】

【             】

□ 非上場 

 



 

イ 最終親会社の子会社（届出会社を除く。）の有無（国内売上高が 30 億円を超えるものに限る。） 

□ 無 

   □ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

   (ｱ) 国内の会社 

（ふりがな） 

名  称 
主たる事業 

主たる 

事業地域 
総資産 国内売上高

議決権 

保有割合

届出会社 

との関係 

株式発行会社

との関係 

 

 

 

  百万円 百万円 ％   

 

   (ｲ) 外国会社 

（ふりがな） 

名  称 
主たる事業 

主たる 

事業地域 
総資産 国内売上高

議決権 

保有割合

届出会社 

との関係 

株式発行会社

との関係 

 

 

 

  百万円

（現地通貨 ）

百万円

（現地通貨 ）

％   

 

(3) 届出会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する株式に係る議決権の数を合計した数

の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20を超える会社（届出会社及び(2)イに該当するも

のを除く。）の有無（国内売上高が 30 億円を超えるものに限る。） 

□ 無 

  □ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

  ア 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権 

保有割合

届出会社 

との関係 

株式発行会社

との関係 

 

 

 

 ％   

 

  イ 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権 

保有割合

届出会社 

との関係 

株式発行会社

との関係 

 

 

 

 ％   

 

(4) 届出会社の総株主の議決権の 100 分の 10 を超える議決権を保有する株主（最終親会社，(2)イ及

び(3)に該当するものを除く。）の有無 

  □ 無 

□ 有 → 当該株主に関する次の事項を記載すること。 
（ふりがな） 

氏名又は名称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権 

保有割合

届出会社 

との関係 

株式発行会社

との関係 

 

 

 

 ％   

 



 

(5) 届出会社が保有する株式に係る議決権の数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 10 を

超える会社（(2)イ及び(3)に該当するものを除く。）の有無（国内売上高が 30 億円を超えるものに

限る。） 

□ 無 

□ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。  

ア 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権 

保有割合

届出会社 

との関係 

株式発行会社

との関係 

 

 

 

 ％   

 

イ 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権 

保有割合

届出会社 

との関係 

株式発行会社

との関係 

 

 

 

 ％   

 

(6) 届出会社の商品又は役務の種類別の年間事業実績等（日本国内における事業に限る。） 

年間事業実績（    年  月期） 商品又は役務 

の種類 生産数量 販売数量 販売金額 

総販売額に 

占める割合 
事業地域 

 

 

 

   ％  

 （計）    百万円 100.0％  



 

３ 今回の届出の対象となる株式発行会社に関する事項 

(1) 株式発行会社の概要 

（ふりがな） 

名   称 
 

 

（国 籍） （           ） 

 

資 本 金 

 

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

設立準拠法  

設立年月日 
年  月  日

 

総 資 産 

 

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

所 在 地 

〒 

 

 

売 上 高 

 

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

株式取得後の 

議決権保有割合
株主順位 

届出会社 

との関係 
日本国内に支店その他

営業所がある場合の名

称及び所在地 

〒 

 

 ％

（  ％）

位

（  位）

過去の主な議決権保有割合の変動の状況 

主たる事業 

 

 

 
年  月

年  月

    ％ →    ％

    ％ →    ％

株式取得後の役員兼任の状況 その他の事業 

 

 

 兼任役員数 株式発行会社の役員の総数

常時使用する 

従業員数 人

人 

（      人） 人

取引所金融商品市場

等への上場の有無 

□ 上 場 → 金融商品市場名      【              】

【              】

□ 非上場 

 

(2) 株式発行会社が共同出資会社に該当するか否か 

□ 該当しない 

□ 該当する → 次の事項を記載すること。 
（ふりがな） 

出資者の名称 
出資者の 

議決権保有割合
出資者の事業種目 

共同出資会社を通じた 

出資者との関係 

 

 

 

％   

 

(3) 株式発行会社の子会社の有無（国内売上高が 30 億円を超えるものに限る。） 

□ 無 

□ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

  ア 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 総資産 国内売上高

議決権 

保有割合

 

 

 

 百万円 百万円 ％

 

 

 

 



 

  イ 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 総資産 国内売上高

議決権 

保有割合

 

 

 

 百万円

（現地通貨 ）

百万円

（現地通貨 ）

％

 

(4) 株式発行会社の商品又は役務の種類別の年間事業実績等（日本国内における事業に限る。） 

年間事業実績（    年  月期） 商品又は役務 

の種類 生産数量 販売数量 販売金額 

総販売額に 

占める割合 
事業地域 

 

 

 

   ％  

 （計） 百万円 100.0％  

 

(5) 届出会社と株式発行会社との間で共通又は相互に関連する仕入材料及び提供を受けている役務

の有無（日本国内の市場におけるものに限る。） 

  □ 無 

  □ 有 → 当該仕入材料及び提供を受けている役務に関する次の事項を記載すること。 

最近１年間の仕入額又は対価 仕入種目又は役務

の種類 届出会社 株式発行会社 

主たる仕入地域又は 

提供を受けている地域 
備  考 

 

 

 

百万円 

 

百万円   

 

 

 

百万円 

 

百万円   

 

 

 

百万円 

 

百万円   

 



 

４ 届出会社及び株式発行会社の国内の市場における地位 

(1) 届出会社の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等が保有する株

式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20 を超える会社

を含む。）並びに株式発行会社及びその子会社の間で，国内の同一の事業地域内で同一の商品又は

役務について競合する場合 

  商品又は役務の種類【         】 事業地域【         】 
同業者の中にお

いて占める地位 名  称 市場占拠率 第１位との格差 備  考 

第 １ 位  ％ －  

第 ２ 位  ％   

第 ３ 位  ％   

第  位  ％   

第  位 株式取得後の地位及び市場占拠率 ％   

全業者数                      社 

市場占拠率等の算出の根拠となった資料等 【                      】 

 

  商品又は役務の種類【         】 事業地域【         】 
同業者の中にお

いて占める地位 名  称 市場占拠率 第１位との格差 備  考 

第 １ 位  ％ －  

第 ２ 位  ％   

第 ３ 位  ％   

第  位  ％   

第  位 株式取得後の地位及び市場占拠率 ％   

全業者数                      社 

市場占拠率等の算出の根拠となった資料等 【                      】 

 

(2) 届出会社の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等が保有する株

式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20 を超える会社

を含む。）並びに株式発行会社及びその子会社の間で，国内の同一の事業地域内か否かにかかわら

ず同一の商品若しくは役務について競合しない場合又は異なる事業地域において同一の商品若し

くは役務を供給している場合 

ア 届出会社の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等が保有する

株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20 を超える

会社を含む。） 

   商品又は役務の種類【         】 事業地域【         】 
同業者の中にお

いて占める地位 名  称 市場占拠率 第１位との格差 備  考 

第 １ 位  ％ －  

第 ２ 位  ％   

第 ３ 位  ％   

第  位  ％   

全業者数                      社 

市場占拠率等の算出の根拠となった資料等 【                      】 

 



 

イ 株式発行会社及びその子会社 

   商品又は役務の種類【         】 事業地域【         】 
同業者の中にお

いて占める地位 名  称 市場占拠率 第１位との格差 備  考 

第 １ 位  ％ －  

第 ２ 位  ％   

第 ３ 位  ％   

第  位  ％   

全業者数                      社 

市場占拠率等の算出の根拠となった資料等 【                      】 

 

５ 株式取得に関する計画として採ることとする措置の内容及びその期限 

採ることとする措置の具体的内容 採ることとする措置の履行期限

 

 

 

 

 

年  月  日

 

６ その他参考となるべき事項 

様式の項目 事   項 

  

 

 

 

 



 

記載上の注意事項（下記の項目の番号は，様式の項目番号による。） 

 

１ 届出の概要 

(1) 届出会社に関する事項の概要 

ア 最近５年以内に名称を変更した場合は，旧名称を付記すること。 

イ 届出会社が外国会社である場合は，名称の欄の（ ）内に，国籍を付記すること。 

ウ 国内売上高合計額とは，法第 10条第２項に規定する国内売上高合計額をいう。 

エ 国内売上高合計額については，百万円未満を切り捨てること。 

オ 国内売上高を算出する際には，売上高を期中平均相場等決算時の処理において用いる為替相場で邦

貨換算すること。その際に用いた為替相場の算出方法を「６ その他参考となるべき事項」の欄に記

載すること。 

(2) 届出の対象となる株式発行会社に関する事項の概要 

ア 株式発行会社が外国会社である場合は，名称の欄の（ ）内に，国籍を付記すること。 

イ 株式発行会社及びその子会社の国内売上高の合計額とは，法第 10 条第２項に規定する株式発行会社

の国内売上高及び当該株式発行会社の子会社の国内売上高を合計した額をいう。 

ウ 株式発行会社及びその子会社の国内売上高の合計額については，百万円未満を切り捨てること。 

エ 株式発行会社又はその子会社が外国会社である場合，国内売上高を算出する際には，期中平均相場

等決算時の処理において用いる為替相場で邦貨換算すること。その際に用いた為替相場の算出方法を

「６ その他参考となるべき事項」の欄に記載すること。 

オ 子会社とは，法第 10条第６項に規定する子会社をいう。 

カ 議決権保有割合とは，届出会社の属する企業結合集団に属する会社等が取得し，又は所有する（以

下この記載上の注意事項において「保有する」という。）株式発行会社の株式に係る議決権の数を合計

した数の当該株式発行会社の総株主の議決権の数に占める割合をいう。 

キ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

 (3) 株式取得の目的・理由・経緯・方法 

株式取得の方法については，株式の取得先の名称，取得する株式の数及び取得のために用いる方法等

を具体的に記載すること。 

 

２ 届出会社の概要 

(1) 届出会社に関する事項 

ア 届出会社が国内の会社である場合は，国籍，日本国内に支店その他営業所がある場合の名称及び所

在地並びに現地通貨については，記載を要しない。 

イ 届出会社が外国会社である場合は，名称の欄の（ ）内に，国籍を付記すること。 

ウ 資本金は，最終の貸借対照表による資本金の金額を記載すること。 

エ 総資産は，最終の貸借対照表による総資産の金額を記載すること。 

オ 売上高は，最終の貸借対照表と共に作成した損益計算書による売上高の金額を記載すること。 

カ 資本金，総資産及び売上高については，百万円未満を切り捨てること。 

キ 届出会社が外国会社である場合，資本金，総資産及び売上高については，期中平均相場等決算時の

処理において用いる為替相場で邦貨換算すること。その際に用いた為替相場の算出方法を「６ その

他参考となるべき事項」の欄に記載すること。総資産は，その外国会社単独の総資産を記載すること。

ただし，やむを得ない事情がある場合は，連結決算書による総資産をもって代えることができる。こ

の場合は，連結決算書による総資産であることを「６ その他参考となるべき事項」の欄に記載する

こと。 

ク 主たる事業は，国内において最も売上額の多い事業を記載すること。その他の事業は，主たる事業

以外の事業を売上額の多い順に記載すること。 

ケ 「常時使用する従業員」とは，事業主又は法人と雇用関係にある者であって，その雇用契約の内容

に常雇する旨が積極ないし消極に示されている者をいい，事業主及び法人の役員若しくは臨時の従業

員（労働基準法（昭和 22年法律第 49 号）第 21条に定める「解雇の予告を必要としない者」をいう。）

はこれに含まない。 

コ 「取引所金融商品市場等への上場の有無」については，該当する□にレ印を付し，届出会社がその

株式を金融商品取引法（昭和 23 年法律第 25号）第２条第 17項に規定する取引所金融商品市場若しく



 

は同条第８項第３号ロに規定する外国金融商品市場又は同法第 67 条第２項に規定する店頭売買有価

証券市場若しくはこれに類似する市場で外国に所在するもの（以下「取引所金融商品市場等」という。）

に上場している場合は，取引所金融商品市場等の名称及び取引所金融商品市場等を開設する者の名称

を記載すること。複数の取引所金融商品市場等に上場している場合は，そのすべてを記載すること。 

(2) 届出会社の属する企業結合集団の概要 

ア 最終親会社とは，届出会社の親会社であって他の会社の子会社でないものをいい，届出会社に親会

社がない場合は，当該届出会社をいう。 

イ 子会社については，１(2)に同じ。 

ウ 最終親会社が国内の会社である場合は，国籍，日本国内に支店その他営業所がある場合の名称及び

所在地並びに現地通貨については，記載を要しない。 

エ 最終親会社が外国会社である場合は，名称の欄の（ ）内に，国籍を付記すること。 

オ 資本金，総資産，売上高，主たる事業，その他の事業，常時使用する従業員数及び取引所金融商品

市場等への上場の有無については，(1)に準じて記載すること。 

カ 届出会社との関係は，以下の選択肢の中から該当する記号を選択し，記載すること。複数の選択肢

に該当する場合は，そのすべてを記載すること。 

Ａ 当該会社と届出会社は，同種の商品又は役務を供給している（取引段階を異にする場合を除く。）。 

Ｂ 当該会社は，届出会社から商品又は役務の供給を受けている。 

Ｃ 当該会社は，届出会社に商品又は役務を供給している。 

Ｄ 当該会社と届出会社は，同種の商品又は役務を異なる市場に供給している。 

Ｅ 当該会社と届出会社は，関連性のある異種の商品又は役務を供給している。 

Ｆ ＡからＥまでのいずれにも該当しない。 

キ 株式発行会社との関係は，以下の選択肢の中から該当する記号を選択し，記載すること。複数の選

択肢に該当する場合は，そのすべてを記載すること。 

Ａ 当該会社と株式発行会社は，同種の商品又は役務を供給している（取引段階を異にする場合を除

く。）。 

Ｂ 当該会社は，株式発行会社から商品又は役務の供給を受けている。 

Ｃ 当該会社は，株式発行会社に商品又は役務を供給している。 

Ｄ 当該会社と株式発行会社は，同種の商品又は役務を異なる市場に供給している。 

Ｅ 当該会社と株式発行会社は，関連性のある異種の商品又は役務を供給している。 

Ｆ ＡからＥまでのいずれにも該当しない。 

ク 最終親会社の子会社の有無については，該当する□にレ印を付すこと。 

ケ 主たる事業地域は，主たる事業について記載すること。 

コ 国内売上高については，法第 10条第２項に規定する国内売上高を記載すること。 

  なお，国内売上高の欄には，国内売上高に代えて，売上高を記載することができる。売上高を記載

した場合には，記載した売上高の金額に下線を付すこと。 

サ 議決権保有割合とは，届出会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する届出会社の最終親

会社の子会社の株式に係る議決権の数を合計した数の当該子会社の総株主の議決権の数に占める割合

をいう。 

シ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

ス 会社の記載は，議決権保有割合の多い順とする。 

(3) 届出会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する株式に係る議決権の数を合計した数の総株

主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20を超える会社（届出会社及び(2)イに該当するものを除く。）

の有無（国内売上高が 30億円を超えるものに限る。） 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 主たる事業については，(1)に準じて記載すること。 

ウ 主たる事業地域，届出会社との関係，株式発行会社との関係及び会社の記載順については，(2)に準

じて記載すること。 

エ 議決権保有割合とは，届出会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する会社の株式に係る

議決権の数を合計した数の当該会社の総株主の議決権の数に占める割合をいう。 

オ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

(4) 届出会社の総株主の議決権の 100 分の 10 を超える議決権を保有する株主（最終親会社，(2)イ及び(3)



 

に該当するものを除く。）の有無 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 株主が外国会社である場合は，氏名又は名称の欄にその国籍を付記すること。 

ウ 主たる事業については，(1)に準じて記載すること。 

エ 主たる事業地域，届出会社との関係及び株式発行会社との関係については，(2)に準じて記載するこ

と。 

オ 議決権保有割合とは，届出会社の株主が保有する当該届出会社の株式に係る議決権の数の当該届出

会社の総株主の議決権の数に占める割合をいう。 

カ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

キ 株主の記載は，議決権保有割合の多い順とする。 

(5) 届出会社が保有する株式に係る議決権の数の総株主の議決権の数に占める割合が100分の10を超える

会社（(2)イ及び(3)に該当するものを除く。）の有無（国内売上高が 30 億円を超えるものに限る。） 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 主たる事業については，(1)に準じて記載すること。 

ウ 主たる事業地域，届出会社との関係，株式発行会社との関係及び会社の記載順については，(2)に準

じて記載すること。 

エ 議決権保有割合とは，届出会社が保有する会社の株式に係る議決権の数の当該会社の総株主の議決

権の数に占める割合をいう。 

オ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

(6) 届出会社の商品又は役務の種類別の年間事業実績等（日本国内における事業に限る。） 

ア 商品又は役務の種類は，日本標準産業分類に掲げる大分類Ｆ-製造業に係るものについては，工業統

計調査規則（昭和 26 年通商産業省令第 81 号）に基づく工業統計調査用産業分類の６けたの分類に準

拠するものとし，その他の事業に係るものについては，日本標準産業分類の細分類（４けた分類）に

準拠するものとする。 

イ 総販売額に占める割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

ウ 事業地域については，商品又は役務の種類別に事業の実態に即して，その範囲を具体的に記載する

こと。 

 

３ 今回の届出の対象となる株式発行会社に関する事項 

(1) 株式発行会社の概要 

ア 株式発行会社が国内の会社である場合は，国籍，日本国内に支店その他営業所がある場合の名称及

び所在地並びに現地通貨については，記載を要しない。 

イ 株式発行会社が外国会社である場合は，名称の欄の（ ）内に，国籍を付記すること。 

ウ 資本金，総資産，売上高，主たる事業，その他の事業，常時使用する従業員数及び取引所金融商品

市場等への上場の有無については，２(1)に準じて記載すること。 

エ 兼任役員数とは，届出会社の属する企業結合集団に属する会社等の役員又は従業員で株式発行会社

の役員を兼任する者の数をいう。（ ）内には，兼任役員数のうち届出会社の役員又は従業員で株式発

行会社の役員を兼任する者の数を記載すること。 

オ 議決権保有割合とは，届出会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する株式発行会社の株

式に係る議決権の数を合計した数の当該株式発行会社の総株主の議決権の数に占める割合をいう。

（ ）内には，届出会社が保有する株式発行会社の株式に係る議決権の数の当該株式発行会社の総株

主の議決権の数に占める割合を記載すること。 

カ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

キ 株主順位は，議決権保有割合の順位を記載すること。（ ）内には，届出会社の議決権保有割合の順

位を記載すること。４位以下の場合は，「４位以下」と記載することができる。 

ク 届出会社との関係については，２(2)に準じて記載すること。 

ケ 過去の主な議決権保有割合の変動の状況については，届出要件発生日までの議決権保有割合の変動

状況の主なものを，その時期も含めて記載すること。 

(2) 株式発行会社が共同出資会社に該当するか否か 

ア 共同出資会社とは，２以上の会社が，共通の利益のために必要な事業を遂行させることを目的とし

て，契約等により，共同で設立し，又は取得した会社をいう。 



 

イ 該当する□にレ印を付すこと。 

ウ 議決権保有割合とは，出資者の保有する共同出資会社の株式に係る議決権の数の当該共同出資会社

の総株主の議決権の数に占める割合をいう。 

エ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

オ 出資者の名称は，議決権保有割合の高い順に記載し，出資者が外国会社である場合は，国籍を付記

すること。なお，６位以下の者の記載は省略することができる。 

カ 共同出資会社を通じた出資者との関係は，それぞれの出資者との関係について，以下の選択肢の中

から該当する記号を選択し，記載すること。複数の選択肢に該当する場合は，そのすべてを記載する

こと。 

Ａ ともに共同出資会社が生産した同種の商品又は役務の供給を受けている。 

Ｂ ともに第三者が生産した同種の商品又は役務の供給を受けている。 

Ｃ ともに同種の商品又は役務を共同出資会社を通じて第三者に販売している。 

Ｄ ＡからＣまでのいずれにも該当しない。 

(3) 株式発行会社の子会社の有無（国内売上高が 30億円を超えるものに限る。） 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 子会社については，１(2)に同じ。 

ウ 主たる事業及び総資産については，２(1)に準じて記載すること。 

エ 主たる事業地域，国内売上高及び会社の記載順については，２(2)に準じて記載すること。 

オ 議決権保有割合とは，株式発行会社及びその子会社（当該子会社以外の当該株式発行会社の子会社

をいう。）が保有する当該子会社の株式に係る議決権の数を合計した数の当該子会社の総株主の議決権

の数に占める割合をいう。 

カ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

(4) 株式発行会社の商品又は役務の種類別の年間事業実績等（日本国内における事業に限る。） 

２(6)に準じて記載すること。 

(5) 届出会社と株式発行会社との間で共通又は相互に関連する仕入材料及び提供を受けている役務の有無

（日本国内の市場におけるものに限る。） 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 仕入材料及び提供を受けている役務の種類が多数ある場合は，仕入額又は対価が多いもの（総仕入

額若しくは対価の合計に占める割合が10％以上のもの又は同業者の中において占める地位が第３位以

内のもの若しくは市場占拠率が 10％以上のもの）等主要なものについて比較して記載すること。 

 

４ 届出会社及び株式発行会社の国内の市場における地位 

ア 最終親会社については，２(2)に同じ。 

イ 子会社については，１(2)に同じ。 

ウ 供給する商品又は役務の種類が多数ある場合は，販売金額が多いもの（総販売金額に占める割合が

10％以上のもの又は同業者の中において占める地位が第３位以内のもの若しくは市場占拠率が10％以

上のもの）等主要なものについて比較して記載すること。 

エ 名称欄には，届出会社の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等が

保有する株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が100分の20を超え

る会社を含む。）を「届出会社等」と，株式発行会社及びその子会社を「株式発行会社等」とまとめて

記載し，主要な同業者についてはその名称を記載すること。 

オ 主要な同業者（名称欄で記載した「届出会社等」及び「株式発行会社等」に含まれる会社を除く。）

については，原則として第３位まで記載すること。また，項目(1)では，名称欄で記載した「届出会社

等」及び「株式発行会社等」に含まれる会社については，順位に関係なく記載すること。 

カ 市場占拠率については，推定により記載した場合は，「推定」と付記すること。 

キ 順位については，10 位以下の場合は，「10 位以下」と記載することができる。この場合は，同業者

の名称及び市場占拠率の記載を省略することができる。 

ク 備考欄には，名称欄で記載した「届出会社等」及び「株式発行会社等」に含まれる会社の名称と当

該会社の市場占拠率を内訳として記載すること。 

 

５ 株式取得に関する計画として採ることとする措置の内容及びその期限 



 

  株式取得の計画に当たり，特段の措置を採る場合は，その具体的内容及びその履行期限を記載すること。

複数の措置を採り履行期限が異なる場合は措置ごとに履行期限を記載すること。 



 

様式第５号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ4とする。） 

 

法第 10 条第５項の規定により適用される同条第２項の規定による株式取得に関する計画届出書 

 

平成  年  月  日 

公 正 取 引 委 員 会 殿 

名  称 

代表者の役職 氏名               

（代理人の住所 氏名）            印 

 

 

 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第 10 条第５項の規定により適用される同条第２項

の規定により，昭和 28 年公正取引委員会規則第１号第２条の６第２項に掲げる書類を添え，下記のと

おり届け出ます。 

 

記 

 

１ 届出の概要 

(1) 届出会社に関する事項の概要 

（ふりがな） 

名   称 
 

 
担当部署 

 

 
（国 籍） （             ）

設立準拠法 
 

 
所 在 地 

〒 

 

 

担 当 者 
 

 国内売上高合計額 

百万円

 

 

（    年  月期末現在） 

事
務
上
の
連
絡
先 

電話番号 －    － 

 

(2) 届出の対象となる株式発行会社に関する事項の概要 

（ふりがな） 

名   称 
 

 
（国 籍） （             ）

議決権保有割合の

変動予定内容 
   ％ →    ％

株式発行会社及びそ

の子会社の国内売上

高の合計額 

百万円

（    年  月期末現在） 

上記変動の予定日

    年  月  日

 

 (3) 株式取得の目的・理由・経緯・方法 

 

 

 

 

 

 



 

２ 届出会社の概要 

(1) 届出会社に関する事項 

（ふりがな） 

名   称 
 

 

（国 籍） （           ） 

 

資 本 金 

 

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

所 在 地 

〒 

 

 

 

総 資 産 

 

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

日本国内に支店その他

営業所がある場合の名

称及び所在地 

〒 

 

 

 

売 上 高 

 

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

主たる事業 
 

 

その他の事業 
 

 

常時使用する 

従業員数 人 
決算の時期 

月
設立年月日 

年  月  日

取引所金融商品市場

等への上場の有無 

□ 上 場 → 金融商品市場名      【             】

【             】

□ 非上場 

 

 (2) 届出会社の子会社である組合に関する事項 

  ア 届出会社の子会社である組合の概要 
（ふりがな） 

名   称 
 

（国 籍） （            ） 
出 資 金 

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

設立準拠法  総 資 産 
百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

所 在 地 
〒 

 設立年月日     年  月  日

 

  イ 上記組合の出資金のうち 100 分の 10 を超えて出資する者（届出会社を除く。）の有無 

   □ 無 

   □ 有 → 当該出資者に関する次の事項を記載すること。 
（ふりがな） 

氏名又は名称 
組合員の区分 出資比率 現に営む事業の概要 所 在 地 

 

 

 

□ 非業務執行組合員 

 

□ 業務執行組合員 

％  

 

 

〒 

 



 

(3) 届出会社の属する企業結合集団の概要 

ア 最終親会社の概要（届出会社が最終親会社である場合はウから記載すること。） 

（ふりがな） 

名   称 
 

 
（国 籍） （           ） 

設立準拠法  

資 本 金 百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

所 在 地 

〒 

 

 

総 資 産 
百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

日本国内に支店その他

営業所がある場合の名

称及び所在地 

〒 

 

 

売 上 高 
百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

主たる事業 
届出会社 

との関係 

株式発行会社

との関係 

その他の事業 
 

 
設立年月日 

年  月  日

常時使用する 

従業員数 人
決算の時期 

月

取引所金融商品市場

等への上場の有無 

□ 上 場 → 金融商品市場名      【             】

【             】

□ 非上場 

 

イ 最終親会社と届出会社の子会社である組合との間の議決権保有関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 最終親会社の子会社（届出会社及び届出会社の子会社である組合を除く。）の有無（国内売上

高が 30 億円を超えるものに限る。） 

□ 無 

   □ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

   (ｱ) 国内の会社 

（ふりがな） 

名  称 
主たる事業 

主たる 

事業地域 
総資産 国内売上高

議決権 

保有割合

届出会社 

との関係 

株式発行会社

との関係 

 

 

 

  百万円 百万円 ％   

 

 

 

 

 



 

   (ｨ) 外国会社 

（ふりがな） 

名  称 
主たる事業 

主たる 

事業地域 
総資産 国内売上高

議決権 

保有割合

届出会社 

との関係 

株式発行会社

との関係 

 

 

 

  百万円

（現地通貨 ）

百万円

（現地通貨 ）

％   

 

(4) 届出会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する株式に係る議決権の数を合計した数

の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20を超える会社（届出会社及び(3)ウに該当するも

のを除く。）の有無（国内売上高が 30 億円を超えるものに限る。） 

□ 無 

  □ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

  ア 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権 

保有割合

届出会社 

との関係 

株式発行会社

との関係 

 

 

 

 ％   

 

  イ 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権 

保有割合

届出会社 

との関係 

株式発行会社

との関係 

 

 

 

 ％   

 

(5) 届出会社の総株主の議決権の 100 分の 10 を超える議決権を保有する株主（最終親会社，(3)ウ及

び(4)に該当するものを除く。）の有無 

  □ 無 

  □ 有 → 当該株主に関する次の事項を記載すること。 
（ふりがな） 

氏名又は名称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権 

保有割合

届出会社 

との関係 

株式発行会社

との関係 

 

 

 

 ％   

 

(6) 届出会社が保有する株式に係る議決権の数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 10 を

超える会社（(3)ウ及び(4)に該当するものを除く。）の有無（国内売上高が 30 億円を超えるものに

限る。） 

  □ 無 

  □ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

ア 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権 

保有割合

届出会社 

との関係 

株式発行会社

との関係 

 

 

 

 ％   

 



 

イ 外国の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権 

保有割合

届出会社 

との関係 

株式発行会社

との関係 

 

 

 

 ％   

 

(7) 届出会社の商品又は役務の種類別の年間事業実績等（日本国内における事業に限る。） 

年間事業実績（    年  月期） 商品又は役務 

の種類 生産数量 販売数量 販売金額 

総販売額に 

占める割合 
事業地域 

 

 

 

   ％  

  （計） 百万円 100.0％  

 

３ 今回の届出の対象となる株式発行会社に関する事項 

(1) 株式発行会社の概要 

（ふりがな） 

名   称 
 

 

（国 籍） （           ） 

 

資 本 金 

 

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

設立準拠法  

設立年月日 
年  月  日

 

総 資 産 

 

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

所 在 地 

〒 

 

 

売 上 高 

 

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

株式取得後の 

議決権保有割合
株主順位 

届出会社 

との関係 
日本国内に支店その他

営業所がある場合の名

称及び所在地 

〒 

 

 ％

（  ％）

位

（  位）

過去の主な議決権保有割合の変動の状況 

主たる事業 

 

 

 
年  月

年  月

    ％ →    ％

    ％ →    ％

株式取得後の役員兼任の状況 その他の事業 

 

 

 兼任役員数 株式発行会社の役員の総数

常時使用する 

従業員数 人

人 

（      人） 人

取引所金融商品市場

等への上場の有無 

□ 上 場 → 金融商品市場名      【              】

【              】

□ 非上場 

 

 



 

(2) 株式発行会社が共同出資会社に該当するか否か 

  □ 該当しない 

  □ 該当する → 次の事項を記載すること。 
（ふりがな） 

出資者の名称 
出資者の 

議決権保有割合
出資者の事業種目 

共同出資会社を通じた 

出資者との関係 

 

 

 

％   

 

(3) 株式発行会社の子会社の有無（国内売上高が 30 億円を超えるものに限る。） 

  □ 無 

  □ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

  ア 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 総資産 国内売上高

議決権 

保有割合

 

 

 

 百万円 百万円 ％

 

  イ 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 総資産 国内売上高

議決権 

保有割合

 

 

 

 百万円

（現地通貨 ）

百万円

（現地通貨 ）

％

 

(4) 株式発行会社の商品又は役務の種類別の年間事業実績等（日本国内における事業に限る。） 

年間事業実績（    年  月期） 商品又は役務 

の種類 生産数量 販売数量 販売金額 

総販売額に 

占める割合 
事業地域 

 

 

 

   ％  

  （計） 百万円 100.0％  

 



 

(5) 届出会社と株式発行会社との間で共通又は相互に関連する仕入材料及び提供を受けている役務

の有無（日本国内の市場におけるものに限る。） 

  □ 無 

  □ 有 → 当該仕入材料及び提供を受けている役務に関する次の事項を記載すること。 

最近１年間の仕入額又は対価 仕入種目又は役務

の種類 届出会社 株式発行会社 

主たる仕入地域又は 

提供を受けている地域 
備  考 

 

 

 

百万円 

 

百万円   

 

 

 

百万円 

 

百万円   

 

 

 

百万円 

 

百万円   

 

４ 届出会社及び株式発行会社の国内の市場における地位 

(1) 届出会社の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等が保有する株

式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20 を超える会社

を含む。）並びに株式発行会社及びその子会社の間で，国内の同一の事業地域内で同一の商品又は

役務について競合する場合 

  商品又は役務の種類【         】 事業地域【         】 
同業者の中にお

いて占める地位 名  称 市場占拠率 第１位との格差 備  考 

第 １ 位  ％ －  

第 ２ 位  ％   

第 ３ 位  ％   

第  位  ％   

第  位 株式取得後の地位及び市場占拠率 ％   

全業者数                      社 

市場占拠率等の算出の根拠となった資料等 【                      】 

 

  商品又は役務の種類【         】 事業地域【         】 
同業者の中にお

いて占める地位 名  称 市場占拠率 第１位との格差 備  考 

第 １ 位  ％ －  

第 ２ 位  ％   

第 ３ 位  ％   

第  位  ％   

第  位 株式取得後の地位及び市場占拠率 ％   

全業者数                      社 

市場占拠率等の算出の根拠となった資料等 【                      】 

 



 

 (2) 届出会社の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等が保有する

株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20 を超える会

社を含む。）並びに株式発行会社及びその子会社の間で，国内の同一の事業地域内か否かにかかわ

らず同一の商品若しくは役務について競合しない場合又は異なる事業地域において同一の商品若

しくは役務を供給している場合 

ア 届出会社の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等が保有する

株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20 を超える

会社を含む。） 

   商品又は役務の種類【         】 事業地域【         】 
同業者の中にお

いて占める地位 名  称 市場占拠率 第１位との格差 備  考 

第 １ 位  ％ －  

第 ２ 位  ％   

第 ３ 位  ％   

第  位  ％   

全業者数                      社 

市場占拠率等の算出の根拠となった資料等 【                      】 

 

イ 株式発行会社及びその子会社 

   商品又は役務の種類【         】 事業地域【         】 
同業者の中にお

いて占める地位 名  称 市場占拠率 第１位との格差 備  考 

第 １ 位  ％ －  

第 ２ 位  ％   

第 ３ 位  ％   

第  位  ％   

全業者数                      社 

市場占拠率等の算出の根拠となった資料等 【                      】 

 

５ 株式取得に関する計画として採ることとする措置の内容及びその期限 

採ることとする措置の具体的内容 採ることとする措置の履行期限

 

 

 

 

 

年  月  日

 

６ その他参考となるべき事項 

様式の項目 事   項 

  

 

 

 

 



 

記載上の注意事項（下記の項目の番号は，様式の項目番号による。） 

 

１ 届出の概要 

(1) 届出会社に関する事項の概要 

ア 最近５年以内に名称を変更した場合は，旧名称を付記すること。 

イ 届出会社が外国会社である場合は，名称の欄の（ ）内に，国籍を付記すること。 

ウ 国内売上高合計額とは，法第 10条第２項に規定する国内売上高合計額をいう。 

エ 国内売上高合計額については，百万円未満を切り捨てること。 

オ 国内売上高を算出する際には，売上高を期中平均相場等決算時の処理において用いる為替相場で邦

貨換算すること。その際に用いた為替相場の算出方法を「６ その他参考となるべき事項」の欄に記

載すること。 

(2) 届出の対象となる株式発行会社に関する事項の概要 

ア 株式発行会社が外国会社である場合は，名称の欄の（ ）内に，国籍を付記すること。 

イ 株式発行会社及びその子会社の国内売上高の合計額とは，法第 10条第２項に規定する株式発行会社

の国内売上高及び当該株式発行会社の子会社の国内売上高を合計した額をいう。 

ウ 株式発行会社及びその子会社の国内売上高の合計額については，百万円未満を切り捨てること。 

エ 株式発行会社又はその子会社が外国会社である場合，国内売上高を算出する際には，期中平均相場

等決算時の処理において用いる為替相場で邦貨換算すること。その際に用いた為替相場の算出方法を

「６ その他参考となるべき事項」の欄に記載すること。 

オ 子会社とは，法第 10条第６項に規定する子会社をいう。 

カ 議決権保有割合とは，届出会社の属する企業結合集団に属する会社等が取得し，又は所有する（以

下この記載上の注意事項において「保有する」という。）株式発行会社の株式に係る議決権の数を合計

した数の当該株式発行会社の総株主の議決権の数に占める割合をいう。 

キ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

(3) 株式取得の目的・理由・経緯・方法 

株式取得の方法については，株式の取得先の名称，取得する株式の数及び取得のために用いる方法等

を具体的に記載すること。 

 

２ 届出会社の概要 

(1) 届出会社に関する事項 

ア 届出会社が国内の会社である場合は，国籍，日本国内に支店その他営業所がある場合の名称及び所

在地並びに現地通貨については，記載を要しない。 

イ 届出会社が外国会社である場合は，名称の欄の（ ）内に，国籍を付記すること。 

ウ 資本金は，最終の貸借対照表による資本金の金額を記載すること。 

エ 総資産は，最終の貸借対照表による総資産の金額を記載すること。 

オ 売上高は，最終の貸借対照表と共に作成した損益計算書による売上高の金額を記載すること。 

カ 資本金，総資産及び売上高については，百万円未満を切り捨てること。 

キ 届出会社が外国会社である場合，資本金，総資産及び売上高については，期中平均相場等決算時の

処理において用いる為替相場で邦貨換算すること。その際に用いた為替相場の算出方法を「６ その

他参考となるべき事項」の欄に記載すること。総資産は，その外国会社単独の総資産を記載すること。

ただし，やむを得ない事情がある場合は，連結決算書による総資産をもって代えることができる。こ

の場合は，連結決算書による総資産であることを「６ その他参考となるべき事項」の欄に記載する

こと。 

ク 主たる事業は，国内において最も売上額の多い事業を記載すること。その他の事業は，主たる事業

以外の事業を売上額の多い順に記載すること。 

ケ 「常時使用する従業員」とは，事業主又は法人と雇用関係にある者であって，その雇用契約の内容

に常雇する旨が積極ないし消極に示されている者をいい，事業主及び法人の役員若しくは臨時の従業

員（労働基準法（昭和 22年法律第 49 号）第 21 条に定める「解雇の予告を必要としない者」をいう。）

はこれに含まない。 

コ 「取引所金融商品市場等への上場の有無」については，該当する□にレ印を付し，届出会社がその

株式を金融商品取引法（昭和 23 年法律第 25号）第２条第 17項に規定する取引所金融商品市場若しく



 

は同条第８項第３号ロに規定する外国金融商品市場又は同法第 67 条第２項に規定する店頭売買有価

証券市場若しくはこれに類似する市場で外国に所在するもの（以下「取引所金融商品市場等」という。）

に上場している場合は，取引所金融商品市場等の名称及び取引所金融商品市場等を開設する者の名称

を記載すること。複数の取引所金融商品市場等に上場している場合は，そのすべてを記載すること。 

(2）届出会社の子会社である組合に関する事項 

ア 届出会社の子会社である組合とは，法第 10条第５項の規定の適用により，組合の親会社である届出

会社が株式発行会社の株式の取得をしようとするものとみなされる場合における当該組合をいう。 

イ 届出会社の子会社である組合が外国会社である場合は，名称の欄の（ ）内に，国籍を付記するこ

と。 

ウ 該当する□にレ印を付すこと。 

エ 組合員の区分については，該当する□にレ印を付すこと。 

オ 現に営む事業の概要は，事業内容が分かるように具体的に記載すること。 

(3) 届出会社の属する企業結合集団の概要 

ア 最終親会社とは，届出会社の親会社であって他の会社の子会社でないものをいい，届出会社に親会

社がない場合は，当該届出会社をいう。 

イ 子会社については，１(2)に同じ。 

ウ 最終親会社が国内の会社である場合は，国籍，日本国内に支店その他営業所がある場合の名称及び

所在地並びに現地通貨については，記載を要しない。 

エ 最終親会社が外国会社である場合は，名称の欄の（ ）内に，国籍を付記すること。 

オ 資本金，総資産，売上高，主たる事業，その他の事業，常時使用する従業員数及び取引所金融商品

市場等への上場の有無については，(1)に準じて記載すること。 

カ 届出会社との関係は，以下の選択肢の中から該当する記号を選択し，記載すること。複数の選択肢

に該当する場合は，そのすべてを記載すること。 

Ａ 当該会社と届出会社は，同種の商品又は役務を供給している（取引段階を異にする場合を除く。）。 

Ｂ 当該会社は，届出会社から商品又は役務の供給を受けている。 

Ｃ 当該会社は，届出会社に商品又は役務を供給している。 

Ｄ 当該会社と届出会社は，同種の商品又は役務を異なる市場に供給している。 

Ｅ 当該会社と届出会社は，関連性のある異種の商品又は役務を供給している。 

Ｆ ＡからＥまでのいずれにも該当しない。 

キ 株式発行会社との関係は，以下の選択肢の中から該当する記号を選択し，記載すること。複数の選

択肢に該当する場合は，そのすべてを記載すること。 

Ａ 当該会社と株式発行会社は，同種の商品又は役務を供給している（取引段階を異にする場合を除

く。）。 

Ｂ 当該会社は，株式発行会社から商品又は役務の供給を受けている。 

Ｃ 当該会社は，株式発行会社に商品又は役務を供給している。 

Ｄ 当該会社と株式発行会社は，同種の商品又は役務を異なる市場に供給している。 

Ｅ 当該会社と株式発行会社は，関連性のある異種の商品又は役務を供給している。 

Ｆ ＡからＥまでのいずれにも該当しない。 

ク 最終親会社の子会社の有無については，該当する□にレ印を付すこと。 

ケ 主たる事業地域は，主たる事業について記載すること。 

コ 国内売上高については，法第 10条第２項に規定する国内売上高を記載すること。 

  なお，国内売上高の欄には，国内売上高に代えて，売上高を記載することができる。売上高を記載

した場合には，記載した売上高の金額に下線を付すこと。 

サ 議決権保有割合とは，届出会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する届出会社の最終親

会社の子会社の株式に係る議決権の数を合計した数の当該子会社の総株主の議決権の数に占める割合

をいう。 

シ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

ス 会社の記載は，議決権保有割合の多い順とする。 

セ 最終親会社と届出会社の子会社である組合との間の議決権保有関係は，議決権保有関係を通じて最

終親会社から当該組合に至るまでの関係を議決権保有割合等をもって図示すること。これを例示する

と，次のとおりである。 



 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 届出会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する株式に係る議決権の数を合計した数の総株

主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20を超える会社（届出会社及び(3)ウに該当するものを除く。）

の有無（国内売上高が 30億円を超えるものに限る。） 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 主たる事業については，(1)に準じて記載すること。 

ウ 主たる事業地域，届出会社との関係，株式発行会社との関係及び会社の記載順については，(3)に準

じて記載すること。 

エ 議決権保有割合とは，届出会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する会社の株式に係る

議決権の数を合計した数の当該会社の総株主の議決権の数に占める割合をいう。 

オ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

(5) 届出会社の総株主の議決権の 100 分の 10 を超える議決権を保有する株主（最終親会社，(3)ウ及び(4)

に該当するものを除く。）の有無 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 株主が外国会社である場合は，氏名又は名称の欄にその国籍を付記すること。 

ウ 主たる事業については，(1)に準じて記載すること。 

エ 主たる事業地域，届出会社との関係及び株式発行会社との関係については，(3)に準じて記載するこ

と。 

オ 議決権保有割合とは，届出会社の株主が保有する当該届出会社の株式に係る議決権の数の当該届出

会社の総株主の議決権の数に占める割合をいう。 

カ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

ク 株主の記載は，議決権保有割合の多い順とする。 

(6) 届出会社が保有する株式に係る議決権の数の総株主の議決権の数に占める割合が100分の10を超える

会社（(3)ウ及び(4)に該当するものを除く。）の有無（国内売上高が 30 億円を超えるものに限る。） 

 ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 主たる事業については，(1)に準じて記載すること。 

ウ 主たる事業地域，届出会社との関係，株式発行会社との関係及び会社の記載順については，(3)に準

じて記載すること。 

エ 議決権保有割合とは，届出会社が保有する会社の株式に係る議決権の数の当該会社の総株主の議決

権の数に占める割合をいう。 

オ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

（ 例 ） 

注：ＧＰは業務執行組合員を， 
  ＬＰは非業務執行組合員を表す。 

Ｆ社      Ｇ組合      Ｈ組合 

Ｉ組合（株式を取得した組合） 

Ｃ社      Ｄ社（届出会社）  Ｅ社 

Ｂ社 

Ａ社（最終親会社） 

100％ 

80.0％     85.0％  100％ 

39.5％  60.5％     ＧＰ   ＬＰ   ＬＰ 

ＬＰ     ＧＰ       ＬＰ



 

(7) 届出会社の商品又は役務の種類別の年間事業実績等（日本国内における事業に限る。） 

ア 商品又は役務の種類は，日本標準産業分類に掲げる大分類Ｆ-製造業に係るものについては，工業統

計調査規則（昭和 26 年通商産業省令第 81 号）に基づく工業統計調査用産業分類の６けたの分類に準

拠するものとし，その他の事業に係るものについては，日本標準産業分類の細分類（４けた分類）に

準拠するものとする。 

イ 総販売額に占める割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

ウ 事業地域については，商品又は役務の種類別に事業の実態に即して，その範囲を具体的に記載する

こと。 

 

３ 今回の届出の対象となる株式発行会社に関する事項 

(1) 株式発行会社の概要 

ア 株式発行会社が国内の会社である場合は，国籍，日本国内に支店その他営業所がある場合の名称及

び所在地並びに現地通貨については，記載を要しない。 

イ 株式発行会社が外国会社である場合は，名称の欄の（ ）内に，国籍を付記すること。 

ウ 資本金，総資産，売上高，主たる事業，その他の事業，常時使用する従業員数及び取引所金融商品

市場等への上場の有無については，２(1)に準じて記載すること。 

エ 兼任役員数とは，届出会社の属する企業結合集団に属する会社等の役員又は従業員で株式発行会社

の役員を兼任する者の数をいう。（ ）内には，兼任役員数のうち届出会社の役員又は従業員で株式発

行会社の役員を兼任する者の数を記載すること。 

オ 議決権保有割合とは，届出会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する株式発行会社の株

式に係る議決権の数を合計した数の当該株式発行会社の総株主の議決権の数に占める割合をいう。

（ ）内には，届出会社が保有する株式発行会社の株式に係る議決権の数の当該株式発行会社の総株

主の議決権の数に占める割合を記載すること。 

カ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

キ 株主順位は，議決権保有割合の順位を記載すること。（ ）内には，届出会社の議決権保有割合の順

位を記載すること。４位以下の場合は，「４位以下」と記載することができる。 

ク 届出会社との関係については，２(3)に準じて記載すること。 

ケ 過去の主な議決権保有割合の変動の状況については，届出要件発生日までの議決権保有割合の変動

状況の主なものを，その時期も含めて記載すること。 

(2) 株式発行会社が共同出資会社に該当するか否か 

ア 共同出資会社とは，２以上の会社が，共通の利益のために必要な事業を遂行させることを目的とし

て，契約等により，共同で設立し，又は取得した会社をいう。 

イ 該当する□にレ印を付すこと。 

ウ 議決権保有割合とは，出資者の保有する共同出資会社の株式に係る議決権の数の当該共同出資会社

の総株主の議決権の数に占める割合をいう。 

エ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

オ 出資者の名称は，議決権保有割合の高い順に記載し，出資者が外国会社である場合は，国籍を付記

すること。なお，６位以下の者の記載は省略することができる。 

カ 共同出資会社を通じた出資者との関係は，それぞれの出資者との関係について，以下の選択肢の中

から該当する記号を選択し，記載すること。複数の選択肢に該当する場合は，そのすべてを記載する

こと。 

Ａ ともに共同出資会社が生産した同種の商品又は役務の供給を受けている。 

Ｂ ともに第三者が生産した同種の商品又は役務の供給を受けている。 

Ｃ ともに同種の商品又は役務を共同出資会社を通じて第三者に販売している。 

Ｄ ＡからＣまでのいずれにも該当しない。 

(3) 株式発行会社の子会社の有無（国内売上高が 30億円を超えるものに限る。） 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 子会社については，１(2)に同じ。 

ウ 主たる事業及び総資産については，２(1)に準じて記載すること。 

エ 主たる事業地域，国内売上高及び会社の記載順については，２(3)に準じて記載すること。 

オ 議決権保有割合とは，株式発行会社及びその子会社（当該子会社以外の当該株式発行会社の子会社



 

をいう。）が保有する当該子会社の株式に係る議決権の数を合計した数の当該子会社の総株主の議決権

の数に占める割合をいう。 

カ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

(4) 株式発行会社の商品又は役務の種類別の年間事業実績等（日本国内における事業に限る。） 

２(7)に準じて記載すること。 

(5) 届出会社と株式発行会社との間で共通又は相互に関連する仕入材料及び提供を受けている役務の有無

（日本国内の市場におけるものに限る。） 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 仕入材料及び提供を受けている役務の種類が多数ある場合は，仕入額又は対価が多いもの（総仕入

額若しくは対価の合計に占める割合が10％以上のもの又は同業者の中において占める地位が第３位以

内のもの若しくは市場占拠率が 10％以上のもの）等主要なものについて比較して記載すること。 

 

４ 届出会社及び株式発行会社の国内の市場における地位 

ア 最終親会社については，２(3)に同じ。 

イ 子会社については，１(2)に同じ。 

ウ 供給する商品又は役務の種類が多数ある場合は，販売金額が多いもの（総販売金額に占める割合が

10％以上のもの又は同業者の中において占める地位が第３位以内のもの若しくは市場占拠率が10％以

上のもの）等主要なものについて比較して記載すること。 

エ 名称欄には，届出会社の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等が

保有する株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が100分の20を超え

る会社を含む。）を「届出会社等」と，株式発行会社及びその子会社を「株式発行会社等」とまとめて

記載し，主要な同業者についてはその名称を記載すること。 

オ 主要な同業者（名称欄で記載した「届出会社等」及び「株式発行会社等」に含まれる会社を除く。）

については，原則として第３位まで記載すること。また，項目(1)では，名称欄で記載した「届出会社

等」及び「株式発行会社等」に含まれる会社については，順位に関係なく記載すること。 

カ 市場占拠率については，推定により記載した場合は，「推定」と付記すること。 

キ 順位については，10 位以下の場合は，「10 位以下」と記載することができる。この場合は，同業者

の名称及び市場占拠率の記載を省略することができる。 

ク 備考欄には，名称欄で記載した「届出会社等」及び「株式発行会社等」に含まれる会社の名称と当

該会社の市場占拠率を内訳として記載すること。 

 

５ 株式取得に関する計画として採ることとする措置の内容及びその期限 

  株式取得の計画に当たり，特段の措置を採る場合は，その具体的内容及びその履行期限を記載すること。

複数の措置を採り履行期限が異なる場合は措置ごとに履行期限を記載すること。 



法第 11 条第１項ただし書の規定による認可申請書 

平成  年  月  日 

公 正 取 引 委 員 会 殿 

 名  称 

 代表者の役職 氏名 

（代理人の住所 氏名）            印 

 

 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第 11 条第１項ただし書の規定により，議決権の取

得又は保有の認可を受けたいので，昭和 28 年公正取引委員会規則第１号第３条第２項に掲げる書類を

添え，下記のとおり申請します。 

記 

１ 申請の概要 

 (1) 申請会社に関する事項の概要 

ふりがな  

名称  

事務上 の連絡先 

所在地 

 

〒 

担当部署  担当者  

電話番号     －    － 

 

 (2) 株式発行会社に関する事項の概要 

ふりがな  議決権

名 称 

 

 

 

保 有

割 合

□10％以下 

□10％超 25％以下 

□25％超 50％以下 

□50％超 

 「議決権保有割合」欄の下線部の□にレ印を付した場合は，後掲２(3)及び(4)，５並びに６について

は記載不要。ただし，株式発行会社が申請会社と他の株式発行会社との共同出資会社である場合は，こ

の限りでない。 

様式第６号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ4とする。） 



２ 申請会社に関する事項 

 (1) 申請会社に関する事項 

所在地 
〒 

設立年月日     年   月   日 決算の時期 月 

主たる事業 

 

その他の事業 
 

総資産（  年  月  日現在） 百万円（現地通貨         ）

資本金（  年  月  日現在） 百万円（現地通貨         ）

常時使用する従業員数（  年  月  日現在） 人 

 

 (2) 申請会社が外国会社の場合の記載事項 

国籍  設立準拠法  

日本国内に支店又は営業所がある場合，その

名称及び所在地 

 

 

 (3) 申請会社を実質的に支配している会社の有無 

  □ 無  

  □ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

（ふりがな） 

名  称 
事業分野 総資産 売上高 議決権保有割合 備考 

 

 

 

 

 百万円 百万円 ％  

 

 (4) 申請会社の総株主の議決権の 100 分の 10 を超えて保有する株主（(3)に該当するものを除く。）

の有無 

  □ 無  

  □ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

（ふりがな） 

氏名又は名称 
主たる事業 主たる事業地域 議決権保有割合 提出会社との関係 

 

 

  ％

 



 (5) 申請会社の商品又は役務の種類別の我が国における年間事業実績等 

商品又は役務の種類 年間事業実績（   年   月期） 事業地域 

 

 

 

 

  

 

３ 株式発行会社に関する事項 

 (1) 当該株式発行会社の概要 

〒 設立年月日 
所在地 

   年  月  日

資本金( 年 月 日現在) 百万円 総資産( 年 月 日現在) 百万円

発行する株式の総数 株 総株主の議決権 議決権

主 た る

事業 

 

そ の 他

の事業 

 

 

 (2) 株式発行会社の商品又は役務の種類別の年間事業実績又は計画 

商品又は役務の種類 年間事業実績・計画（   年   月期） 事業地域 

 

 

 

 

  

 

 (3) 申請会社と株式発行会社の関係 

申請会社との関係 兼任役員数 株式発行会社の役員の総数 

 

 

人 人

 

 (4) その他申請会社と株式発行会社の関係において特記すべき事項 

 



４ 議決権の取得又は保有に関する事項 

 (1) 議決権取得・保有の内容に関する事項 

日 取得・保有事由 総株主の議決権 取得・保有議決権数 保有割合 株主順位

  年 月 日 申請時点 議決権 議決権 ％ 位

  年 月 日  議決権 議決権 － － 

  年 月 日 変更後 議決権 議決権 ％ 位

 

 (2) 株式発行会社が共同出資会社に該当するか否か 

  □ 該当しない 

  □ 該当する → 次の事項を記載すること。 

（ふりがな） 

他の出資者の名称 

他の出資者の 

議決権保有割合 

他の出資者の 

事業種目 

共同出資会社を通じた

他の出資者との関係 

 

 

％   

 

 (3) 議決権の取得又は保有の経緯・目的・理由 

 

 

 

 (4) その他保有議決権に関して特記すべき事項 

 

 

 

５ 申請会社及び株式発行会社の保有議決権に関する事項 

 (1) 申請会社又は株式発行会社の子会社及び実質子会社の有無 

  □無  

  □有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること 

（ふりがな） 

名  称 
事業分野 総資産 売上高 議決権保有割合 備考 

 

 

 

 百万円 百万円 ％  

 



 (2) 申請会社又は株式発行会社がその総株主の議決権の 100 分の 10 を超えて議決権を保有している

会社（(1)に該当するものを除く。）の有無 

  □ 無  

  □ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること 

（ふりがな） 

名  称 
主たる事業 主たる事業地域 議決権保有割合 提出会社との関係 

 

 

  ％

 

６ 申請会社及び株式発行会社等の市場における地位 

 (1) 申請会社（申請会社と議決権保有関係がある会社を含む。以下同じ。）と株式発行会社（株式発

行会社と議決権保有関係がある会社及び４(2)に記載した共同出資会社を含む。以下同じ。）の間

で，同一の事業地域内で同一の商品又は役務について競合する場合 

   商品又は役務の種類【         】 事業地域【         】 

同業者の中に

おいて占める

地位 

申請会社，株式発行会社 

及び同業者の名称 
市場占拠率

第１位との

格差 
備  考 

第 １ 位  ％ －  

第 ２ 位     

第 ３ 位     

第  位     

第  位     

第  位 提出会社及び株式発行会社の合算    

 同業者数（提出会社及び株式発行会社を含む。）         社 

市場占拠率等の算出の根拠となった資料等 【                      】 

 

   商品又は役務の種類【         】 事業地域【         】 

同業者の中に

おいて占める

地位 

申請会社，株式発行会社 

及び同業者の名称 
市場占拠率

第１位との

格差 
備  考 

第 １ 位  ％ －  

第 ２ 位     

第 ３ 位     

第  位     

第  位     

第  位 提出会社及び株式発行会社の合算    

 同業者数（提出会社及び株式発行会社を含む。）         社 

市場占拠率等の算出の根拠となった資料等 【                      】 



 (2) 申請会社と株式発行会社の間で，同一の事業地域内か否かにかかわらず同一の商品若しくは役務

について競合しない場合又は異なる事業地域において同一の商品若しくは役務を供給している場

合 

  ア 申請会社 

   商品又は役務の種類【         】 事業地域【         】 

同業者の中に

おいて占める

地位 

申請会社及び同業者の名称 市場占拠率
第１位との

格差 
備  考 

第 １ 位  ％ －  

第 ２ 位     

第 ３ 位     

第  位     

 同業者数（提出会社を含む。）         社 

市場占拠率等の算出の根拠となった資料等 【                      】 

 

  イ 株式発行会社 

   商品又は役務の種類【         】 事業地域【         】 

同業者の中に

おいて占める

地位 

株式発行会社及び同業者の名称 市場占拠率
第１位との

格差 
備  考 

第 １ 位  ％ －  

第 ２ 位     

第 ３ 位     

第  位     

 同業者数（株式発行会社を含む。）         社 

市場占拠率等の算出の根拠となった資料等 【                      】 

 

７ その他参考となるべき事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



記載上の注意事項（下記の項目の番号は，様式の項目番号による。） 

 

１ 申請の概要 

(1) 申請会社に関する事項の概要 

 最近５年以内に名称を変更した場合は，旧名称を付記すること。 

(2) 株式発行会社に関する事項の概要 

ア 議決権保有割合は該当するものにレ印を付すること。 

イ 議決権保有割合については，株主総会において決議をすることができる事項の全部につき議決権

を行使することができない株式についての議決権を除き，会社法第 879 条第３項の規定により議決

権を有するものとみなされる株式についての議決権数を含めて計算すること。 

２ 申請会社に関する事項 

(1) 申請会社に関する事項 

ア 所在地は，１(1)の事務上の連絡先の所在地と同じである場合は省略できる。 

イ 総資産は，最終の貸借対照表による資産の合計金額を記載すること。また，資本金，総資産につ

いては，百万円未満を切り捨てること。以下同じ。 

ウ 資本金及び総資産欄の現地通貨については，外国会社のみ記載すること。 

(2) 申請会社が外国会社の場合の記載事項 

 日本国内の支店，営業所等が複数有る場合は，主たる営業所を１つ記載すればよい。 

(3) 申請会社を実質的に支配している会社の有無 

ア 申請会社を実質的に支配している会社とは，申請会社の総株主の議決権の 100 分の 50 を超えて保

有している会社及び申請会社の総株主の議決権の 100 分の 25 超 100 分の 50 以下を保有し，かつ，

申請会社の筆頭株主となっている（他に同率の会社がある場合を除く。）会社をいう。 

イ 該当する□にレ印を付すること。 

ウ 事業分野の分類は，日本標準産業分類の小分類に準拠するものとする。また，事業分野について

は，当該会社の属する事業分野のうち，当該会社の最近１年間の売上額が多いもの上位３つを記載

すること。ただし，当該事業分野における当該会社の最近１年間の売上額が 600 億円未満である場

合又は当該事業分野全体の最近１年間の売上額が 6000 億円以下である場合には，記載を要しない。

また，当該子会社の最近１年間の総売上額に占める当該事業分野における最近１年間の売上額の割

合が 25％未満である場合には，記載を要しない。 

エ 備考欄には，記載する事業分野のいずれかにおいて，当該会社の全国における市場占拠率（シェ

ア）が 10％以上である場合又は 10％以上であると推定される場合にレ印を付すること。 

(4) 申請会社の総株主の議決権の 100 分の 10 を超えて保有する株主（(3)に該当するものを除く。）の有

無 

ア 該当する□にレ印を付すること。 

イ 主たる事業は，１つの事業について記載すれば足りる。 

ウ 申請会社との関係は，以下の選択肢の中から該当する記号を選択し，記載すること。複数の選択

肢に該当する場合には，そのすべてを記載すること。 

Ａ 当該会社と申請会社は，同種の商品又は役務を供給している（取引段階を異にする場合を除く。）。 

Ｂ 当該会社は，申請会社から商品又は役務の供給を受けている。 



Ｃ 当該会社は，申請会社に商品又は役務を供給している。 

Ｄ 当該会社と申請会社は，同種の商品又は役務を異なる市場に供給している。 

Ｅ 当該会社と申請会社は，関連性のある異種の商品又は役務を供給している。 

Ｆ 当該会社は，申請会社の委託を受けて申請会社の固有の業務に従属する業務を行う。 

Ｇ ＡからＦまでのいずれにも該当しない（具体的に記載すること。）。 

(5) 申請会社の商品又は役務の種類別の我が国における年間事業実績等 

 事業地域については，商品又は役務の種類別に事業の実態に即して，その範囲を具体的に記載する

こと。以下同じ。 

 

３ 株式発行会社に関する事項 

(1) 当該株式発行会社の概要 

ア 設立日は，株式発行会社が新規に設立される場合は，設立予定日を記入し，予定日である旨記載す

ること。 

イ 総資産は，株式発行会社が新規に設立される場合は，設立時に予定される総資産額を記入し，予定

である旨記載すること。 

(2) 株式発行会社の商品又は役務の種類別の年間事業実績又は計画 

 株式発行会社が既存の会社である場合は年間事業実績を，新設の会社の場合は設立後１年間の事業

計画を記載する。 

(3) 申請会社と株式発行会社の関係 

 申請会社との関係は，２(4)に準じて記載すること。株式発行会社が新規に設立される場合は，どの

ような関係となることが想定されるかについて選択し，記載すること。 

(4) その他申請会社と株式発行会社の関係において特記すべき事項 

ア 役員兼任数は本件株式取得後の予定も含めて記入すること。 

イ 役員兼任以外の人的関係（派遣，出向等），業務に関する提携関係，特別の融資関係がある場合

は，その内容を記載すること。また，役員兼任がある場合は，その具体的内容を記載すること。 

 

４ 議決権取得又は保有に関する事項 

(1) 議決権取得・保有の内容に関する事項 

ア 申請時点，議決権保有比率変更時（複数にわたる場合はその都度）及び変更後について各事項の

記載をすること。 

イ 議決権保有比率変更時の取得・保有事由は，「第三者割当増資」，「○○からの株式譲受け」，

「市場買い付け」等端的に記載すること。 

ウ 議決権保有比率変更時の総株主の議決権及び取得・保有議決権数は，増加又は減少議決権数を記

入すること。 

(2) 株式発行会社が共同出資会社に該当するか否か 

ア 共同出資会社とは，2以上の会社が，共同の利益のために必要な事業を遂行させることを目的とし

て，契約等により，共同で設立し，又は取得した（する）会社をいう。 

イ 共同出資会社を通じた他の出資者との関係は，それぞれの出資者との関係について，2(4)ウの選

択肢の中から該当する記号を選択し，記載すること。複数の選択肢に該当する場合には，そのすべ



てを記載すること。 

 

５ 申請会社及び株式発行会社の議決権保有に関する事項 

(1) 申請会社又は株式発行会社の子会社及び実質子会社の有無 

ア 子会社とは法第９条第５項に規定する会社をいい，実質子会社とは申請会社の議決権保有割合（子

会社が保有している分を含む。）が 25％超 50％以下であり，かつ，申請会社の議決権保有割合が最

も高い（他に同率の株主がいる場合を除く。）国内の会社をいう。以下同じ。 

イ 本件議決権取得後に株式発行会社が子会社又は実質子会社に該当する場合は，株式発行会社につ

いても記入すること。 

ウ 本件議決権取得後に株式発行会社が申請会社の子会社に該当しない場合は，株式発行会社の子会

社又は実質子会社については記載を要しない。 

エ 株式発行会社の子会社及び実質子会社については，名称に下線を付すこと。 

オ ２(3)に準じて記載すること。 

(2) 申請会社又は株式発行会社がその総株主の議決権の 100 分の 10 を超えて議決権を保有している会社

（(1)に該当するものを除く。）の有無 

 ２(4)に準じて記載すること。 

 

 

６ 申請会社及び株式発行会社等の市場における地位 

(1) 申請会社と株式発行会社の間で，同一の事業地域内で同一の商品又は役務について競合する場合 

ア 申請会社と議決権保有関係がある会社とは，申請会社の総株主の議決権の 100 分の 10 以上を保有

する会社，申請会社の議決権保有割合が 10％以上の会社をいう。 

イ 株式発行会社と議決権保有関係がある会社とは，株式発行会社の総株主の議決権の 100 分の 10 以

上を所有する会社，株式発行会社の議決権保有割合が 10％以上の会社をいう。ただし，申請会社と

議決権保有関係がある会社を除く。 

ウ 共同出資会社とは，４(2)に記載した他の出資者をいう。ただし，申請会社又は株式発行会社と議

決権保有関係にある会社を除く。 

エ 供給する商品又は役務の種類が多数ある場合には，主要なもの（収益に占める割合が 10％以上の

もの又は同業者の中において占める地位が３位以内のもの若しくは市場占拠率が 10％以上のもの）

について比較して記載すること。 

オ 主要な同業者（申請会社及び株式発行会社以外の同業者をいう。）については，原則として第３

位まで記載すること。また，項目(1)では，申請会社及び株式発行会社については，順位に関係なく

記載すること。 

カ 市場占拠率については，推定により記載した場合には，「推定」と付記すること。 

キ 順位については，10 位以下の場合には，「10 位以下」と記載することができる。この場合，同業

者の名称及び市場占拠率の記載を省略することができる。 

ク 備考欄には，申請会社若しくは株式発行会社と議決権保有関係がある会社又は共同出資会社の名

称と当該会社の市場占拠率を内訳として記載すること。 

(2) 申請会社と株式発行会社の間で，同一の事業地域内か否かにかかわらず同一の商品若しくは役務につ



いて競合しない場合又は異なる事業地域において同一の商品若しくは役務を供給している場合 

(1)に準じて記載すること。 



法第 11 条第２項の規定による認可申請書 

平成  年  月  日 

公 正 取 引 委 員 会 殿 

 名  称 

 代表者の役職 氏名 

（代理人の住所 氏名）             印 

 

 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第 11 条第２項の規定により，議決権保有の認可を受け

たいので，昭和 28 年公正取引委員会規則第１号第４条第２項に掲げる書類を添え，下記のとおり申請しま

す。 

記 

１ 申請の概要 

 (1) 申請会社に関する事項の概要 

ふりがな  

名 称  

 事務上の連絡先 

所在地 
〒 

担当部署  担当者  

電話番号     －    － 

 

 (2) 株式発行会社に関する事項の概要 

ふりがな  

名 称  

議決権保有の事由 号 法定限度を超えることとなった日   年  月  日

様式第７号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ4とする。） 



２ 申請会社に関する事項 

 (1) 申請会社に関する事項 

所在地 
〒 

設立年月日     年   月   日 決算の時期 月 

主たる事業 
 

その他の事業 
 

総資産（  年  月  日現在） 百万円（現地通貨         ）

資本金（  年  月  日現在） 百万円（現地通貨         ）

常時使用する従業員数（  年  月  日現在） 人 

 

 (2) 申請会社が外国会社の場合 

国籍  設立準拠法  

日本国内に支店又は営業所がある場合，その

名称及び所在地 

 

 

 (3) 申請会社の商品又は役務の種類別の我が国における年間事業実績等 

商品又は役務の種類 年間事業実績（   年   月期） 事業地域 

 

 

 

  

 

３ 株式発行会社に関する事項 

 (1) 当該株式発行会社の概要 

〒 設立年月日 
所在地 

   年  月  日

資本金( 年 月 日現在) 百万円 総資産( 年 月 日現在) 百万円

主 た る

事業 

 

そ の 他

の事業 

 



 (2) 株式発行会社の商品又は役務の種類別の年間事業実績又は計画 

商品又は役務の種類 年間事業実績・計画（   年   月期） 事業地域 

 

 

 

  

 

 (3) 申請会社と株式発行会社の関係 

提出会社との関係 兼任役員数 株式発行会社の役員の総数 

 

 

 

人 人

 

 (4) その他申請会社と株式発行会社の関係において特記すべき事項 

 

 

 

 

４ 議決権の取得又は保有に関する事項 

 (1) 株式発行会社の株式等に関する事項（  年  月  日現在） 

発行する株式数 株 総株主の議決権 議決権

 

 (2) 申請に係る議決権の取得又は保有に関する事項 

保有議決権数 議決権（   位   ％）

 

 保有経緯 

 

 

 申請理由 

 

 

 株式処分計画 

 

 



５ その他参考となるべき事項 

 

 

 

 

 

 

記載上の注意事項（下記の項目の番号は，様式の項目番号による。） 

 

１ 申請の概要 

(1) 申請会社に関する事項の概要 

 最近５年以内に名称を変更した場合は，旧名称を付記すること。 

(2) 株式発行会社に関する事項の概要 

ア 議決権保有の事由については，法第 11条第１項ただし書各号のいずれの規定に基づく取得又は保有であ

るかを記載すること。 

イ 株式発行会社の総株主の議決権の 100 分の５（保険業を営む会社にあっては，100 分の 10。以下「法定

限度」という。）を超えて取得又は保有することとなった日を記載すること。 

 

２ 申請会社に関する事項 

(1) 申請会社に関する事項 

ア 所在地は，１(1)の事務上の連絡先の所在地と同じである場合は省略できる。 

イ 総資産は，最終の貸借対照表による資産の合計金額を記載すること。また，資本金，総資産，総資産合

計額については，百万円未満を切り捨てること。以下同じ。 

ウ 資本金及び総資産欄の現地通貨については，外国会社のみ記載すること。 

(2) 申請会社が外国会社の場合の記載事項 

 日本国内の支店，営業所等が複数ある場合は，主たる営業所を記載すれば足りる。 

(3) 申請会社の商品又は役務の種類別の我が国における年間事業実績等 

 事業地域については，商品又は役務の種類別に事業の実態に即して，その範囲を具体的に記載すること。

以下同じ。 

 

３ 株式発行会社に関する事項 

(2) 株式発行会社の商品又は役務の種類別の年間事業実績又は計画 

 ２(3)に準じて記載すること。 

(3) 申請会社と株式発行会社の関係 



ア 申請会社との関係は，以下の選択肢の中から該当する記号を選択し，記載すること。複数の選択肢に該

当する場合には，そのすべてを記載すること。 

Ａ 株式発行会社と申請会社は，同種の商品又は役務を供給している（取引段階を異にする場合を除く。）。 

Ｂ 株式発行会社は，申請会社から商品又は役務の供給を受けている。 

Ｃ 株式発行会社は，申請会社に商品又は役務を供給している。 

Ｄ 株式発行会社と申請会社は，同種の商品又は役務を異なる市場に供給している。 

Ｅ 株式発行会社と申請会社は，関連性のある異種の商品又は役務を供給している。 

Ｆ ＡからＥまでのいずれにも該当しない（具体的に記載すること。）。 

イ その他申請会社と株式発行会社の関係において特記すべき事項については，役員兼任以外の人的関係（派

遣，出向等），業務に関する提携関係，特別の融資関係がある場合は，その内容を記載すること。 

 

４ 議決権の取得又は保有に関する事項 

(2) 申請に係る議決権の取得又は保有に関する事項 

ア 保有議決権数欄の（ ）内は，申請会社の株主の順位及び総株主の議決権に占める割合を記載すること。 

イ 保有経緯は，法定限度を超えて保有することとなった経緯について具体的に記載すること。 

ウ 申請理由は，保有議決権が法定限度を超えた日から１年を超えて所有することが必要な理由を具体的に

記載すること。 

エ 株式処分計画は，法定限度を超えて保有する議決権に係る株式の処分計画を処分時期を含めて具体的に

記載すること。 

 



様式第８号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ4とする。） 
 

法第 15 条第２項の規定による合併に関する計画届出書 

 

平成  年  月  日 

公 正 取 引 委 員 会 殿 

名  称 

代表者の役職 氏名                

（代理人の住所 氏名）             印 

 

名  称 

代表者の役職 氏名                

（代理人の住所 氏名）             印 

 

 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第 15 条第２項の規定により，昭和 28 年公正取引委

員会規則第１号第５条第３項に掲げる書類を添え，下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

１ 届出の概要 

 (1) 届出会社に関する事項の概要 

 （甲）□ 存続会社  □ 解散会社 （乙）  解散会社 

（ふりがな） 

名   称 
（国 籍） 

 

 
（            ） 

 

 
（            ） 

設立準拠法 
  

国内売上高合計額 
百万円

（    年  月期末現在）

百万円

（    年  月期末現在）

 

 (2) 合併後存続又は設立する会社に関する事項の概要 

名  称（ふりがな） 合併予定期日 合併比率 

□ 甲に同じ 
 

 

    年  月  日

（甲）（乙） 

  １： 

 

 (3) 合併の目的・理由・経緯・方法 

 

 

 

 

 

 



２ 届出会社の概要 

 (1) 届出会社に関する事項 

 甲 乙 
（ふりがな） 

名   称 
  

（国 籍） （            ） （            ） 

所 在 地 

〒 

 

 

〒 

 

 
日本国内に支店その他

営業所がある場合の名

称及び所在地 

〒 〒 

資 本 金 
百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

総 資 産 
百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

売 上 高 
百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

主たる事業 
 

 

 

その他の事業 
 

 

 

常時使用する従業員数 人 人

設立年月日 年  月  日 年  月  日

決算の時期 月 月

取引所金融商品市場

等への上場の有無 

□ 上 場 → 金融商品市場名 

  【               】

  【               】

□ 非上場 

□ 上 場 → 金融商品市場名 

  【               】

  【               】

□ 非上場 

担当部署   

所在地 

□ 甲の国内における名称及び所在地に同じ 

〒 

 

□ 乙の国内における名称及び所在地に同じ 

〒 

担当者   

事
務
上
の
連
絡
先 

電話番号      －     －      －     － 

 



 (2) 届出会社の属する企業結合集団の概要 

  ア 最終親会社の概要（届出会社が最終親会社である場合はイから記載すること。） 

 甲 乙 
（ふりがな） 

名   称 
  

（国 籍） （            ） （            ） 

設立準拠法   

所 在 地 

〒 

 

 

〒 

日本国内に支店その他 

営業所がある場合の名 

称及び所在地 

〒 

 

 

〒 

資 本 金 
百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

総 資 産 
百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

売 上 高 
百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

主たる事業 
 

 

 

その他の事業 
 

 

 

 

常時使用する従業員数 人 人

設立年月日 年  月  日 年  月  日

決算の時期   月   月

届出会社との関係 甲 乙 甲 乙 

取引所金融商品市場

等への上場の有無 

□ 上 場 → 金融商品市場名 

  【             】

  【             】

□ 非上場 

□ 上 場 → 金融商品市場名 

  【              】

  【              】

□ 非上場 
 

  イ 最終親会社の子会社（届出会社を除く。）の有無（国内売上高が 30億円を超えるものに限る。） 

(ｱ) 甲 

□ 無 

□ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

    ａ 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 総資産 国内売上高 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

  百万円 百万円 ％ 甲 乙 

 



    ｂ 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 総資産 国内売上高 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

  百万円

（現地通貨  ）

百万円

 

（現地通貨  ）

％ 甲 乙 

 

(ｲ) 乙 

□ 無 

□ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

    ａ 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 総資産 国内売上高 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

  百万円 百万円 ％ 甲 乙 

 

    ｂ 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 総資産 国内売上高 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

  百万円

（現地通貨  ）

百万円

 

（現地通貨  ）

％ 甲 乙 

 

 (3) 届出会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する株式に係る議決権の数を合計した数

の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20を超える会社（届出会社及び(2)イに該当するも

のを除く。）の有無（国内売上高が 30 億円を超えるものに限る。） 

ア 甲 

□ 無 

□ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

   (ｱ) 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

   (ｲ) 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 



  イ 乙 

   □ 無 

   □ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

   (ｱ) 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

   (ｲ) 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

 (4) 届出会社の総株主の議決権の 100 分の 10を超える議決権を保有する株主（最終親会社，(2)イ及

び(3)に該当するものを除く。）の有無 

  ア 甲 

   □ 無 

   □ 有 → 当該株主に関する次の事項を記載すること。 
（ふりがな） 

氏名又は名称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

  イ 乙 

   □ 無 

   □ 有 → 当該株主に関する次の事項を記載すること。 
（ふりがな） 

氏名又は名称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 (5) 届出会社が保有する株式に係る議決権の数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 10 を

超える会社（(2)イ及び(3)に該当するものを除く。）の有無（国内売上高が 30 億円を超えるものに

限る。） 

  ア 甲 

   □ 無 

   □ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

   (ｱ) 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

   (ｲ) 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

  イ 乙 

   □ 無 

   □ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

   (ｱ) 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

   (ｲ) 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

 (6) 届出会社の商品又は役務の種類別の年間事業実績等（日本国内における事業に限る。） 

  ア 甲 

年間事業実績（   年  月期） 商品又は役務 

の種類 生産数量 販売数量 販売金額 

総販売額に 

占める割合 
事業地域 

 

 

 

   ％  

  （計） 百万円 100.0％  

 

 

 



  イ 乙 

年間事業実績（   年  月期） 商品又は役務 

の種類 生産数量 販売数量 販売金額 

総販売額に 

占める割合 
事業地域 

 

 

 

   ％  

  （計） 百万円 100.0％  

 

 (7) 届出会社相互間の取引関係（日本国内の市場におけるものに限る。） 

供 給 会 社 購 入 会 社 商品又は役務 

の種類 
左の取引額 

甲又は乙の区分 供給依存度 甲又は乙の区分 購入依存度

 

 

 

百万円  ％  ％

 

 (8) 届出会社の間で共通又は相互に関連する仕入材料及び提供を受けている役務の有無（日本国内の

市場におけるものに限る。） 

  □ 無 

  □ 有 → 当該仕入材料及び提供を受けている役務に関する次の事項を記載すること。 

最近１年間の仕入額又は対価 仕入種目又は役務

の種類 甲 乙 

主たる仕入地域又は 

提供を受けている地域 
備  考 

 

 

 

百万円 

 

百万円   

 

 

 

百万円 

 

百万円   

 

 

 

百万円 

 

百万円   

 



３ 合併後存続又は設立する会社の概要 

 (1) 合併後存続又は設立する会社に関する事項 

（ふりがな） 

名  称 
 

 
（国 籍） （           ） 

 

合併後の資本金 

 

百万円

（現地通貨  ）

代表者の役職 

及び氏名 

 

 
 

 

合併後の総資産 

 

百万円

（現地通貨  ）

役 員 兼 任 の 状 況 

兼任役員数 
合併後存続又は設立する

会社の役員の総数 
所 在 地 

〒 

 

 

 甲 

人

乙 

人 人

設 立 年 月 日 
日本国内に支店その他 

営業所がある場合の名 

称及び所在地 

〒 

 

 

     年  月  日

主たる事業 
 

 

その他の事業 
 

 

取引所金融商品市場

等への上場の有無 

□ 上 場 → 金融商品市場名     【              】

【              】

□ 非上場 

 

(2) 合併後存続又は設立する会社の総株主の議決権の 100 分の 10 を超える議決権を保有する株主の

有無 

  □ 無 

  □ 有 → 当該株主に関する次の事項を記載すること。 
（ふりがな） 

氏名又は名称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権 

保有割合

 

 

 

  ％

 

(3) 合併後存続又は設立する会社が保有する株式に係る議決権の数の総株主の議決権の数に占める

割合が新たに 100 分の 50又は 100 分の 20 を超える他の会社の有無 

  □ 無 

  □ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

  ア 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 総資産 国内売上高 

議決権 

保有割合

 

 

 

  百万円 百万円 ％

 

 

 

 



  イ 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 総資産 国内売上高 

議決権 

保有割合

 

 

 

  百万円

（現地通貨  ）

百万円

（現地通貨  ）

％

 

(4) 合併後存続又は設立する会社の最終親会社の新たな子会社（２(2)イに該当するものを除く。）の

有無（国内売上高が 30億円を超えるものに限る。） 

  □ 無 

  □ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

  ア 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 総資産 国内売上高 

議決権 

保有割合

 

 

 

  百万円 百万円 ％

 

  イ 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 総資産 国内売上高 

議決権 

保有割合

 

 

 

  百万円

（現地通貨  ）

百万円

（現地通貨  ）

％

 

(5) 合併後存続又は設立する会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する株式に係る議決

権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が新たに 100 分の 20 を超える会社（２(2)

イ，２(3)及び(4)に該当するものを除く。）の有無（国内売上高が 30億円を超えるものに限る。） 

  □ 無 

  □ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

  ア 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権 

保有割合

 

 

 

  ％

 

  イ 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権 

保有割合

 

 

 

  ％

 



４ 届出会社の国内の市場における地位 

(1) 届出会社甲の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等が保有する

株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20 を超える会

社を含む。），届出会社乙の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等

が保有する株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20

を超える会社を含む。）及びこれらの会社等の他合併後存続又は設立する会社の最終親会社の新た

な子会社又は合併後存続又は設立する会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する株式

に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が新たに 100 分の 20 を超える

会社となる会社等（国内売上高が 30 億円を超えるものに限る。）の間で，国内の同一の事業地域内

で同一の商品又は役務について競合する場合 

  商品又は役務の種類【         】 事業地域【         】 
同業者の中にお

いて占める地位 
名  称 市場占拠率 第１位との格差 備  考 

第 １ 位  ％ －  

第 ２ 位  ％   

第 ３ 位  ％   

第  位  ％   

第  位  ％   

第  位 合併後の地位及び市場占拠率 ％   

全業者数                      社 

市場占拠率等の算出の根拠となった資料等【                        】 

 

  商品又は役務の種類【         】 事業地域【         】 
同業者の中にお

いて占める地位 
名  称 市場占拠率 第１位との格差 備  考 

第 １ 位  ％ －  

第 ２ 位  ％   

第 ３ 位  ％   

第  位  ％   

第  位  ％   

第  位 合併後の地位及び市場占拠率 ％   

全業者数                      社 

市場占拠率等の算出の根拠となった資料等【                        】 

 



(2) 届出会社甲の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等が保有する

株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20 を超える会

社を含む。），届出会社乙の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等

が保有する株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20

を超える会社を含む。）及びこれらの会社等の他合併後存続又は設立する会社の最終親会社の新た

な子会社又は合併後存続又は設立する会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する株式

に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が新たに 100 分の 20 を超える

会社となる会社等（国内売上高が 30 億円を超えるものに限る。）の間で，国内の同一の事業地域内

か否かにかかわらず同一の商品若しくは役務について競合しない場合又は異なる事業地域におい

て同一の商品若しくは役務を供給している場合 

ア 届出会社甲の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等が保有す

る株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20 を超え

る会社を含む。） 

商品又は役務の種類【         】 事業地域【         】 
同業者の中にお

いて占める地位 
名  称 市場占拠率 第１位との格差 備  考 

第 １ 位  ％ －  

第 ２ 位  ％   

第 ３ 位  ％   

第  位  ％   

全業者数                      社 

市場占拠率等の算出の根拠となった資料等【                        】 

 

イ 届出会社乙の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等が保有す

る株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20 を超え

る会社を含む。） 

商品又は役務の種類【         】 事業地域【         】 
同業者の中にお

いて占める地位 
名  称 市場占拠率 第１位との格差 備  考 

第 １ 位  ％ －  

第 ２ 位  ％   

第 ３ 位  ％   

第  位  ％   

全業者数                      社 

市場占拠率等の算出の根拠となった資料等【                        】 

 

  ウ 合併後存続又は設立する会社の最終親会社の新たな子会社又は合併後存続又は設立する会社

の属する企業結合集団に属する会社等が保有する株式に係る議決権の数を合計した数の総株主

の議決権の数に占める割合が新たに 100 分の 20を超える会社となる会社等（ア及びイを除く。） 

   商品又は役務の種類【         】 事業地域【         】 
同業者の中にお

いて占める地位 
名  称 市場占拠率 第１位との格差 備  考 

第 １ 位  ％ －  

第 ２ 位  ％   

第 ３ 位  ％   

第  位  ％   

全業者数                      社 

市場占拠率等の算出の根拠となった資料等【                        】 



５ 合併に関する計画として採ることとする措置の内容及びその期限 

採ることとする措置の具体的内容 採ることとする措置の履行期限

 

 

 

 

 

年  月  日

 

６ その他参考となるべき事項 

様式の項目 事   項 

  

 

 

 

 

 



記載上の注意事項（下記の項目の番号は，様式の項目番号による。） 

 

１ 届出の概要 

(1) 届出会社に関する事項の概要 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 最近５年以内に名称を変更した場合は，旧名称を付記すること。 

ウ 届出会社が外国会社である場合は，名称の欄の（ ）内に，国籍を付記すること。 

エ 国内売上高合計額とは，法第 10条第２項に規定する国内売上高合計額をいう。 

オ 国内売上高合計額については，百万円未満を切り捨てること。 

カ 国内売上高を算出する際には，売上高を期中平均相場等決算時の処理において用いる為替相場で邦

貨換算すること。その際に用いた為替相場の算出方法を「６ その他参考となるべき事項」の欄に記

載すること。 

(2) 合併後存続又は設立する会社に関する事項の概要 

名称が甲と同じ場合は，□にレ印を付すことで，その記載を省略できる。 

 

２ 届出会社の概要 

(1) 届出会社に関する事項 

ア 届出会社が国内の会社である場合は，国籍，日本国内に支店その他営業所がある場合の名称及び所

在地並びに現地通貨については，記載を要しない。 

イ 届出会社が外国会社である場合は，名称の欄の（ ）内に，国籍を付記すること。 

ウ 資本金は，最終の貸借対照表による資本金の金額を記載すること。 

エ 総資産は，最終の貸借対照表による総資産の金額を記載すること。 

オ 売上高は，最終の貸借対照表と共に作成した損益計算書による売上高の金額を記載すること。 

カ 資本金，総資産及び売上高については，百万円未満を切り捨てること。 

キ 届出会社が外国会社である場合，資本金，総資産及び売上高については，期中平均相場等決算時の

処理において用いる為替相場で邦貨換算すること。その際に用いた為替相場の算出方法を「６ その

他参考となるべき事項」の欄に記載すること。総資産は，その外国会社単独の総資産を記載すること。

ただし，やむを得ない事情がある場合は，連結決算書による総資産をもって代えることができる。こ

の場合は，連結決算書による総資産であることを「６ その他参考となるべき事項」の欄に記載する

こと。 

ク 主たる事業は，国内において最も売上額の多い事業を記載すること。その他の事業は，主たる事業

以外の事業を売上額の多い順に記載すること。 

ケ 「常時使用する従業員」とは，事業主又は法人と雇用関係にある者であって，その雇用契約の内容

に常雇する旨が積極ないし消極に示されている者をいい，事業主及び法人の役員若しくは臨時の従業

員（労働基準法（昭和 22年法律第 49 号）第 21 条に定める「解雇の予告を必要としない者」をいう。）

はこれに含まない。 

コ 「取引所金融商品市場等への上場の有無」については，該当する□にレ印を付し，届出会社がその

株式を金融商品取引法（昭和 23 年法律第 25号）第２条第 17項に規定する取引所金融商品市場若しく

は同条第８項第３号ロに規定する外国金融商品市場又は同法第 67 条第２項に規定する店頭売買有価

証券市場若しくはこれに類似する市場で外国に所在するもの（以下「取引所金融商品市場等」という。）

に上場している場合は，取引所金融商品市場等の名称及び取引所金融商品市場等を開設する者の名称

を記載すること。複数の取引所金融商品市場等に上場している場合は，そのすべてを記載すること。 

サ 届出会社が国内の会社であって事務上の連絡先の所在地が甲若しくは乙の名称及び所在地と同じで

ある場合又は外国会社であって事務上の連絡先の所在地が甲若しくは乙の名称及び日本国内における

支店その他営業所の所在地と同じである場合は，□にレ印を付すことで，その記載を省略することが

できる。 

(2) 届出会社の属する企業結合集団の概要 

ア 最終親会社とは，届出会社の親会社であって他の会社の子会社でないものをいい，届出会社に親会

社がない場合は，当該届出会社をいう。 

イ 子会社とは，法第 10条第６項に規定する子会社をいう。 

ウ 最終親会社が国内の会社である場合は，国籍，日本国内に支店その他営業所がある場合の名称及び



所在地並びに現地通貨については，記載を要しない。 

エ 最終親会社が外国会社である場合は，名称の欄の（ ）内に，国籍を付記すること。 

オ 資本金，総資産，売上高，主たる事業，その他の事業，常時使用する従業員数及び取引所金融商品

市場等への上場の有無については，(1)に準じて記載すること。 

カ 届出会社との関係は，以下の選択肢の中から該当する記号を選択し，記載すること。複数の選択肢

に該当する場合は，そのすべてを記載すること。 

Ａ 当該会社と届出会社は，同種の商品又は役務を供給している（取引段階を異にする場合を除く。）。 

Ｂ 当該会社は，届出会社から商品又は役務の供給を受けている。 

Ｃ 当該会社は，届出会社に商品又は役務を供給している。 

Ｄ 当該会社と届出会社は，同種の商品又は役務を異なる市場に供給している。 

Ｅ 当該会社と届出会社は，関連性のある異種の商品又は役務を供給している。 

Ｆ ＡからＥまでのいずれにも該当しない。 

キ 最終親会社の子会社の有無については，該当する□にレ印を付すこと。 

ク 主たる事業地域は，主たる事業について記載すること。 

ケ 国内売上高については，法第 10条第２項に規定する国内売上高を記載すること。 

  なお，国内売上高の欄には，国内売上高に代えて，売上高を記載することができる。売上高を記載

した場合には，記載した売上高の金額に下線を付すこと。 

コ 議決権保有割合とは，届出会社の属する企業結合集団に属する会社等が取得し，又は所有する（以

下この記載上の注意事項において「保有する」という。）届出会社の最終親会社の子会社の株式に係る

議決権の数を合計した数の当該子会社の総株主の議決権の数に占める割合をいう。 

サ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

シ 会社の記載は，議決権保有割合の多い順とする。 

(3) 届出会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する株式に係る議決権の数を合計した数の総株

主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20を超える会社（届出会社及び(2)イに該当するものを除く。）

の有無（国内売上高が 30億円を超えるものに限る。） 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 主たる事業については，(1)に準じて記載すること。 

ウ 主たる事業地域，届出会社との関係及び会社の記載順については，(2)に準じて記載すること。 

エ 議決権保有割合とは，届出会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する会社の株式に係る

議決権の数を合計した数の当該会社の総株主の議決権の数に占める割合をいう。 

オ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

(4) 届出会社の総株主の議決権の 100 分の 10 を超える議決権を保有する株主（最終親会社，(2)イ及び(3)

に該当するものを除く。）の有無 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 株主が外国会社である場合は，氏名又は名称の欄にその国籍を付記すること。 

ウ 主たる事業については，(1)に準じて記載すること。 

エ 主たる事業地域及び届出会社との関係については，(2)に準じて記載すること。 

オ 議決権保有割合とは，届出会社の株主が保有する当該届出会社の株式に係る議決権の数の当該届出

会社の総株主の議決権の数に占める割合をいう。 

カ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

キ 株主の記載は，議決権保有割合の多い順とする。 

(5) 届出会社が保有する株式に係る議決権の数の総株主の議決権の数に占める割合が100分の10を超える

会社（(2)イ及び(3)に該当するものを除く。）の有無（国内売上高が 30 億円を超えるものに限る。） 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 主たる事業については，(1)に準じて記載すること。 

ウ 主たる事業地域，届出会社との関係及び会社の記載順については，(2)に準じて記載すること。 

エ 議決権保有割合とは，届出会社が保有する会社の株式に係る議決権の数の当該会社の総株主の議決

権の数に占める割合をいう。 

オ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

(6) 届出会社の商品又は役務の種類別の年間事業実績等（日本国内における事業に限る。） 

ア 商品又は役務の種類は，日本標準産業分類に掲げる大分類Ｆ-製造業に係るものについては，工業統



計調査規則（昭和 26 年通商産業省令第 81 号）に基づく工業統計調査用産業分類の６けたの分類に準

拠するものとし，その他の事業に係るものについては，日本標準産業分類の細分類（４けた分類）に

準拠するものとする。 

イ 総販売額に占める割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

ウ 事業地域については，商品又は役務の種類別に事業の実態に即して，その範囲を具体的に記載する

こと。 

(7) 届出会社相互間の取引関係（日本国内の市場におけるものに限る。） 

ア 商品又は役務の種類については，(6)に準じて記載すること。 

イ 供給（購入）依存度とは，供給（購入）会社の当該商品又は役務の総供給（総購入）額に占める届

出会社相互間の取引額の百分比をいう。 

(8) 届出会社の間で共通又は相互に関連する仕入材料及び提供を受けている役務の有無（日本国内の市場

におけるものに限る。） 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 仕入材料及び提供を受けている役務の種類が多数ある場合は，仕入額又は対価が多いもの（総仕入

額若しくは対価の合計に占める割合が10％以上のもの又は同業者の中において占める地位が第３位以

内のもの若しくは市場占拠率が 10％以上のもの）等主要なものについて比較して記載すること。 

 
３ 合併後存続又は設立する会社の概要 

 (1) 合併後存続又は設立する会社に関する事項 

ア 合併後存続又は設立する会社が国内の会社である場合は，国籍，日本国内に支店その他営業所があ

る場合の名称及び所在地並びに現地通貨については，記載を要しない。 

イ 合併後存続又は設立する会社が外国会社である場合は，名称の欄の（ ）内に，国籍を付記するこ

と。 

ウ 合併後の資本金，合併後の総資産，主たる事業，その他の事業及び取引所金融商品市場等への上場

の有無については，２(1)に準じて記載すること。 

エ 兼任役員数とは，届出会社の属する企業結合集団に属する会社等の役員又は従業員で合併後存続又

は設立する会社の役員を兼任する者の数をいう。 

(2) 合併後存続又は設立する会社の総株主の議決権の 100 分の 10を超える議決権を保有する株主の有無 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 株主が外国会社である場合は，氏名又は名称の欄にその国籍を付記すること。 

ウ 主たる事業については，２(1)に準じて記載すること。 

エ 主たる事業地域については，２(2)に準じて記載すること。 

オ 議決権保有割合とは，合併後存続又は設立する会社の株主が保有する当該会社の株式に係る議決権

の数の当該会社の総株主の議決権の数に占める割合をいう。 

カ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

キ 株主の記載は，議決権保有割合の多い順とする。 

(3) 合併後存続又は設立する会社が保有する株式に係る議決権の数の総株主の議決権の数に占める割合が

新たに 100 分の 50 又は 100 分の 20 を超える他の会社の有無 

ア 合併後存続又は設立する会社が当該合併により他の会社の株式の取得をしようとする場合に記載す

ること。 

イ 該当する□にレ印を付すこと。 

ウ 他の会社とは，その国内売上高とその子会社の国内売上高を合計した額が 50 億円を超えるものをい

う。他の会社の国内売上高とその子会社の国内売上高を合計する方法は，法第 10 条第２項に規定する

株式発行会社の国内売上高及びその子会社の国内売上高を合計する方法に準ずるものとする。 

エ 主たる事業及び総資産については，２(1)に準じて記載すること。 

オ 主たる事業地域，国内売上高及び会社の記載順については，２(2)に準じて記載すること。 

カ 議決権保有割合とは，合併後存続又は設立する会社が当該取得の後において所有することとなる他

の会社の株式に係る議決権の数と，当該会社の属する企業結合集団に属する当該会社以外の会社等が

所有する当該他の会社の株式に係る議決権の数とを合計した議決権の数の当該他の会社の総株主の議

決権の数に占める割合をいう。 

キ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 



(4) 合併後存続又は設立する会社の最終親会社の新たな子会社（２(2)イに該当するものを除く。）の有無

（国内売上高が 30 億円を超えるものに限る。） 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 最終親会社及び子会社については，２(2)に同じ。 

ウ 主たる事業及び総資産については，２(1)に準じて記載すること。 

エ 主たる事業地域，国内売上高及び会社の記載順については，２(2)に準じて記載すること。 

オ 議決権保有割合とは，合併後存続又は設立する会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有す

る当該会社の最終親会社の子会社の株式に係る議決権の数を合計した数の当該子会社の総株主の議決

権の数に占める割合をいう。 

カ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

(5) 合併後存続又は設立する会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する株式に係る議決権の数

を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が新たに 100 分の 20 を超える会社（２(2)イ，２(3)

及び(4)に該当するものを除く。）の有無（国内売上高が 30億円を超えるものに限る。） 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 主たる事業については，２(1)に準じて記載すること。 

ウ 主たる事業地域及び会社の記載順については，２(2)に準じて記載すること。 

エ 議決権保有割合とは，合併後存続又は設立する会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有す

る会社の株式に係る議決権の数を合計した数の当該会社の総株主の議決権の数に占める割合をいう。 

オ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

 
４ 届出会社の国内の市場における地位 
ア 最終親会社及び子会社については，２(2)に同じ。 

イ 供給する商品又は役務の種類が多数ある場合は，販売金額が多いもの（総販売金額に占める割合が

10％以上のもの又は同業者の中において占める地位が第３位以内のもの若しくは市場占拠率が10％以

上のもの）等主要なものについて比較して記載すること。 

ウ 名称欄には，届出会社甲の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等

が保有する株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が100分の20を超

える会社を含む。）を「企業結合集団甲」と，届出会社乙の属する企業結合集団に属する会社等（当該

企業結合集団に属する会社等が保有する株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に

占める割合が 100 分の 20 を超える会社を含む。）を「企業結合集団乙」とまとめて記載し，主要な同

業者についてはその名称を記載すること。 

エ 主要な同業者（名称欄で記載した「企業結合集団甲」及び「企業結合集団乙」に含まれる会社を除

く。）については，原則として第３位まで記載すること。また，項目(1)では，名称欄で記載した「企

業結合集団甲」及び「企業結合集団乙」に含まれる会社については，順位に関係なく記載すること。 

オ 市場占拠率については，推定により記載した場合は，「推定」と付記すること。 

カ 順位については，10 位以下の場合は，「10 位以下」と記載することができる。この場合は，同業者

の名称及び市場占拠率の記載を省略することができる。 

キ 備考欄には，名称欄で記載した「企業結合集団甲」及び「企業結合集団乙」に含まれる会社の名称

と当該会社の市場占拠率を内訳として記載すること。その際，合併後存続又は設立する会社の最終親

会社の新たな子会社又は合併後存続又は設立する会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有す

る株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が新たに100分の20を超え

る会社となる会社（国内売上高が 30億円を超えるものに限る。）については，「企業結合集団甲」に含

めて記載することとする。 

 
５ 合併に関する計画として採ることとする措置の内容及びその期限 
  合併の計画に当たり，特段の措置を採る場合は，その具体的内容及びその履行期限を記載すること。複

数の措置を採り履行期限が異なる場合は措置ごとに履行期限を記載すること。 



 

 
 

 
 

様式第９号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ4とする。） 

 

法第 15 条の２第２項の規定による共同新設分割に関する計画届出書 
 

平成  年  月  日 
公 正 取 引 委 員 会 殿 

名  称 

代表者の役職 氏名                

（代理人の住所 氏名）             印 

 

名  称 

代表者の役職 氏名                

（代理人の住所 氏名）             印 

 
 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第 15 条の２第２項の規定により，昭和 28 年公正取

引委員会規則第１号第５条の２第４項に掲げる書類を添え，下記のとおり届け出ます。 
 

記 

 
１ 届出の概要 

 (1) 届出会社に関する事項の概要 

 甲 乙 

（ふりがな） 

名   称 
 

 

 

（国  籍） （            ） （            ） 

設立準拠法   

区  分 
□ 事業の全部分割 

□ 事業の重要部分の分割 

□ 事業の全部分割 

□ 事業の重要部分の分割 

国内売上高合計額又は分

割部分に係る国内売上高 

  百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

  百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

分割する事業又は 

事業の重要部分の概要 

 

 

 

 

 

共同新設分割予定期日 年  月  日  

 

 (2) 共同新設分割の目的・理由・経緯・方法 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

 
 

２ 届出会社の概要 

 (1) 届出会社に関する事項 

 甲 乙 

（ふりがな） 

名   称 
 

 

 

（国  籍） （            ） （            ） 

所 在 地 

〒 

 

 

〒 

日本国内に支店その他

営業所がある場合の名

称及び所在地 

〒 〒 

資 本 金 
百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

総 資 産 
百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

売 上 高 
百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

主たる事業 
 

 

 

その他の事業 
 

 

 

常時使用する従業員数 人 人

設立年月日 年  月  日 年  月  日

決算の時期 月 月

取引所金融商品市場

等への上場の有無 

□ 上 場 → 金融商品市場名 

  【               】

  【               】

□ 非上場 

□ 上 場 → 金融商品市場名 

  【               】

  【               】

□ 非上場 

担当部署   

所在地 

□ 甲の国内における名称及び所在地に同じ 

〒 

 

□ 乙の国内における名称及び所在地に同じ 

〒 

担当者   

事
務
上
の
連
絡
先 

電話番号      －     －      －     － 

 

 (2) 分割する事業の内容 

  ア 甲 

   (ｱ) 内容の説明 

 

 

   (ｲ) 所在地，数量，帳簿価格等の的確な表示 

 

 



 

 
 

 
 

  イ 乙 

   (ｱ) 内容の説明 

 

 

   (ｲ) 所在地，数量，帳簿価格等の的確な表示 

 

 

 

 (3) 届出会社の属する企業結合集団の概要 

  ア 最終親会社の概要（届出会社が最終親会社である場合はイから記載すること。） 

 甲 乙 

（ふりがな） 

名   称 
（国 籍） （            ） （            ） 

設立準拠法   

所 在 地 

〒 

 

 

〒 

日本国内に支店その他

営業所がある場合の名

称及び所在地 

〒 〒 

資 本 金 
百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

総 資 産 
百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

売 上 高 
百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

主たる事業 

その他の事業 

常時使用する従業員数 人 人

設立年月日 年  月  日 年  月  日

決算の時期   月   月

届出会社との関係 甲 乙 甲 乙 

取引所金融商品市場

等への上場の有無 

□ 上 場 → 金融商品市場名 

【              】

【              】

□ 非上場 

□ 上 場 → 金融商品市場名 

【              】

【              】

□ 非上場 



 

 
 

 
 

  イ 最終親会社の子会社（届出会社を除く。）の有無（国内売上高が 30億円を超えるものに限る。） 

(ｱ) 甲 

□ 無 

□ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

    ａ 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 総資産 国内売上高 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

  百万円 百万円 ％ 甲 乙 

 

    ｂ 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 総資産 国内売上高 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

  百万円

（現地通貨  ）

百万円

 

（現地通貨  ）

％ 甲 乙 

 

(ｲ) 乙 

□ 無 

□ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

    ａ 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 総資産 国内売上高 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

  百万円 百万円 ％ 甲 乙 

 

    ｂ 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 総資産 国内売上高 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

  百万円

（現地通貨  ）

百万円

 

（現地通貨  ）

％ 甲 乙 

 

 (4) 届出会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する株式に係る議決権の数を合計した数の

総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20を超える会社（届出会社及び(3)イに該当するもの

を除く。）の有無（国内売上高が 30億円を超えるものに限る。） 

ア 甲 

□ 無 

□ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

   (ｱ) 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 



 

 
 

 
 

   (ｲ) 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

イ 乙 

□ 無 

□ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

   (ｱ) 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

   (ｲ) 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

 (5) 届出会社の総株主の議決権の 100 分の 10を超える議決権を保有する株主（最終親会社，(3)イ及

び(4)に該当するものを除く。）の有無 

  ア 甲 

   □ 無 

   □ 有 → 当該株主に関する次の事項を記載すること。 

（ふりがな） 

氏名又は名称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

  イ 乙 

   □ 無 

   □ 有 → 当該株主に関する次の事項を記載すること。 

（ふりがな） 

氏名又は名称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 



 

 
 

 
 

(6) 届出会社が保有する株式に係る議決権の数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 10 を

超える会社（(3)イ及び(4)に該当するものを除く。）の有無（国内売上高が 30 億円を超えるものに

限る。） 

  ア 甲 

   □ 無 

   □ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

   (ｱ) 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

   (ｲ) 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

  イ 乙 

   □ 無 

   □ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

   (ｱ) 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

   (ｲ) 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

 (7) 届出会社の商品又は役務の種類別の年間事業実績等（日本国内における事業に限る。） 

  ア 甲 

年間事業実績（    年  月期） 商品又は役務 

の種類 生産数量 販売数量 販売金額 

総販売額に 

占める割合 
事業地域 

 

 

 

   ％  

  （計） 百万円 100.0％  

 



 

 
 

 
 

  イ 乙 

年間事業実績（    年  月期） 商品又は役務 

の種類 生産数量 販売数量 販売金額 

総販売額に 

占める割合 
事業地域 

 

 

 

   ％  

  （計） 百万円 100.0％  

 

(8) 届出会社相互間の取引関係（日本国内の市場におけるものに限る。） 

供 給 会 社 購 入 会 社 商品又は役務 

の種類 
左の取引額 

甲又は乙の区分 供給依存度 甲又は乙の区分 購入依存度

 

 

 

百万円  ％  ％

 

 (9) 届出会社の分割部分の事業に共通又は相互に関連する仕入材料及び提供を受けている役務の有無

（日本国内の市場におけるものに限る。） 

  □ 無  

  □ 有 → 当該仕入材料及び提供を受けている役務に関する次の事項を記載すること。 
最近１年間の仕入額又は対価 仕入種目又は役務

の種類 甲 乙 

主たる仕入地域又は 

提供を受けている地域 
備  考 

 

 

 

百万円 

 

百万円   

 

 

 

百万円 

 

百万円   

 

 

 

百万円 

 

百万円   

 



 

 
 

 
 

３ 共同新設分割により設立する会社の概要 

 (1) 共同新設分割により設立する会社に関する事項 

（ふりがな） 

名  称 
 

 
（国 籍） （           ） 

 

設立後の資本金 

 

百万円

（現地通貨  ）

代表者の役職 

及び氏名 

 

 
 

 

設立後の総資産 

 

百万円

（現地通貨  ）

役 員 兼 任 の 状 況 

兼任役員数 
共同新設分割により設立

する会社の役員の総数 所 在 地 

〒 

 

 

 甲 

人
（ 人）

乙 

人
（ 人） 人 

届 出 会 社 と の 関 係 

日本国内に支店その他

営業所がある場合の名

称及び所在地 

〒 

 

 

 甲 乙 

主たる事業 
 

 設 立 年 月 日 

その他の事業 
 

     年  月  日

取引所金融商品市場

等への上場の有無 

□ 上 場 → 金融商品市場名     【             】 

【             】 

□ 非上場 

 

 (2) 共同新設分割により設立する会社の総株主の議決権の 100 分の 10 を超える議決権を保有する株

主の有無 

  □ 無 

  □ 有 → 当該株主に関する次の事項を記載すること。 
（ふりがな） 

氏名又は名称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権 

保有割合

 

 

 

  ％

 

(3) 共同新設分割により設立する会社が保有する株式に係る議決権の数の総株主の議決権の数に占め

る割合が新たに 100 分の 50 又は 100 分の 20を超える他の会社の有無 

  □ 無 

  □ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

  ア 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 総資産 国内売上高 

議決権 

保有割合

 

 

 

  百万円 百万円 ％

 

 

 

 



 

 
 

 
 

 イ 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 総資産 国内売上高 

議決権 

保有割合

 

 

 

  百万円

（現地通貨  ）

百万円

（現地通貨  ）

％

 

 (4) 共同新設分割により設立する会社の最終親会社の新たな子会社（２(3)イに該当するものを除

く。）の有無（国内売上高が 30億円を超えるものに限る。） 

  □ 無 

  □ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

  ア 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 総資産 国内売上高 

議決権 

保有割合

 

 

 

  百万円 百万円 ％

 

  イ 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 総資産 国内売上高 

議決権 

保有割合

 

 

 

  百万円

（現地通貨  ）

百万円

（現地通貨  ）

％

 

(5) 共同新設分割により設立する会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する株式に係る議

決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が新たに 100 分の 20 を超える会社（２

(3)イ，２(4)及び(4)に該当するものを除く。）の有無（国内売上高が 30 億円を超えるものに限る。） 

  □ 無 

  □ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

  ア 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権 

保有割合

 

 

 

  ％

 

  イ 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権 

保有割合

 

 

 

  ％

 



 

 
 

 
 

４ 届出会社の国内の市場における地位 

(1) 届出会社甲の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等が保有する

株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20 を超える会

社を含む。），届出会社乙の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等

が保有する株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20

を超える会社を含む。）及びこれらの会社等の他共同新設分割により設立する会社の最終親会社の

新たな子会社又は共同新設分割により設立する会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有

する株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が新たに 100 分の 20

を超える会社となる会社等（国内売上高が 30 億円を超えるものに限る。）の間で，国内の同一の事

業地域内で同一の商品又は役務について競合する場合 

  商品又は役務の種類【         】 事業地域【         】 
同業者の中にお

いて占める地位 名  称 市場占拠率 第１位との格差 備  考 

第 １ 位  ％ －  

第 ２ 位  ％   

第 ３ 位  ％   

第  位  ％   

第  位  ％   

第  位 分割後の地位及び市場占拠率 ％   

全業者数                      社 

市場占拠率等の算出の根拠となった資料等【                        】 

 

  商品又は役務の種類【         】 事業地域【         】 
同業者の中にお

いて占める地位 
名  称 市場占拠率 第１位との格差 備  考 

第 １ 位  ％ －  

第 ２ 位  ％   

第 ３ 位  ％   

第  位  ％   

第  位  ％   

第  位 分割後の地位及び市場占拠率 ％   

全業者数                      社 

市場占拠率等の算出の根拠となった資料等【                        】 

 



 

 
 

 
 

(2) 届出会社甲の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等が保有する

株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20 を超える会

社を含む。），届出会社乙の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等

が保有する株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20

を超える会社を含む。）及びこれらの会社等の他共同新設分割により設立する会社の最終親会社の

新たな子会社又は共同新設分割により設立する会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有

する株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が新たに 100 分の 20

を超える会社となる会社等（国内売上高が 30 億円を超えるものに限る。）の間で，国内の同一の事

業地域内か否かにかかわらず同一の商品若しくは役務について競合しない場合又は異なる事業地

域において同一の商品若しくは役務を供給している場合 

ア 届出会社甲の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等が保有す

る株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が 100分の 20を超え
る会社を含む。） 

   商品又は役務の種類【         】 事業地域【         】 
同業者の中にお

いて占める地位 
名  称 市場占拠率 第１位との格差 備  考 

第 １ 位  ％ －  

第 ２ 位  ％   

第 ３ 位  ％   

第  位  ％   

全業者数                      社 

市場占拠率等の算出の根拠となった資料等【                        】 

 

  イ 届出会社乙の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等が保有す

る株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20 を超え

る会社を含む。） 

   商品又は役務の種類【         】 事業地域【         】 
同業者の中にお

いて占める地位 
名  称 市場占拠率 第１位との格差 備  考 

第 １ 位  ％ －  

第 ２ 位  ％   

第 ３ 位  ％   

第  位  ％   

全業者数                      社 

市場占拠率等の算出の根拠となった資料等【                        】 

 



 

 
 

 
 

  ウ 共同新設分割により設立する会社の最終親会社の新たな子会社又は共同新設分割により設立

する会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する株式に係る議決権の数を合計した数

の総株主の議決権の数に占める割合が新たに 100 分の 20 を超える会社となる会社等（ア及びイ

を除く。） 

   商品又は役務の種類【         】 事業地域【         】 
同業者の中にお

いて占める地位 
名  称 市場占拠率 第１位との格差 備  考 

第 １ 位  ％ －  

第 ２ 位  ％   

第 ３ 位  ％   

第  位  ％   

全業者数                      社 

市場占拠率等の算出の根拠となった資料等【                        】 

 

５ 共同新設分割に関する計画として採ることとする措置の内容及びその期限 

採ることとする措置の具体的内容 採ることとする措置の履行期限

 

 

 

 

 

年  月  日

 

６ その他参考となるべき事項 

様式の項目 事   項 

  

 

 

 

 

 



 

 
 

 
 

記載上の注意事項（下記の項目の番号は，様式の項目番号による。） 

 

１ 届出の概要 

(1) 届出会社に関する事項の概要 

ア 最近５年以内に名称を変更した場合は，旧名称を付記すること。 

イ 届出会社が外国会社である場合は，名称の欄の（ ）内に，国籍を付記すること。 

ウ 区分については，次の区分に応じて記載すること。 

(ｱ) 事業の全部を分割しようとする場合にあっては，「□ 事業の全部分割」にレ印を付すこと。 

(ｲ) 事業の重要部分を分割しようとする場合にあっては，「□ 事業の重要部分の分割」にレ印を付す

こと。 

エ 国内売上高合計額とは，法第 10条第２項に規定する国内売上高合計額をいう。 

オ 国内売上高合計額については，百万円未満を切り捨てること。 

カ 国内売上高を算出する際には，売上高を期中平均相場等決算時の処理において用いる為替相場で邦

貨換算すること。その際に用いた為替相場の算出方法を「６ その他参考となるべき事項」の欄に記

載すること。 

 

２ 届出会社の概要 

(1) 届出会社に関する事項 

ア 届出会社が国内の会社である場合は，国籍，日本国内に支店その他営業所がある場合の名称及び所

在地並びに現地通貨については，記載を要しない。 

イ 届出会社が外国会社である場合は，名称の欄の（ ）内に，国籍を付記すること。 

ウ 資本金は，最終の貸借対照表による資本金の金額を記載すること。 

エ 総資産は，最終の貸借対照表による総資産の金額を記載すること。 

オ 売上高は，最終の貸借対照表と共に作成した損益計算書による売上高の金額を記載すること。 

カ 資本金，総資産及び売上高については，百万円未満を切り捨てること。 

キ 届出会社が外国会社である場合，資本金，総資産及び売上高については，期中平均相場等決算時の

処理において用いる為替相場で邦貨換算すること。その際に用いた為替相場の算出方法を「６ その

他参考となるべき事項」の欄に記載すること。総資産は，その外国会社単独の総資産を記載すること。

ただし，やむを得ない事情がある場合は，連結決算書による総資産をもって代えることができる。こ

の場合は，連結決算書による総資産であることを「６ その他参考となるべき事項」の欄に記載する

こと。 

ク 主たる事業は，国内において最も売上額の多い事業を記載すること。その他の事業は，主たる事業

以外の事業を売上額の多い順に記載すること。 

ケ 「常時使用する従業員」とは，事業主又は法人と雇用関係にある者であって，その雇用契約の内容

に常雇する旨が積極ないし消極に示されている者をいい，事業主及び法人の役員若しくは臨時の従業

員（労働基準法（昭和 22年法律第 49 号）第 21 条に定める「解雇の予告を必要としない者」をいう。）

はこれに含まない。 

コ 「取引所金融商品市場等への上場の有無」については，該当する□にレ印を付し，届出会社がその

株式を金融商品取引法（昭和 23 年法律第 25号）第２条第 17項に規定する取引所金融商品市場若しく

は同条第８項第３号ロに規定する外国金融商品市場又は同法第 67 条第２項に規定する店頭売買有価

証券市場若しくはこれに類似する市場で外国に所在するもの（以下「取引所金融商品市場等」という。）

に上場している場合は，取引所金融商品市場等の名称及び取引所金融商品市場等を開設する者の名称

を記載すること。複数の取引所金融商品市場等に上場している場合は，そのすべてを記載すること。 

サ 届出会社が国内の会社であって事務上の連絡先の所在地が甲若しくは乙の名称及び所在地と同じで

ある場合又は外国会社であって事務上の連絡先の所在地が甲若しくは乙の名称及び日本国内における

支店その他営業所の所在地と同じである場合は，□にレ印を付すことで，その記載を省略することが

できる。 

(3) 届出会社の属する企業結合集団の概要 

ア 最終親会社とは，届出会社の親会社であって他の会社の子会社でないものをいい，届出会社に親会

社がない場合は，当該届出会社をいう。 

イ 子会社とは，法第 10条第６項に規定する子会社をいう。 



 

 
 

 
 

ウ 最終親会社が国内の会社である場合は，国籍，日本国内に支店その他営業所がある場合の名称及び

所在地並びに現地通貨については，記載を要しない。 

エ 最終親会社が外国会社である場合は，名称の欄の（ ）内に，国籍を付記すること。 

オ 資本金，総資産，売上高，主たる事業，その他の事業，常時使用する従業員数及び取引所金融商品

市場等への上場の有無については，(1)に準じて記載すること。 

カ 届出会社との関係は，以下の選択肢の中から該当する記号を選択し，記載すること。複数の選択肢

に該当する場合は，そのすべてを記載すること。 

Ａ 当該会社と届出会社は，同種の商品又は役務を供給している（取引段階を異にする場合を除く。）。 

Ｂ 当該会社は，届出会社から商品又は役務の供給を受けている。 

Ｃ 当該会社は，届出会社に商品又は役務を供給している。 

Ｄ 当該会社と届出会社は，同種の商品又は役務を異なる市場に供給している。 

Ｅ 当該会社と届出会社は，関連性のある異種の商品又は役務を供給している。 

Ｆ ＡからＥまでのいずれにも該当しない。 

キ 最終親会社の子会社の有無については，該当する□にレ印を付すこと。 

ク 主たる事業地域は，主たる事業について記載すること。 

ケ 国内売上高については，法第 10条第２項に規定する国内売上高を記載すること。 

  なお，国内売上高の欄には，国内売上高に代えて，売上高を記載することができる。売上高を記載

した場合には，記載した売上高の金額に下線を付すこと。 

コ 議決権保有割合とは，届出会社の属する企業結合集団に属する会社等が取得し，又は所有する（以

下この記載上の注意事項において「保有する」という。）届出会社の最終親会社の子会社の株式に係る

議決権の数を合計した数の当該子会社の総株主の議決権の数に占める割合をいう。 

サ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

シ 会社の記載は，議決権保有割合の多い順とする。 

(4) 届出会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する株式に係る議決権の数を合計した数の総株

主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20を超える会社（届出会社及び(3)イに該当するものを除く。）

の有無（国内売上高が 30億円を超えるものに限る。） 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 主たる事業については，(1)に準じて記載すること。 

ウ 主たる事業地域，届出会社との関係及び会社の記載順については，(3)に準じて記載すること。 

エ 議決権保有割合とは，届出会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する会社の株式に係る

議決権の数を合計した数の当該会社の総株主の議決権の数に占める割合をいう。 

オ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

(5) 届出会社の総株主の議決権の 100 分の 10 を超える議決権を保有する株主（最終親会社，(3)イ及び(4)

に該当するものを除く。）の有無 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 株主が外国会社である場合は，氏名又は名称の欄にその国籍を付記すること。 

ウ 主たる事業については，(1)に準じて記載すること。 

エ 主たる事業地域及び届出会社との関係については，(3)に準じて記載すること。 

オ 議決権保有割合とは，届出会社の株主が保有する当該届出会社の株式に係る議決権の数の当該届出

会社の総株主の議決権の数に占める割合をいう。 

カ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

キ 株主の記載は，議決権保有割合の多い順とする。 

(6) 届出会社が保有する株式に係る議決権の数の総株主の議決権の数に占める割合が 100分の 10を超える

会社（(3)イ及び(4)に該当するものを除く。）の有無（国内売上高が 30 億円を超えるものに限る。） 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 主たる事業については，(1)に準じて記載すること。 

ウ 主たる事業地域，届出会社との関係及び会社の記載順については，(3)に準じて記載すること。 

エ 議決権保有割合とは，届出会社が保有する会社の株式に係る議決権の数の当該会社の総株主の議決

権の数に占める割合をいう。 

オ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

(7) 届出会社の商品又は役務の種類別の年間事業実績等（日本国内における事業に限る。） 



 

 
 

 
 

ア 商品又は役務の種類は，日本標準産業分類に掲げる大分類Ｆ-製造業に係るものについては，工業統

計調査規則（昭和 26 年通商産業省令第 81 号）に基づく工業統計調査用産業分類の６けたの分類に準

拠するものとし，その他の事業に係るものについては，日本標準産業分類の細分類（４けた分類）に

準拠するものとする。 

イ 総販売額に占める割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

ウ 事業地域については，商品又は役務の種類別に事業の実態に即して，その範囲を具体的に記載する

こと。 

(8) 届出会社相互間の取引関係（日本国内の市場におけるものに限る。） 

ア 商品又は役務の種類については，(7)に準じて記載すること。 

イ 供給（購入）依存度とは，供給（購入）会社の当該商品又は役務の総供給（総購入）額に占める届

出会社相互間の取引額の百分比をいう。 

(9) 届出会社の分割部分の事業に共通又は相互に関連する仕入材料及び提供を受けている役務の有無（日

本国内の市場におけるものに限る。） 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 仕入材料及び提供を受けている役務の種類が多数ある場合は，仕入額又は対価が多いもの（総仕入

額若しくは対価の合計に占める割合が 10％以上のもの又は同業者の中において占める地位が第３位

以内のもの若しくは市場占拠率が 10％以上のもの）等主要なものについて比較して記載すること。 

 

３ 共同新設分割により設立する会社の概要 

(1) 共同新設分割により設立する会社に関する事項 

ア 共同新設分割により設立する会社が国内の会社である場合は，国籍，日本国内に支店その他営業所

がある場合の名称及び所在地並びに現地通貨については，記載を要しない。 

イ 共同新設分割により設立する会社が外国会社である場合は，名称の欄の（ ）内に，国籍を付記す

ること。 

ウ 設立後の資本金，設立後の総資産，主たる事業，その他の事業及び取引所金融商品市場等への上場

の有無については，２(1)に準じて記載すること。 

エ 兼任役員数とは，届出会社の属する企業結合集団に属する会社等の役員又は従業員で共同新設分割

により設立する会社の役員を兼任する者の数をいう。（ ）内には，兼任役員数のうち届出会社の役員

又は従業員で共同新設分割により設立する会社の役員を兼任する者の数を記載すること。 

オ 届出会社との関係は，２(3)に準じて記載すること。 

(2) 共同新設分割により設立する会社の総株主の議決権の 100分の 10を超える議決権を保有する株主の有

無 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 株主が外国会社である場合は，氏名又は名称の欄にその国籍を付記すること。 

ウ 主たる事業については，２(1)に準じて記載すること。 

エ 主たる事業地域については，２(3)に準じて記載すること。 

オ 議決権保有割合とは，共同新設分割により設立する会社の株主が保有する当該会社の株式に係る議

決権の数の当該会社の総株主の議決権の数に占める割合をいう。 

カ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

キ 株主の記載は，議決権保有割合の多い順とする。 

(3) 共同新設分割により設立する会社が保有する株式に係る議決権の数の総株主の議決権の数に占める割

合が新たに 100 分の 50又は 100 分の 20を超える他の会社の有無 

ア 共同新設分割により設立する会社が当該共同新設分割により他の会社の株式の取得をしようとする

場合に記載すること。 

イ 該当する□にレ印を付すこと。 

ウ 他の会社とは，その国内売上高とその子会社の国内売上高を合計した額が 50 億円を超えるものをい

う。他の会社の国内売上高とその子会社の国内売上高を合計する方法は，法第 10 条第２項に規定する

株式発行会社の国内売上高及びその子会社の国内売上高を合計する方法に準ずるものとする。 

エ 主たる事業及び総資産については，２(1)に準じて記載すること。 

オ 主たる事業地域，国内売上高及び会社の記載順については，２(3)に準じて記載すること。 

カ 議決権保有割合とは，共同新設分割により設立する会社が当該取得の後において所有することとな



 

 
 

 
 

る他の会社の株式に係る議決権の数と，当該会社の属する企業結合集団に属する当該会社以外の会社

等が所有する当該他の会社の株式に係る議決権の数とを合計した議決権の数の当該他の会社の総株主

の議決権の数に占める割合をいう。 

キ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

(4) 共同新設分割により設立する会社の最終親会社の新たな子会社（２(3)イに該当するものを除く。）の

有無（国内売上高が 30億円を超えるものに限る。） 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 最終親会社及び子会社については，２(3)に同じ。 

ウ 主たる事業及び総資産については，２(1)に準じて記載すること。 

エ 主たる事業地域，国内売上高及び会社の記載順については，２(3)に準じて記載すること。 

オ 議決権保有割合とは，共同新設分割により設立する会社の属する企業結合集団に属する会社等が保

有する当該会社の最終親会社の子会社の株式に係る議決権の数を合計した数の当該子会社の総株主の

議決権の数に占める割合をいう。 

カ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

(5) 共同新設分割により設立する会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する株式に係る議決権

の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が新たに 100 分の 20 を超える会社（２(3)イ，２

(4)及び(4)に該当するものを除く。）の有無（国内売上高が 30億円を超えるものに限る。） 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 主たる事業については，２(1)に準じて記載すること。 

ウ 主たる事業地域及び会社の記載順については，２(3)に準じて記載すること。 

エ 議決権保有割合とは，共同新設分割により設立する会社の属する企業結合集団に属する会社等が保

有する会社の株式に係る議決権の数を合計した数の当該会社の総株主の議決権の数に占める割合をい

う。 

オ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

 

４ 届出会社の国内の市場における地位 

ア 最終親会社及び子会社については，２(3)に同じ。 

イ 供給する商品又は役務の種類が多数ある場合は，販売金額が多いもの（総販売金額に占める割合が

10％以上のもの又は同業者の中において占める地位が第３位以内のもの若しくは市場占拠率が10％以

上のもの）等主要なものについて比較して記載すること。 

ウ 名称欄には，届出会社甲の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等

が保有する株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が100分の20を超

える会社を含む。）を「企業結合集団甲」と，届出会社乙の属する企業結合集団に属する会社等（当該

企業結合集団に属する会社等が保有する株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に

占める割合が 100 分の 20 を超える会社を含む。）を「企業結合集団乙」とまとめて記載し，主要な同

業者についてはその名称を記載すること。 

エ 主要な同業者（名称欄で記載した「企業結合集団甲」及び「企業結合集団乙」に含まれる会社を除

く。）については，原則として第３位まで記載すること。また，項目(1)では，名称欄で記載した「企

業結合集団甲」及び「企業結合集団乙」に含まれる会社については，順位に関係なく記載すること。 

オ 市場占拠率については，推定により記載した場合は，「推定」と付記すること。 

カ 順位については，10 位以下の場合は，「10 位以下」と記載することができる。この場合は，同業者

の名称及び市場占拠率の記載を省略することができる。 

キ 備考欄には，名称欄で記載した「企業結合集団甲」及び「企業結合集団乙」に含まれる会社の名称

と当該会社の市場占拠率を内訳として記載すること。その際，共同新設分割により設立する会社の最

終親会社の新たな子会社又は共同新設分割により設立する会社の属する企業結合集団に属する会社等

が保有する株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が新たに 100 分の

20 を超える会社となる会社（国内売上高が 30 億円を超えるものに限る。）については，「企業結合集

団甲」に含めて記載することとする。 

 

５ 共同新設分割に関する計画として採ることとする措置の内容及びその期限 

共同新設分割の計画に当たり，特段の措置を採る場合は，その具体的内容及びその履行期限を記載する



 

 
 

 
 

こと。複数の措置を採り履行期限が異なる場合は措置ごとに履行期限を記載すること。 



 
 

 
 

様式第 10号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ4とする。） 

 

法第 15 条の２第３項の規定による吸収分割に関する計画届出書 

 

平成  年  月  日 

公 正 取 引 委 員 会 殿 

 

名  称 

代表者の役職 氏名             印 

（代理人の住所 氏名） 

 

名  称 

代表者の役職 氏名             印 

（代理人の住所 氏名） 

 

 

 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第 15 条の２第３項の規定により，昭和 28 年公正取

引委員会規則第１号第５条の２第４項に掲げる書類を添え，下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

１ 届出の概要 

 (1) 届出会社に関する事項の概要 

 （甲）承継する会社 （乙）分割する会社 

（ふりがな） 

名   称 
 

 

 

（国  籍） （          ） （          ） 

設立準拠法   

区  分 
□ 事業の全部分割 

□ 事業の重要部分の分割 

国内売上高合計額又は分

割部分に係る国内売上高

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

分割する事業又は 

事業の重要部分の概要 

 

吸収分割予定期日 年  月  日

 

 (2) 吸収分割の目的・理由・経緯・方法 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 
 

２ 届出会社の概要 

 (1) 届出会社に関する事項 

 甲 乙 

（ふりがな） 

名   称 
 

 
 

（国 籍） （            ） （            ） 

所 在 地 

〒 

 

 

〒 

日本国内に支店その他

営業所がある場合の名

称及び所在地 

〒 

 

 

〒 

資 本 金 
百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

総 資 産 
百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

売 上 高 
百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

主たる事業 
 

 

 

その他の事業 
 

 

 

常時使用する従業員数 人 人

設立年月日 年  月  日 年  月  日

決算の時期 月 月

取引所金融商品市場

等への上場の有無 

□ 上 場 → 金融商品市場名 

【              】

【              】

□ 非上場 

□ 上 場 → 金融商品市場名 

【               】

【               】

□ 非上場 

担当部署   

所在地 

□ 甲の国内における名称及び所在地に同じ 

〒 

 

□ 乙の国内における名称及び所在地に同じ 

〒 

担当者   

事
務
上
の
連
絡
先 

電話番号      －     －      －     － 

 

 (2) 分割する事業の内容 

  ア 内容の説明 

 

 

  イ 所在地，数量，帳簿価格等の的確な表示 

 

 



 
 

 
 

 (3) 届出会社の属する企業結合集団の概要 

  ア 最終親会社の概要（届出会社が最終親会社である場合はイから記載すること。） 

 甲 乙 

（ふりがな） 

名   称 
 

 

 

（国 籍） （            ） （            ） 

設立準拠法   

所 在 地 

〒 

 

 

〒 

日本国内に支店その他

営業所がある場合の名

称及び所在地 

〒 

 

 

〒 

資 本 金 
百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

総 資 産 
百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

売 上 高 
百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

主たる事業 
 

 

 

その他の事業 
 

 

 

常時使用する従業員数 人 人

設立年月日 年  月  日 年  月  日

決算の時期   月   月

届出会社との関係 甲 乙 甲 乙 

取引所金融商品市場

等への上場の有無 

□ 上 場 → 金融商品市場名 

【              】

【              】

□ 非上場 

□ 上 場 → 金融商品市場名 

【              】

【              】

□ 非上場 

 

  イ 最終親会社の子会社（届出会社を除く。）の有無（国内売上高が 30億円を超えるものに限る。） 

(ｱ) 甲 

□ 無 

□ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

    ａ 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 総資産 国内売上高 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

  百万円 百万円 ％ 甲 乙 

 

 

 

 



 
 

 
 

    ｂ 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 総資産 国内売上高 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

  百万円

（現地通貨  ）

百万円

 

（現地通貨  ）

％ 甲 乙 

 

(ｲ) 乙 

□ 無 

□ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

    ａ 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 総資産 国内売上高 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

  百万円 百万円 ％ 甲 乙 

 

    ｂ 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 総資産 国内売上高 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

  百万円

（現地通貨  ）

百万円

 

（現地通貨  ）

％ 甲 乙 

 

(4) 届出会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する株式に係る議決権の数を合計した数の

総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20を超える会社（届出会社及び(3)イに該当するもの

を除く。）の有無（国内売上高が 30億円を超えるものに限る。） 

ア 甲 

□ 無 

□ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

   (ｱ) 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

   (ｲ) 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 



 
 

 
 

イ 乙 

□ 無 

□ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

   (ｱ) 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

   (ｲ) 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

(5) 届出会社の総株主の議決権の 100 分の 10 を超える議決権を保有する株主（最終親会社，(3)イ及

び(4)に該当するものを除く。）の有無 

  ア 甲 

   □ 無 

   □ 有 → 当該株主に関する次の事項を記載すること。 

（ふりがな） 

氏名又は名称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

  イ 乙 

   □ 無 

   □ 有 → 当該株主に関する次の事項を記載すること。 

（ふりがな） 

氏名又は名称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 
 

(6) 届出会社が保有する株式に係る議決権の数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 10 を

超える会社（(3)イ及び(4)に該当するものを除く。）の有無（国内売上高が 30 億円を超えるものに

限る。） 

  ア 甲 

   □ 無 

   □ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

   (ｱ) 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

   (ｲ) 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

  イ 乙 

   □ 無 

   □ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

   (ｱ) 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

   (ｲ) 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

 (7) 届出会社の商品又は役務の種類別の年間事業実績等（日本国内における事業に限る。） 

  ア 甲 

年間事業実績（    年  月期） 商品又は役務 

の種類 生産数量 販売数量 販売金額 

総販売額に 

占める割合 
事業地域 

 

 

 

   ％  

  （計） 百万円 100.0％  

 

 

 



 
 

 
 

  イ 乙 

年間事業実績（    年  月期） 商品又は役務 

の種類 生産数量 販売数量 販売金額 

総販売額に 

占める割合 
事業地域 

 

 

 

   ％  

  （計） 百万円 100.0％  

 

(8) 届出会社相互間の取引関係（日本国内の市場におけるものに限る。） 

供 給 会 社 購 入 会 社 商品又は役務 

の種類 
左の取引額 

甲又は乙の区分 供給依存度 甲又は乙の区分 購入依存度

 

 

 

百万円  ％  ％

 

(9) 承継する会社の事業及び分割する会社の分割部分の事業双方に共通又は相互に関連する仕入材料

及び提供を受けている役務の有無（日本国内の市場におけるものに限る。） 

  □ 無 

  □ 有 → 当該仕入材料及び提供を受けている役務に関する次の事項を記載すること。 

最近１年間の仕入額又は対価 仕入種目又は役務

の種類 甲 乙 

主たる仕入地域又は 

提供を受けている地域 
備  考 

 

 

 

百万円 

 

百万円   

 

 

 

百万円 

 

百万円   

 

 

 

百万円 

 

百万円   

 



 
 

 
 

３ 承継後の会社の概要 

(1) 承継後の会社に関する事項 

（ふりがな） 

名  称 

 

（国 籍） （            ） 

 

承継後の資本金 

 

百万円

（現地通貨  ）

代表者の役職 

及び氏名 

 

 
 

 

承継後の総資産 

 

百万円

（現地通貨  ）

役 員 兼 任 の 状 況 

兼任役員数 
承継後の会社の 

役員の総数 
所 在 地 

〒 

 

 

 甲 

人
 

乙 

人
（ 人） 人 

届 出 会 社 乙 と の 関 係 

日本国内に支店その

他営業所がある場合

の名称及び所在地 

〒 

 

 

  

主たる事業 
 

 設 立 年 月 日 

その他の事業 
 

     年  月  日

取引所金融商品市場

等への上場の有無 

□ 上 場 → 金融商品市場名     【              】

【              】

□ 非上場 

 

 (2) 承継後の会社の総株主の議決権の 100 分の 10 を超える議決権を保有する株主の有無 

  □ 無 

  □ 有 → 当該株主に関する次の事項を記載すること。 
（ふりがな） 

氏名又は名称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権 

保有割合

 

 

 

  ％

 

 (3) 承継後の会社が保有する株式に係る議決権の数の総株主の議決権の数に占める割合が新たに 100

分の 50 又は 100 分の 20を超える他の会社の有無 

  □ 無 

  □ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

  ア 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 総資産 国内売上高 

議決権 

保有割合

 

 

 

  百万円 百万円 ％

 

 

 

 

 



 
 

 
 

  イ 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 総資産 国内売上高 

議決権 

保有割合

 

 

 

  百万円

（現地通貨  ）

百万円

（現地通貨  ）

％

 

 (4) 承継後の会社の最終親会社の新たな子会社（２(3)イに該当するものを除く。）の有無（国内売上

高が 30 億円を超えるものに限る。） 

  □ 無 

  □ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

  ア 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 総資産 国内売上高 

議決権 

保有割合

 

 

 

  百万円 百万円 ％

 

  イ 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 総資産 国内売上高 

議決権 

保有割合

 

 

 

  百万円

（現地通貨  ）

百万円

（現地通貨  ）

％

 

 (5) 承継後の会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する株式に係る議決権の数を合計した

数の総株主の議決権の数に占める割合が新たに 100 分の 20を超える会社（２(3)イ，２(4)及び(4)

に該当するものを除く。）の有無（国内売上高が 30億円を超えるものに限る。） 

  □ 無 

  □ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

  ア 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権 

保有割合

 

 

 

  ％

 

  イ 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権 

保有割合

 

 

 

  ％

 



 
 

 
 

４ 届出会社の国内の市場における地位 

(1) 届出会社甲の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等が保有する

株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20 を超える会

社を含む。），届出会社乙の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等

が保有する株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20

を超える会社を含む。）及びこれらの会社等の他承継後の会社の最終親会社の新たな子会社又は承

継後の会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する株式に係る議決権の数を合計した数

の総株主の議決権の数に占める割合が新たに 100 分の 20 を超える会社となる会社等（国内売上高

が 30億円を超えるものに限る。）の間で，国内の同一の事業地域内で同一の商品又は役務について

競合する場合 

  商品又は役務の種類【         】 事業地域【         】 
同業者の中にお

いて占める地位 
名  称 市場占拠率 第１位との格差 備  考 

第 １ 位  ％ －  

第 ２ 位  ％   

第 ３ 位  ％   

第  位  ％   

第  位  ％   

第  位 分割後の地位及び市場占拠率 ％   

全業者数                      社 

市場占拠率等の算出の根拠となった資料等【                        】 

 

  商品又は役務の種類【         】 事業地域【         】 
同業者の中にお

いて占める地位 
名  称 市場占拠率 第１位との格差 備  考 

第 １ 位  ％ －  

第 ２ 位  ％   

第 ３ 位  ％   

第  位  ％   

第  位  ％   

第  位 分割後の地位及び市場占拠率 ％   

全業者数                      社 

市場占拠率等の算出の根拠となった資料等【                        】 

 



 
 

 
 

(2) 届出会社甲の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等が保有する

株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20 を超える会

社を含む。），届出会社乙の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等

が保有する株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20

を超える会社を含む。）及びこれらの会社等の他承継後の会社の最終親会社の新たな子会社又は承

継後の会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する株式に係る議決権の数を合計した数

の総株主の議決権の数に占める割合が新たに 100 分の 20 を超える会社となる会社等（国内売上高

が 30億円を超えるものに限る。）の間で，国内の同一の事業地域内か否かにかかわらず同一の商品

若しくは役務について競合しない場合又は異なる事業地域において同一の商品若しくは役務を供

給している場合 

  ア 届出会社甲の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等が保有す

る株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20 を超え

る会社を含む。） 

   商品又は役務の種類【         】 事業地域【         】 
同業者の中にお

いて占める地位 
名  称 市場占拠率 第１位との格差 備  考 

第 １ 位  ％ －  

第 ２ 位  ％   

第 ３ 位  ％   

第  位  ％   

全業者数                      社 

市場占拠率等の算出の根拠となった資料等【                        】 

 

  イ 届出会社乙の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等が保有す

る株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20 を超え

る会社を含む。） 

   商品又は役務の種類【         】 事業地域【         】 
同業者の中にお

いて占める地位 
名  称 市場占拠率 第１位との格差 備  考 

第 １ 位  ％ －  

第 ２ 位  ％   

第 ３ 位  ％   

第  位  ％   

全業者数                      社 

市場占拠率等の算出の根拠となった資料等【                        】 

 

  ウ 承継後の会社の最終親会社の新たな子会社又は承継後の会社の属する企業結合集団に属する

会社等が保有する株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が新

たに 100 分の 20 を超える会社となる会社等（ア及びイを除く。） 

   商品又は役務の種類【         】 事業地域【         】 
同業者の中にお

いて占める地位 
名  称 市場占拠率 第１位との格差 備  考 

第 １ 位  ％ －  

第 ２ 位  ％   

第 ３ 位  ％   

第  位  ％   

全業者数                      社 

市場占拠率等の算出の根拠となった資料等【                        】 



 
 

 
 

５ 吸収分割に関する計画として採ることとする措置の内容及びその期限 

採ることとする措置の具体的内容 採ることとする措置の履行期限

 

 

 

 

 

年  月  日

 

６ その他参考となるべき事項 

様式の項目 事   項 

  

 

 

 

 



 
 

 
 

記載上の注意事項（下記の項目の番号は，様式の項目番号による。） 

 

１ 届出の概要 

(1) 届出会社に関する事項の概要 

ア 最近５年以内に名称を変更した場合は，旧名称を付記すること。 

イ 届出会社が外国会社である場合は，名称の欄の（ ）内に，国籍を付記すること。 

ウ 区分については，次の区分に応じて記載すること。 

(ｱ) 事業の全部を分割しようとする場合にあっては，「□ 事業の全部分割」にレ印を付すこと。 

(ｲ) 事業の重要部分を分割しようとする場合にあっては，「□ 事業の重要部分の分割」にレ印を付す

こと。 

エ 国内売上高合計額とは，法第 10条第２項に規定する国内売上高合計額をいう。 

オ 国内売上高合計額については，百万円未満を切り捨てること。 

カ 国内売上高を算出する際には，売上高を期中平均相場等決算時の処理において用いる為替相場で邦

貨換算すること。その際に用いた為替相場の算出方法を「６ その他参考となるべき事項」の欄に記

載すること。 

 

２ 届出会社の概要 

(1) 届出会社に関する事項 

ア 届出会社が国内の会社である場合は，国籍，日本国内に支店その他営業所がある場合の名称及び所

在地並びに現地通貨については，記載を要しない。 

イ 届出会社が外国会社である場合は，名称の欄の（ ）内に，国籍を付記すること。 

ウ 資本金は，最終の貸借対照表による資本金の金額を記載すること。 

エ 総資産は，最終の貸借対照表による総資産の金額を記載すること。 

オ 売上高は，最終の貸借対照表と共に作成した損益計算書による売上高の金額を記載すること。 

カ 資本金，総資産及び売上高については，百万円未満を切り捨てること。 

キ 届出会社が外国会社である場合，資本金，総資産及び売上高については，期中平均相場等決算時の

処理において用いる為替相場で邦貨換算すること。その際に用いた為替相場の算出方法を「６ その

他参考となるべき事項」の欄に記載すること。総資産は，その外国会社単独の総資産を記載すること。

ただし，やむを得ない事情がある場合は，連結決算書による総資産をもって代えることができる。こ

の場合は，連結決算書による総資産であることを「６ その他参考となるべき事項」の欄に記載する

こと。 

ク 主たる事業は，国内において最も売上額の多い事業を記載すること。その他の事業は，主たる事業

以外の事業を売上額の多い順に記載すること。 

ケ 「常時使用する従業員」とは，事業主又は法人と雇用関係にある者であって，その雇用契約の内容

に常雇する旨が積極ないし消極に示されている者をいい，事業主及び法人の役員若しくは臨時の従業

員（労働基準法（昭和 22年法律第 49 号）第 21 条に定める「解雇の予告を必要としない者」をいう。）

はこれに含まない。 

コ 「取引所金融商品市場等への上場の有無」については，該当する□にレ印を付し，届出会社がその

株式を金融商品取引法（昭和 23 年法律第 25号）第２条第 17項に規定する取引所金融商品市場若しく

は同条第８項第３号ロに規定する外国金融商品市場又は同法第 67 条第２項に規定する店頭売買有価

証券市場若しくはこれに類似する市場で外国に所在するもの（以下「取引所金融商品市場等」という。）

に上場している場合は，取引所金融商品市場等の名称及び取引所金融商品市場等を開設する者の名称

を記載すること。複数の取引所金融商品市場等に上場している場合は，そのすべてを記載すること。 

サ 届出会社が国内の会社であって事務上の連絡先の所在地が甲若しくは乙の名称及び所在地と同じで

ある場合又は外国会社であって事務上の連絡先の所在地が甲若しくは乙の名称及び日本国内における

支店その他営業所の所在地と同じである場合は，□にレ印を付すことで，その記載を省略することが

できる。 

(3) 届出会社の属する企業結合集団の概要 

ア 最終親会社とは，届出会社の親会社であって他の会社の子会社でないものをいい，届出会社に親会

社がない場合は，当該届出会社をいう。 

イ 子会社とは，法第 10条第６項に規定する子会社をいう。 



 
 

 
 

ウ 最終親会社が国内の会社である場合は，国籍，日本国内に支店その他営業所がある場合の名称及び

所在地並びに現地通貨については，記載を要しない。 

エ 最終親会社が外国会社である場合は，名称の欄の（ ）内に，国籍を付記すること。 

オ 資本金，総資産，売上高，主たる事業，その他の事業，常時使用する従業員数及び取引所金融商品

市場等への上場の有無については，(1)に準じて記載すること。 

カ 届出会社との関係は，以下の選択肢の中から該当する記号を選択し，記載すること。複数の選択肢

に該当する場合は，そのすべてを記載すること。 

Ａ 当該会社と届出会社は，同種の商品又は役務を供給している（取引段階を異にする場合を除く。）。 

Ｂ 当該会社は，届出会社から商品又は役務の供給を受けている。 

Ｃ 当該会社は，届出会社に商品又は役務を供給している。 

Ｄ 当該会社と届出会社は，同種の商品又は役務を異なる市場に供給している。 

Ｅ 当該会社と届出会社は，関連性のある異種の商品又は役務を供給している。 

Ｆ ＡからＥまでのいずれにも該当しない。 

キ 最終親会社の子会社の有無については，該当する□にレ印を付すこと。 

ク 主たる事業地域は，主たる事業について記載すること。 

ケ 国内売上高については，法第 10条第２項に規定する国内売上高を記載すること。 

  なお，国内売上高の欄には，国内売上高に代えて，売上高を記載することができる。売上高を記載

した場合には，記載した売上高の金額に下線を付すこと。 

コ 議決権保有割合とは，届出会社の属する企業結合集団に属する会社等が取得し，又は所有する（以

下この記載上の注意事項において「保有する」という。）届出会社の最終親会社の子会社の株式に係る

議決権の数を合計した数の当該子会社の総株主の議決権の数に占める割合をいう。 

サ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

シ 会社の記載は，議決権保有割合の多い順とする。 

(4) 届出会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する株式に係る議決権の数を合計した数の総株

主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20を超える会社（届出会社及び(3)イに該当するものを除く。）

の有無（国内売上高が 30億円を超えるものに限る。） 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 主たる事業については，(1)に準じて記載すること。 

ウ 主たる事業地域，届出会社との関係及び会社の記載順については，(3)に準じて記載すること。 

エ 議決権保有割合とは，届出会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する会社の株式に係る

議決権の数を合計した数の当該会社の総株主の議決権の数に占める割合をいう。 

オ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

(5) 届出会社の総株主の議決権の 100 分の 10 を超える議決権を保有する株主（最終親会社，(3)イ及び(4)

に該当するものを除く。）の有無 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 株主が外国会社である場合は，氏名又は名称の欄にその国籍を付記すること。 

ウ 主たる事業については，(1)に準じて記載すること。 

エ 主たる事業地域及び届出会社との関係については，(3)に準じて記載すること。 

オ 議決権保有割合とは，届出会社の株主が保有する当該届出会社の株式に係る議決権の数の当該届出

会社の総株主の議決権の数に占める割合をいう。 

カ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

キ 株主の記載は，議決権保有割合の多い順とする。 

(6) 届出会社が保有する株式に係る議決権の数の総株主の議決権の数に占める割合が 100分の 10を超える

会社（(3)イ及び(4)に該当するものを除く。）の有無（国内売上高が 30 億円を超えるものに限る。） 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 主たる事業については，(1)に準じて記載すること。 

ウ 主たる事業地域，届出会社との関係及び会社の記載順については，(3)に準じて記載すること。 

エ 議決権保有割合とは，届出会社が保有する会社の株式に係る議決権の数の当該会社の総株主の議決

権の数に占める割合をいう。 

オ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

(7) 届出会社の商品又は役務の種類別の年間事業実績等（日本国内における事業に限る。） 



 
 

 
 

ア 商品又は役務の種類は，日本標準産業分類に掲げる大分類Ｆ-製造業に係るものについては，工業統

計調査規則（昭和 26 年通商産業省令第 81 号）に基づく工業統計調査用産業分類の６けたの分類に準

拠するものとし，その他の事業に係るものについては，日本標準産業分類の細分類（４けた分類）に

準拠するものとする。 

イ 総販売額に占める割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

ウ 事業地域については，商品又は役務の種類別に事業の実態に即して，その範囲を具体的に記載する

こと。 

(8) 届出会社相互間の取引関係（日本国内の市場におけるものに限る。） 

ア 商品又は役務の種類については，(7)に準じて記載すること。 

イ 供給（購入）依存度とは，供給（購入）会社の当該商品又は役務の総供給（総購入）額に占める届

出会社相互間の取引額の百分比をいう。 

(9) 承継する会社の事業及び分割する会社の分割部分の事業双方に共通又は相互に関連する仕入材料及び

提供を受けている役務の有無（日本国内の市場におけるものに限る。） 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 仕入材料及び提供を受けている役務の種類が多数ある場合は，仕入額又は対価が多いもの（総仕入

額若しくは対価の合計に占める割合が10％以上のもの又は同業者の中において占める地位が第３位以

内のもの若しくは市場占拠率が 10％以上のもの）等主要なものについて比較して記載すること。 

 

３ 承継後の会社の概要  

(1) 承継後の会社に関する事項 

ア 承継後の会社が国内の会社である場合は，国籍，日本国内に支店その他営業所がある場合の名称及

び所在地並びに現地通貨については，記載を要しない。 

イ 承継後の会社が外国会社である場合は，名称の欄の（ ）内に，国籍を付記すること。 

ウ 承継後の資本金，承継後の総資産，主たる事業，その他の事業及び取引所金融商品市場等への上場

の有無については，２(1)に準じて記載すること。 

エ 兼任役員数とは，届出会社の属する企業結合集団に属する会社等の役員又は従業員で承継後の会社

の役員を兼任する者の数をいう。（ ）内には，兼任役員数のうち届出会社の役員又は従業員で承継後

の会社の役員を兼任する者の数を記載すること。 

オ 届出会社乙との関係は，２(3)に準じて記載すること。 

(2) 承継後の会社の総株主の議決権の 100 分の 10を超える議決権を保有する株主の有無 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 株主が外国会社である場合は，氏名又は名称の欄にその国籍を付記すること。 

ウ 主たる事業については，２(1)に準じて記載すること。 

エ 主たる事業地域については，２(3)に準じて記載すること。 

オ 議決権保有割合とは，承継後の会社の株主が保有する当該会社の株式に係る議決権の数の当該会社

の総株主の議決権の数に占める割合をいう。 

カ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

キ 株主の記載は，議決権保有割合の多い順とする。 

(3) 承継後の会社が保有する株式に係る議決権の数の総株主の議決権の数に占める割合が新たに 100 分の

50 又は 100 分の 20 を超える他の会社の有無 

ア 承継後の会社が当該吸収分割により他の会社の株式の取得をしようとする場合に記載すること。 

イ 該当する□にレ印を付すこと。 

ウ 他の会社とは，その国内売上高とその子会社の国内売上高を合計した額が 50 億円を超えるものをい

う。他の会社の国内売上高とその子会社の国内売上高を合計する方法は，法第 10 条第２項に規定する

株式発行会社の国内売上高及びその子会社の国内売上高を合計する方法に準ずるものとする。 

エ 主たる事業及び総資産については，２(1)に準じて記載すること。 

オ 主たる事業地域，国内売上高及び会社の記載順については，２(3)に準じて記載すること。 

カ 議決権保有割合とは，承継後の会社が当該取得の後において所有することとなる他の会社の株式に

係る議決権の数と，当該会社の属する企業結合集団に属する当該会社以外の会社等が所有する当該他

の会社の株式に係る議決権の数とを合計した議決権の数の当該他の会社の総株主の議決権の数に占め

る割合をいう。 



 
 

 
 

キ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

(4) 承継後の会社の最終親会社の新たな子会社（２(3)イに該当するものを除く。）の有無（国内売上高が

30 億円を超えるものに限る。） 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 最終親会社及び子会社については，２(3)に同じ。 

ウ 主たる事業及び総資産については，２(1)に準じて記載すること。 

エ 主たる事業地域，国内売上高及び会社の記載順については，２(3)に準じて記載すること。 

オ 議決権保有割合とは，承継後の会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する当該会社の最

終親会社の子会社の株式に係る議決権の数を合計した数の当該子会社の総株主の議決権の数に占める

割合をいう。 

カ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

(5) 承継後の会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する株式に係る議決権の数を合計した数の

総株主の議決権の数に占める割合が新たに 100 分の 20 を超える会社（２(3)イ，２(4)及び(4)に該当す

るものを除く。）の有無（国内売上高が 30億円を超えるものに限る。） 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 主たる事業については，２(1)に準じて記載すること。 

ウ 主たる事業地域及び会社の記載順については，２(3)に準じて記載すること。 

エ 議決権保有割合とは，承継後の会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する会社の株式に

係る議決権の数を合計した数の当該会社の総株主の議決権の数に占める割合をいう。 

オ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

 

４ 届出会社の国内の市場における地位 

ア 最終親会社及び子会社については，２(3)に同じ。 

イ 供給する商品又は役務の種類が多数ある場合は，販売金額が多いもの（総販売金額に占める割合が

10％以上のもの又は同業者の中において占める地位が第３位以内のもの若しくは市場占拠率が10％以

上のもの）等主要なものについて比較して記載すること。 

ウ 名称欄には，届出会社甲の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等

が保有する株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が100分の20を超

える会社を含む。）を「企業結合集団甲」と，届出会社乙の属する企業結合集団に属する会社等（当該

企業結合集団に属する会社等が保有する株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に

占める割合が 100 分の 20 を超える会社を含む。）を「企業結合集団乙」とまとめて記載し，主要な同

業者についてはその名称を記載すること。 

エ 主要な同業者（名称欄で記載した「企業結合集団甲」及び「企業結合集団乙」に含まれる会社を除

く。）については，原則として第３位まで記載すること。また，項目(1)では，名称欄で記載した「企

業結合集団甲」及び「企業結合集団乙」に含まれる会社については，順位に関係なく記載すること。 

オ 市場占拠率については，推定により記載した場合は，「推定」と付記すること。 

カ 順位については，10 位以下の場合は，「10 位以下」と記載することができる。この場合は，同業者

の名称及び市場占拠率の記載を省略することができる。 

キ 備考欄には，名称欄で記載した「企業結合集団甲」及び「企業結合集団乙」に含まれる会社の名称

と当該会社の市場占拠率を内訳として記載すること。その際，承継後の会社の最終親会社の新たな子

会社又は承継後の会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する株式に係る議決権の数を合計

した数の総株主の議決権の数に占める割合が新たに 100 分の 20 を超える会社となる会社（国内売上高

が 30 億円を超えるものに限る。）については，「企業結合集団甲」に含めて記載することとする。 

 

５ 吸収分割に関する計画として採ることとする措置の内容及びその期限 

  吸収分割の計画に当たり，特段の措置を採る場合は，その具体的内容及びその履行期限を記載すること。

複数の措置を採り履行期限が異なる場合は措置ごとに履行期限を記載すること。 



 

様式第 11号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ4とする。） 
 

法第 15 条の３第２項の規定による共同株式移転に関する計画届出書 

 

平成  年  月  日 

公 正 取 引 委 員 会 殿 

名  称 

代表者の役職 氏名                

（代理人の住所 氏名）             印 

 

名  称 

代表者の役職 氏名                

（代理人の住所 氏名）             印 

 

 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第 15 条の３第２項の規定により，昭和 28 年公正取

引委員会規則第１号第５条の３第３項に掲げる書類を添え，下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

１ 届出の概要 

 (1) 届出会社に関する事項の概要 

 甲 乙 

（ふりがな） 

名   称 

  

（国 籍） （            ） （            ） 

設立準拠法 
 

 

 

国内売上高合計額 

百万円

（    年  月期末現在）

百万円

（    年  月期末現在）

 

(2) 共同株式移転により設立する会社に関する事項の概要 

共同株式移転予定期日 （ふりがな） 

名   称 

 

（国 籍） （            ）     年  月  日

 

 (3) 共同株式移転の目的・理由・経緯・方法 

 

 

 

 

 

 

 



 

２ 届出会社の概要 

(1) 届出会社に関する事項 

 甲 乙 

（ふりがな） 

名   称 
 

 

 

（国 籍） （            ） （            ） 

所 在 地 

〒 

 

 

〒 

日本国内に支店その他

営業所がある場合の名

称及び所在地 

〒 

 

 

〒 

資 本 金 
百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

総 資 産 
百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

売 上 高 
百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

主たる事業 
 

 

 

その他の事業 
 

 

 

常時使用する従業員数 人 人

設立年月日 年  月  日 年  月  日

決算の時期 月 月

取引所金融商品市場

等への上場の有無 

□ 上 場 → 金融商品市場名 

  【               】

  【               】

□ 非上場 

□ 上 場 → 金融商品市場名 

  【               】

  【               】

□ 非上場 

担当部署   

所在地 

□ 甲の国内における名称及び所在地に同じ 

〒 

 

□ 乙の国内における名称及び所在地に同じ 

〒 

担当者   

事
務
上
の
連
絡
先

先

電話番号      －     －      －     － 



 

 (2) 届出会社の属する企業結合集団の概要 

  ア 最終親会社の概要（届出会社が最終親会社である場合はイから記載すること。） 

 甲 乙 
（ふりがな） 

名   称 
  

（国 籍） （            ） （            ） 

設立準拠法   

所 在 地 

〒 

 

 

〒 

日本国内に支店その他 

営業所がある場合の名 

称及び所在地 

〒 

 

 

〒 

資 本 金 
百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

総 資 産 
百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

売 上 高 
百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

主たる事業 
 

 

 

その他の事業 
 

 

 

 

常時使用する従業員数 人 人

設立年月日 年  月  日 年  月  日

決算の時期   月   月

届出会社との関係 甲 乙 甲 乙 

取引所金融商品市場

等への上場の有無 

□ 上 場 → 金融商品市場名 

  【             】 

  【             】 

□ 非上場 

□ 上 場 → 金融商品市場名 

  【              】

  【              】

□ 非上場 
 

  イ 最終親会社の子会社（届出会社を除く。）の有無（国内売上高が 30億円を超えるものに限る。） 

(ｱ) 甲 

□ 無 

□ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

    ａ 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 総資産 国内売上高 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

  百万円 百万円 ％ 甲 乙 

 



 

    ｂ 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 総資産 国内売上高 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

  百万円

（現地通貨  ）

百万円

 

（現地通貨  ）

％ 甲 乙 

 

(ｲ) 乙 

□ 無 

□ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

    ａ 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 総資産 国内売上高 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

  百万円 百万円 ％ 甲 乙 

 

    ｂ 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 総資産 国内売上高 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

  百万円

（現地通貨  ）

百万円

 

（現地通貨  ）

％ 甲 乙 

 

 (3) 届出会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する株式に係る議決権の数を合計した数

の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20を超える会社（届出会社及び(2)イに該当するも

のを除く。）の有無（国内売上高が 30 億円を超えるものに限る。） 

ア 甲 

□ 無 

□ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

   (ｱ) 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

   (ｲ) 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

 

 

 

 



 

イ 乙 

□ 無 

□ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

   (ｱ) 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

   (ｲ) 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

(4) 届出会社の総株主の議決権の 100 分の 10 を超える議決権を保有する株主（最終親会社，(2)イ及

び(3)に該当するものを除く。）の有無 

  ア 甲 

   □ 無 

   □ 有 → 当該株主に関する次の事項を記載すること。 
（ふりがな） 

氏名又は名称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

  イ 乙 

   □ 無 

   □ 有 → 当該株主に関する次の事項を記載すること。 
（ふりがな） 

氏名又は名称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

(5) 届出会社が保有する株式に係る議決権の数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 10 を

超える会社（(2)イ及び(3)に該当するものを除く。）の有無（国内売上高が 30 億円を超えるものに

限る。） 

  ア 甲 

   □ 無 

   □ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

   (ｱ) 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

   (ｲ) 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

  イ 乙 

   □ 無 

   □ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

   (ｱ) 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

   (ｲ) 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

届出会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

 (6) 届出会社の商品又は役務の種類別の年間事業実績等（日本国内における事業に限る。） 

  ア 甲 

年間事業実績（    年  月期） 商品又は役務 

の種類 生産数量 販売数量 販売金額 

総販売額に 

占める割合 
事業地域 

 

 

 

   ％  

  （計） 百万円 100.0％  

 

 

 



 

  イ 乙 

年間事業実績（    年  月期） 商品又は役務 

の種類 生産数量 販売数量 販売金額 

総販売額に 

占める割合 
事業地域 

 

 

 

   ％  

  （計） 百万円 100.0％  

 

 (7) 届出会社相互間の取引関係（日本国内の市場におけるものに限る。） 

供 給 会 社 購 入 会 社 商品又は役務 

の種類 
左の取引額 

甲又は乙の区分 供給依存度 甲又は乙の区分 購入依存度

 

 

 

百万円  ％  ％

 

 (8) 届出会社の間で共通又は相互に関連する仕入材料及び提供を受けている役務の有無（日本国内の

市場におけるものに限る。） 

  □ 無  

  □ 有 → 当該仕入材料及び提供を受けている役務に関する次の事項を記載すること。 

最近１年間の仕入額又は対価 仕入種目又は役務

の種類 甲 乙 

主たる仕入地域又は 

提供を受けている地域 
備  考 

 

 

 

百万円 

 

百万円   

 

 

 

百万円 

 

百万円   

 

 

 

百万円 

 

百万円   

 



 

３ 共同株式移転により設立する会社の概要 

 (1) 共同株式移転により設立する会社に関する事項 

（ふりがな） 

名  称 
（国 籍） 

 

 
（           ） 

 

設立後の資本金 

 

百万円

（現地通貨  ）

代表者の役職 

及び氏名 

 

 
 

 

設立後の総資産 

 

百万円

（現地通貨  ）

役 員 兼 任 の 状 況 

兼任役員数 設立する会社の役員の総数
所 在 地 

〒 

 

 

 
甲 

人
（  人）

乙 

人
（  人） 人 

届 出 会 社 と の 関 係 
日本国内に支店その他

営業所がある場合の名

称及び所在地 

〒 

 

 

 
甲 乙 

主たる事業 
 

 設 立 年 月 日 

その他の事業 
 

     年  月  日

取引所金融商品市場

等への上場の有無 

□ 上 場 → 金融商品市場名     【              】

【              】

□ 非上場 

 

 (2) 共同株式移転により設立する会社の総株主の議決権の 100 分の 10 を超える議決権を保有する株

主の有無 

  □ 無 

  □ 有 → 当該株主に関する次の事項を記載すること。 
（ふりがな） 

氏名又は名称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権 

保有割合

 

 

 

  ％

 

(3) 共同株式移転により設立する会社の最終親会社の新たな子会社（届出会社及び２(2)イに該当す

るものを除く。）の有無（国内売上高が 30 億円を超えるものに限る。） 

  □ 無 

  □ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

  ア 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 総資産 国内売上高 

議決権 

保有割合

 

 

 

  百万円 百万円 ％

 

 

 

 



 

  イ 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 総資産 国内売上高 

議決権 

保有割合

 

 

 

  百万円

（現地通貨  ）

百万円

（現地通貨  ）

％

 

(4) 共同株式移転により設立する会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する株式に係る

議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が新たに100分の20を超える会社（届

出会社，２(2)イ，２(3)及び(3)に該当するものを除く。）の有無（国内売上高が 30 億円を超える

ものに限る。） 

  □ 無 

  □ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

  ア 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 総資産 国内売上高 

議決権 

保有割合

 

 

 

  百万円 百万円 ％

 

  イ 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 
主たる事業 主たる事業地域 総資産 国内売上高 

議決権 

保有割合

 

 

 

  百万円

（現地通貨  ）

百万円

（現地通貨  ）

％

 

４ 届出会社の国内の市場における地位 

(1) 届出会社甲の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等が保有する

株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20 を超える会

社を含む。），届出会社乙の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等

が保有する株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20

を超える会社を含む。）及びこれらの会社等の他共同株式移転により設立する会社の最終親会社の

新たな子会社又は共同株式移転により設立する会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有

する株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が新たに 100 分の 20

を超える会社となる会社等（国内売上高が 30 億円を超えるものに限る。）の間で，国内の同一の事

業地域内で同一の商品又は役務について競合する場合 

  商品又は役務の種類【         】 事業地域【         】 
同業者の中にお

いて占める地位 
名  称 市場占拠率 第１位との格差 備  考 

第 １ 位  ％ －  

第 ２ 位  ％   

第 ３ 位  ％   

第  位  ％   

第  位  ％   

第  位 共同株式移転後の地位及び市場占拠率 ％   

全業者数                      社 

市場占拠率等の算出の根拠となった資料等【                        】 



 

  商品又は役務の種類【         】 事業地域【         】 
同業者の中にお

いて占める地位 
名  称 市場占拠率 第１位との格差 備  考 

第 １ 位  ％ －  

第 ２ 位  ％   

第 ３ 位  ％   

第  位  ％   

第  位  ％   

第  位 共同株式移転後の地位及び市場占拠率 ％   

全業者数                      社 

市場占拠率等の算出の根拠となった資料等【                        】 

 

(2) 届出会社甲の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等が保有する

株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20 を超える会

社を含む。），届出会社乙の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等

が保有する株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20

を超える会社を含む。）及びこれらの会社等の他共同株式移転により設立する会社の最終親会社の

新たな子会社又は共同株式移転により設立する会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有

する株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が新たに 100 分の 20

を超える会社となる会社等（国内売上高が 30億円を超えるものに限る。）の間で，国内の同一の事

業地域内か否かにかかわらず同一の商品若しくは役務について競合しない場合又は異なる事業地

域において同一の商品若しくは役務を供給している場合 

  ア 届出会社甲の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等が保有す

る株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20 を超え

る会社を含む。） 

商品又は役務の種類【         】 事業地域【         】 
同業者の中にお

いて占める地位 
名  称 市場占拠率 第１位との格差 備  考 

第 １ 位  ％ －  

第 ２ 位  ％   

第 ３ 位  ％   

第  位  ％   

全業者数                      社 

市場占拠率等の算出の根拠となった資料等【                        】 

 

  イ 届出会社乙の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等が保有す

る株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20 を超え

る会社を含む。） 

商品又は役務の種類【         】 事業地域【         】 
同業者の中にお

いて占める地位 
名  称 市場占拠率 第１位との格差 備  考 

第 １ 位  ％ －  

第 ２ 位  ％   

第 ３ 位  ％   

第  位  ％   

全業者数                      社 

市場占拠率等の算出の根拠となった資料等【                        】 

 



 

  ウ 共同株式移転により設立する会社の最終親会社の新たな子会社又は共同株式移転により設立

する会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する株式に係る議決権の数を合計した数

の総株主の議決権の数に占める割合が新たに 100 分の 20 を超える会社となる会社等（ア及びイ

を除く。） 

商品又は役務の種類【         】 事業地域【         】 
同業者の中にお

いて占める地位 
名  称 市場占拠率 第１位との格差 備  考 

第 １ 位  ％ －  

第 ２ 位  ％   

第 ３ 位  ％   

第  位  ％   

全業者数                      社 

市場占拠率等の算出の根拠となった資料等【                        】 

 

５ 共同株式移転に関する計画として採ることとする措置の内容及びその期限 

採ることとする措置の具体的内容 採ることとする措置の履行期限

 

 

 

 

 

年  月  日

 

６ その他参考となるべき事項 

様式の項目 事   項 

  

 

 

 

 

 



 

記載上の注意事項（下記の項目の番号は，様式の項目番号による。） 

 

１ 届出の概要 

(1) 届出会社に関する事項の概要 

ア 最近５年以内に名称を変更した場合は，旧名称を付記すること。 

イ 届出会社が外国会社である場合は，名称の欄の（ ）内に，国籍を付記すること。 

ウ 国内売上高合計額とは，法第 10条第２項に規定する国内売上高合計額をいう。 

エ 国内売上高合計額については，百万円未満を切り捨てること。 

オ 国内売上高を算出する際には，売上高を期中平均相場等決算時の処理において用いる為替相場で邦

貨換算すること。その際に用いた為替相場の算出方法を「６ その他参考となるべき事項」の欄に記

載すること。 

 

２ 届出会社の概要 

(1) 届出会社に関する事項 

ア 届出会社が国内の会社である場合は，国籍，日本国内に支店その他営業所がある場合の名称及び所

在地並びに現地通貨については，記載を要しない。 

イ 届出会社が外国会社である場合は，名称の欄の（ ）内に，国籍を付記すること。 

ウ 資本金は，最終の貸借対照表による資本金の金額を記載すること。 

エ 総資産は，最終の貸借対照表による総資産の金額を記載すること。 

オ 売上高は，最終の貸借対照表と共に作成した損益計算書による売上高の金額を記載すること。 

カ 資本金，総資産及び売上高については，百万円未満を切り捨てること。 

キ 届出会社が外国会社である場合，資本金，総資産及び売上高については，期中平均相場等決算時の

処理において用いる為替相場で邦貨換算すること。その際に用いた為替相場の算出方法を「６ その

他参考となるべき事項」の欄に記載すること。総資産は，その外国会社単独の総資産を記載すること。

ただし，やむを得ない事情がある場合は，連結決算書による総資産をもって代えることができる。こ

の場合は，連結決算書による総資産であることを「６ その他参考となるべき事項」の欄に記載する

こと。 

ク 主たる事業は，国内において最も売上額の多い事業を記載すること。その他の事業は，主たる事業

以外の事業を売上額の多い順に記載すること。 

ケ 「常時使用する従業員」とは，事業主又は法人と雇用関係にある者であって，その雇用契約の内容

に常雇する旨が積極ないし消極に示されている者をいい，事業主及び法人の役員若しくは臨時の従業

員（労働基準法（昭和 22年法律第 49 号）第 21 条に定める「解雇の予告を必要としない者」をいう。）

はこれに含まない。 

コ 「取引所金融商品市場等への上場の有無」については，該当する□にレ印を付し，届出会社がその

株式を金融商品取引法（昭和 23 年法律第 25号）第２条第 17項に規定する取引所金融商品市場若しく

は同条第８項第３号ロに規定する外国金融商品市場又は同法第 67 条第２項に規定する店頭売買有価

証券市場若しくはこれに類似する市場で外国に所在するもの（以下「取引所金融商品市場等」という。）

に上場している場合は，取引所金融商品市場等の名称及び取引所金融商品市場等を開設する者の名称

を記載すること。複数の取引所金融商品市場等に上場している場合は，そのすべてを記載すること。 

サ 届出会社が国内の会社であって事務上の連絡先の所在地が甲若しくは乙の名称及び所在地と同じで

ある場合又は外国会社であって事務上の連絡先の所在地が甲若しくは乙の名称及び日本国内における

支店その他営業所の所在地と同じである場合は，□にレ印を付すことで，その記載を省略することが

できる。 

(2) 届出会社の属する企業結合集団の概要 

ア 最終親会社とは，届出会社の親会社であって他の会社の子会社でないものをいい，届出会社に親会

社がない場合は，当該届出会社をいう。 

イ 子会社とは，法第 10条第６項に規定する子会社をいう。 

ウ 最終親会社が国内の会社である場合は，国籍，日本国内に支店その他営業所がある場合の名称及び

所在地並びに現地通貨については，記載を要しない。 

エ 最終親会社が外国会社である場合は，名称の欄の（ ）内に，国籍を付記すること。 

オ 資本金，総資産，売上高，主たる事業，その他の事業，常時使用する従業員数及び取引所金融商品



 

市場等への上場の有無については，(1)に準じて記載すること。 

カ 届出会社との関係は，以下の選択肢の中から該当する記号を選択し，記載すること。複数の選択肢

に該当する場合は，そのすべてを記載すること。 

Ａ 当該会社と届出会社は，同種の商品又は役務を供給している（取引段階を異にする場合を除く。）。 

Ｂ 当該会社は，届出会社から商品又は役務の供給を受けている。 

Ｃ 当該会社は，届出会社に商品又は役務を供給している。 

Ｄ 当該会社と届出会社は，同種の商品又は役務を異なる市場に供給している。 

Ｅ 当該会社と届出会社は，関連性のある異種の商品又は役務を供給している。 

Ｆ ＡからＥまでのいずれにも該当しない。 

キ 最終親会社の子会社の有無については，該当する□にレ印を付すこと。 

ク 主たる事業地域は，主たる事業について記載すること。 

ケ 国内売上高については，法第 10条第２項に規定する国内売上高を記載すること。 

  なお，国内売上高の欄には，国内売上高に代えて，売上高を記載することができる。売上高を記載

した場合には，記載した売上高の金額に下線を付すこと。 

コ 議決権保有割合とは，届出会社の属する企業結合集団に属する会社等が取得し，又は所有する（以

下この記載上の注意事項において「保有する」という。）届出会社の最終親会社の子会社の株式に係る

議決権の数を合計した数の当該子会社の総株主の議決権の数に占める割合をいう。 

サ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

シ 会社の記載は，議決権保有割合の多い順とする。 

(3) 届出会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する株式に係る議決権の数を合計した数の総株

主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20を超える会社（届出会社及び(2)イに該当するものを除く。）

の有無（国内売上高が 30億円を超えるものに限る。） 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 主たる事業については，(1)に準じて記載すること。 

ウ 主たる事業地域，届出会社との関係及び会社の記載順については，(2)に準じて記載すること。 

エ 議決権保有割合とは，届出会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する会社の株式に係る

議決権の数を合計した数の当該会社の総株主の議決権の数に占める割合をいう。 

オ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

(4) 届出会社の総株主の議決権の 100 分の 10 を超える議決権を保有する株主（最終親会社，(2)イ及び(3)

に該当するものを除く。）の有無 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 株主が外国会社である場合は，氏名又は名称の欄にその国籍を付記すること。 

ウ 主たる事業については，(1)に準じて記載すること。 

エ 主たる事業地域及び届出会社との関係については，(2)に準じて記載すること。 

オ 議決権保有割合とは，届出会社の株主が保有する当該届出会社の株式に係る議決権の数の当該届出

会社の総株主の議決権の数に占める割合をいう。 

カ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

キ 株主の記載は，議決権保有割合の多い順とする。 

(5) 届出会社が保有する株式に係る議決権の数の総株主の議決権の数に占める割合が100分の10を超える

会社（(2)イ及び(3)に該当するものを除く。）の有無（国内売上高が 30 億円を超えるものに限る。） 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 主たる事業については，(1)に準じて記載すること。 

ウ 主たる事業地域，届出会社との関係及び会社の記載順については，(2)に準じて記載すること。 

エ 議決権保有割合とは，届出会社が保有する会社の株式に係る議決権の数の当該会社の総株主の議決

権の数に占める割合をいう。 

オ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

(6) 届出会社の商品又は役務の種類別の年間事業実績等（日本国内における事業に限る。） 

ア 商品又は役務の種類は，日本標準産業分類に掲げる大分類Ｆ-製造業に係るものについては，工業統

計調査規則（昭和 26 年通商産業省令第 81 号）に基づく工業統計調査用産業分類の６けたの分類に準

拠するものとし，その他の事業に係るものについては，日本標準産業分類の細分類（４けた分類）に

準拠するものとする。 



 

イ 総販売額に占める割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

ウ 事業地域については，商品又は役務の種類別に事業の実態に即して，その範囲を具体的に記載する

こと。 

(7) 届出会社相互間の取引関係（日本国内の市場におけるものに限る。） 

ア 商品又は役務の種類については，(6)に準じて記載すること。 

イ 供給（購入）依存度とは，供給（購入）会社の当該商品又は役務の総供給（総購入）額に占める届

出会社相互間の取引額の百分比をいう。 

(8) 届出会社の間で共通又は相互に関連する仕入材料及び提供を受けている役務の有無（日本国内の市場

におけるものに限る。） 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 仕入材料及び提供を受けている役務の種類が多数ある場合は，仕入額又は対価が多いもの（総仕入

額若しくは対価の合計に占める割合が10％以上のもの又は同業者の中において占める地位が第３位以

内のもの若しくは市場占拠率が 10％以上のもの）等主要なものについて比較して記載すること。 

 

３ 共同株式移転により設立する会社の概要 

(1) 共同株式移転により設立する会社に関する事項 

ア 共同株式移転により設立する会社が国内の会社である場合は，国籍，日本国内に支店その他営業所

がある場合の名称及び所在地並びに現地通貨については，記載を要しない。 

イ 共同株式移転により設立する会社が外国会社である場合は，名称の欄の（ ）内に，国籍を付記す

ること。 

ウ 設立後の資本金，設立後の総資産，主たる事業，その他の事業及び取引所金融商品市場等への上場

の有無については，２(1)に準じて記載すること。 

エ 兼任役員数とは，届出会社の属する企業結合集団に属する会社等の役員又は従業員で共同株式移転

により設立する会社の役員を兼任する者の数をいう。（ ）内には，兼任役員数のうち届出会社の役員

又は従業員で共同株式移転により設立する会社の役員を兼任する者の数を記載すること。 

オ 届出会社との関係については，２(2)に準じて記載すること。 

(2) 共同株式移転により設立する会社の総株主の議決権の100分の10を超える議決権を保有する株主の有

無 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 株主が外国会社である場合は，氏名又は名称の欄にその国籍を付記すること。 

ウ 主たる事業については，２(1)に準じて記載すること。 

エ 主たる事業地域については，２(2)に準じて記載すること。 

オ 議決権保有割合とは，共同株式移転により設立する会社の株主が保有する当該会社の株式に係る議

決権の数の当該会社の総株主の議決権の数に占める割合をいう。 

カ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

キ 株主の記載は，議決権保有割合の多い順とする。 

(3) 共同株式移転により設立する会社の最終親会社の新たな子会社（届出会社及び２(2)イに該当するもの

を除く。）の有無（国内売上高が 30億円を超えるものに限る。） 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 最終親会社及び子会社については，２(2)に同じ。 

ウ 主たる事業及び総資産については，２(1)に準じて記載すること。 

エ 主たる事業地域，国内売上高及び会社の記載順については，２(2)に準じて記載すること。 

オ 議決権保有割合とは，共同株式移転により設立する会社の属する企業結合集団に属する会社等が保

有する当該会社の最終親会社の子会社の株式に係る議決権の数を合計した数の当該子会社の総株主の

議決権の数に占める割合をいう。 

カ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

(4) 共同株式移転により設立する会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する株式に係る議決権

の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が新たに 100 分の 20を超える会社（届出会社，２

(2)イ，２(3)及び(3)に該当するものを除く。）の有無（国内売上高が 30億円を超えるものに限る。） 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 主たる事業については，２(1)に準じて記載すること。 



 

ウ 主たる事業地域及び会社の記載順については，２(2)に準じて記載すること。 

エ 議決権保有割合とは，共同株式移転により設立する会社の属する企業結合集団に属する会社等が保

有する会社の株式に係る議決権の数を合計した数の当該会社の総株主の議決権の数に占める割合をい

う。 

オ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

 

４ 届出会社の国内の市場における地位 

ア 最終親会社及び子会社については，２(2)に同じ。 

イ 供給する商品又は役務の種類が多数ある場合は，販売金額が多いもの（総販売金額に占める割合が

10％以上のもの又は同業者の中において占める地位が第３位以内のもの若しくは市場占拠率が10％以

上のもの）等主要なものについて比較して記載すること。 

ウ 名称欄には，届出会社甲の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等

が保有する株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が100分の20を超

える会社を含む。）を「企業結合集団甲」と，届出会社乙の属する企業結合集団に属する会社等（当該

企業結合集団に属する会社等が保有する株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に

占める割合が 100 分の 20 を超える会社を含む。）を「企業結合集団乙」とまとめて記載し，主要な同

業者についてはその名称を記載すること。 

エ 主要な同業者（名称欄で記載した「企業結合集団甲」及び「企業結合集団乙」に含まれる会社を除

く。）については，原則として第３位まで記載すること。また，項目(1)では，名称欄で記載した「企

業結合集団甲」及び「企業結合集団乙」に含まれる会社については，順位に関係なく記載すること。 

オ 市場占拠率については，推定により記載した場合は，「推定」と付記すること。 

カ 順位については，10 位以下の場合は，「10 位以下」と記載することができる。この場合は，同業者

の名称及び市場占拠率の記載を省略することができる。 

キ 備考欄には，名称欄で記載した「企業結合集団甲」及び「企業結合集団乙」に含まれる会社の名称

と当該会社の市場占拠率を内訳として記載すること。その際，共同株式移転により設立する会社の最

終親会社の新たな子会社又は共同株式移転により設立する会社の属する企業結合集団に属する会社等

が保有する株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が新たに 100 分の

20 を超える会社となる会社（国内売上高が 30 億円を超えるものに限る。）については，「企業結合集

団甲」に含めて記載することとする。 

 

５ 共同株式移転に関する計画として採ることとする措置の内容及びその期限 
  共同株式移転の計画に当たり，特段の措置を採る場合は，その具体的内容及びその履行期限を記載する

こと。複数の措置を採り履行期限が異なる場合は措置ごとに履行期限を記載すること。 



 

様式第 12 号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ4とする。） 

 

法第 16 条第２項の規定による事業等の譲受けに関する計画届出書 

 

平成  年  月  日 

公 正 取 引 委 員 会 殿 

 名  称 

 代表者の役職 氏名               

（代理人の住所 氏名）            印 

 

 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第 16 条第２項の規定により，昭和 28 年公正取引委

員会規則第１号第６条第２項に掲げる書類を添え，下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

１ 届出の概要 

 (1) 譲受会社に関する事項の概要 

担当部署  （ふりがな） 

名   称 

 

（国 籍） (             ) 

設立準拠法  
所在地 

〒 

担当者  
国内売上高 

合計額 

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

事
務
上
の
連
絡
先 

電話番号     －    － 

譲り受ける事

業又は事業上

の固定資産の

概要 

 
区 

分 

□ 事業の全部の譲受け 

□ 事業の重要部分の譲受け 

□ 事業上の固定資産の全部の譲受け 

□ 事業上の固定資産の重要部分の譲受け 

譲受け後の 

総資産 
百万円

（現地通貨        ）

譲受け 

予定期日 年  月  日

譲受け後の 

名称 

 

 (2) 譲渡会社に関する事項の概要 

（ふりがな） 

名   称 

 

（国 籍） （            ） 

譲渡部分に係

る国内売上高

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

 

 (3) 譲受けの目的・理由・経緯・方法 

 

 

 

 

 

 



 

２ 譲受会社及び譲渡会社の概要 

 (1) 譲受会社及び譲渡会社に関する事項 

 譲受会社（甲） 譲渡会社（乙） 

（ふりがな） 

名   称 
 

 

 

 

（国 籍） （           ） （           ） 

所 在 地 

〒 

 

 

〒 

日本国内に支店その他

営業所がある場合の名

称及び所在地 

〒 

 

 

〒 

資 本 金 
百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

総 資 産 
百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

売 上 高 
百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

主たる事業 
 

 

 

 

その他の事業 
 

 

常時使用する従業員数 人 人

設立年月日 年  月  日 年  月  日

決算の時期 月 月

取引所金融商品市場

等への上場の有無 

□ 上 場 → 金融商品市場名 

  【              】

  【              】

□ 非上場 

□ 上 場 → 金融商品市場名 

  【              】

  【              】

□ 非上場 

 

 (2) 譲り受ける事業又は事業上の固定資産の内容 

  ア 内容の説明 

 

 

  イ 所在地，数量，帳簿価格等の的確な表示 

 

 

 



 

(3) 譲受会社の属する企業結合集団の概要 

ア 最終親会社の概要（譲受会社が最終親会社である場合はイから記載すること。） 

（ふりがな） 

名   称 
 

 
（国 籍） （           ） 

設立準拠法  

資 本 金 百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

所 在 地 

〒 

 

 

総 資 産 
百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

日本国内に支店その他

営業所がある場合の名

称及び所在地 

〒 

 

 

売 上 高 
百万円

（現地通貨        ）

（    年  月期末現在）

主たる事業 
譲受会社 

との関係 

譲渡会社 

との関係 

その他の事業 
 

 
設立年月日 

年  月  日

常時使用する 

従業員数 人
決算の時期 

月

取引所金融商品市場

等への上場の有無 

□ 上 場 → 金融商品市場名      【             】

【             】

□ 非上場 

 

イ 最終親会社の子会社（譲受会社を除く。）の有無（国内売上高が 30 億円を超えるものに限る。） 

□ 無 

□ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

   (ｱ) 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 主たる事業 主たる事業地域 総資産 国内売上高 
議決権

保有割合

譲受会社又

は譲渡会社

との関係

 

 

 

  百万円 百万円 ％ 甲 乙 

 

   (ｲ) 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 主たる事業 主たる事業地域 総資産 国内売上高 
議決権

保有割合

譲受会社又

は譲渡会社

との関係

 

 

 

  百万円

（現地通貨  ）

百万円

 

（現地通貨  ）

％ 甲 乙 

 



 

 (4) 譲受会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する株式に係る議決権の数を合計した数

の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20 を超える会社（譲受会社及び(3)イに該当するも

のを除く。）の有無（国内売上高が 30 億円を超えるものに限る。） 

□ 無 

□ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

  ア 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 主たる事業 主たる事業地域 
議決権

保有割合

譲受会社又

は譲渡会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

  イ 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 主たる事業 主たる事業地域 
議決権

保有割合

譲受会社又

は譲渡会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

(5) 譲受会社の総株主の議決権の 100 分の 10 を超える議決権を保有する株主（最終親会社，(3)イ及

び(4)に該当するものを除く。）の有無 

  □ 無 

  □ 有 → 当該株主に関する次の事項を記載すること。 

（ふりがな） 

氏名又は名称 
主たる事業 主たる事業地域 

議決権

保有割合

譲受会社又

は譲渡会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

(6) 譲受会社が保有する株式に係る議決権の数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 10 を

超える会社（(3)イ及び(4)に該当するものを除く。）の有無（国内売上高が 30 億円を超えるものに

限る。） 

  □ 無 

  □ 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。 

  ア 国内の会社 
（ふりがな） 

名   称 主たる事業 主たる事業地域 
議決権

保有割合

譲受会社又

は譲渡会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 



 

  イ 外国会社 
（ふりがな） 

名   称 主たる事業 主たる事業地域 
議決権

保有割合

譲受会社又

は譲渡会社

との関係

 

 

 

 ％ 甲 乙 

 

 (7) 譲受会社の商品又は役務の種類別の年間事業実績等（日本国内における事業に限る。） 

年間事業実績（    年  月期） 商品又は役務 

の種類 生産数量 販売数量 販売金額 

総販売額に 

占める割合 
事業地域 

 

 

 

   ％  

  （計） 百万円 100.0％  

 

(8) 譲渡会社の譲渡対象部分に係る商品又は役務の種類別の年間事業実績等（日本国内における事業

に限る。） 

年間事業実績（    年  月期） 商品又は役務 

の種類 生産数量 販売数量 販売金額 

総販売額に 

占める割合 
事業地域 

 

 

 

   ％  

  （計） 百万円 100.0％  

 

 (9) 譲受会社甲と譲渡会社乙との相互間の取引関係（日本国内の市場におけるものに限る。） 

供 給 会 社 購 入 会 社 商品又は役務 

の種類 
左の取引額 

甲又は乙の区分 供給依存度 甲又は乙の区分 購入依存度

 

 

 

百万円  ％  ％

 

(10) 譲受会社甲の事業及び譲受対象部分の事業の双方に共通又は相互に関連する仕入材料及び提供

を受けている役務の有無（日本国内の市場におけるものに限る。） 

  □ 無 

  □ 有 → 当該仕入材料及び提供を受けている役務に関する次の事項を記載すること。 

最近１年間の仕入額又は対価 仕入種目又は役務

の種類 甲 乙 

主たる仕入地域又は 

提供を受けている地域 
備  考 

 

 

 

百万円 

 

百万円   

 

 

 

百万円 

 

百万円   

 

 

 

百万円 

 

百万円   



 

３ 譲受会社及び譲渡会社の国内の市場における地位 

(1) 譲受会社甲の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等が保有する

株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20 を超える会

社を含む。）と譲渡会社乙の間で，国内の同一の事業地域内で同一の商品又は役務（譲受対象部分

に限る。）について競合する場合 

  商品又は役務の種類【         】 事業地域【         】 
同業者の中にお

いて占める地位 名 称 市場占拠率 第１位との格差 備  考 

第 １ 位  ％ －  

第 ２ 位  ％   

第 ３ 位  ％   

第  位  ％   

第  位  ％   

第  位 事業等譲受け後の地位及び市場占拠率 ％   

全業者数                      社 

市場占拠率等の算出の根拠となった資料等【                        】

 

  商品又は役務の種類【         】 事業地域【         】 
同業者の中にお

いて占める地位 名 称 市場占拠率 第１位との格差 備  考 

第 １ 位  ％ －  

第 ２ 位  ％   

第 ３ 位  ％   

第  位  ％   

第  位  ％   

第  位 事業等譲受け後の地位及び市場占拠率 ％   

全業者数                      社 

市場占拠率等の算出の根拠となった資料等【                        】

 

(2) 譲受会社甲の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等が保有する

株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20 を超える会

社を含む。）と譲渡会社乙の間で，国内の同一の事業区域内か否かにかかわらず同一の商品若しく

は役務（イについては譲渡対象部分に限る。）について競合しない場合又は異なる事業地域におい

て同一の商品若しくは役務を供給している場合 

ア 譲受会社甲の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等が保有す

る株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20 を超え

る会社を含む。） 

商品又は役務の種類【         】 事業地域【         】 

同業者の中にお

いて占める地位 名 称 市場占拠率 第１位との格差 備  考 

第 １ 位  ％ －  

第 ２ 位  ％   

第 ３ 位  ％   

第  位  ％   

全業者数                      社 

市場占拠率等の算出の根拠となった資料等【                        】

 



 

  イ 譲渡会社乙 

    商品又は役務の種類【         】 事業地域【         】 
同業者の中にお

いて占める地位 名 称 市場占拠率 第１位との格差 備  考 

第 １ 位  ％ －  

第 ２ 位  ％   

第 ３ 位  ％   

第  位  ％   

全業者数                      社 

市場占拠率等の算出の根拠となった資料等【                        】

 

４ 事業等の譲受けに関する計画として採ることとする措置の内容及びその期限 

採ることとする措置の具体的内容 採ることとする措置の履行期限

 

 

 

 

 

年  月  日

 

５ その他参考となるべき事項 

様式の項目 事   項 

  

 

 

 

 

 



 

記載上の注意事項（下記の項目の番号は，様式の項目番号による。） 

 

１ 届出の概要 

(1) 譲受会社に関する事項の概要 

ア 最近５年以内に名称を変更した場合は，旧名称を付記すること。 

イ 譲受会社が外国会社である場合は，名称の欄の（ ）内に，国籍を付記すること。 

ウ 国内売上高合計額とは，法第 10 条第２項に規定する国内売上高合計額をいう。 

エ 国内売上高合計額については，百万円未満を切り捨てること。 

オ 国内売上高を算出する際には，売上高を期中平均相場等決算時の処理において用いる為替相場で邦

貨換算すること。その際に用いた為替相場の算出方法を「５ その他参考となるべき事項」の欄に記

載すること。 

カ 区分については，次の区分に応じて記載すること。 

(ｱ) 会社の事業の全部の譲受けをしようとする場合にあっては，「□ 事業の全部の譲受け」にレ印

を付すこと。 

(ｲ) 会社の事業の重要部分の譲受けをしようとする場合にあっては，「□ 事業の重要部分の譲受

け」にレ印を付すこと。 

(ｳ) 会社の事業上の固定資産の全部の譲受けをしようとする場合にあっては，「□ 事業上の固定資

産の全部の譲受け」にレ印を付すこと。 

(ｴ) 会社の事業上の固定資産の重要部分の譲受けをしようとする場合にあっては，「□ 事業上の固

定資産の重要部分の譲受け」にレ印を付すこと。 

(2) 譲渡会社に関する事項の概要 

譲渡部分に係る国内売上高は，(1)に準じて記載すること。 

 

２ 譲受会社及び譲渡会社の概要 

(1) 譲受会社及び譲渡会社に関する事項 

ア 譲受会社又は譲渡会社が国内の会社である場合は，国籍，日本国内に支店その他営業所がある場合

の名称及び所在地並びに現地通貨については，記載を要しない。 

イ 譲受会社又は譲渡会社が外国会社である場合は，名称の欄の（ ）内に，国籍を付記すること。 

ウ 資本金は，最終の貸借対照表による資本金の金額を記載すること。 

エ 総資産は，最終の貸借対照表による総資産の金額を記載すること。 

オ 売上高は，最終の貸借対照表と共に作成した損益計算書による売上高の金額を記載すること。 

カ 資本金，総資産及び売上高については，百万円未満を切り捨てること。 

キ 譲受会社又は譲渡会社が外国会社である場合，資本金，総資産及び売上高については，期中平均相

場等決算時の処理において用いる為替相場で邦貨換算すること。その際に用いた為替相場の算出方法

を「５ その他参考となるべき事項」の欄に記載すること。総資産は，その外国会社単独の総資産を

記載すること。ただし，やむを得ない事情がある場合は，連結決算書による総資産をもって代えるこ

とができる。この場合は，連結決算書による総資産であることを「５ その他参考となるべき事項」

の欄に記載すること。 

ク 主たる事業は，国内において最も売上額の多い事業を記載すること。その他の事業は，主たる事業

以外の事業を売上額の多い順に記載すること。 

ケ 「常時使用する従業員」とは，事業主又は法人と雇用関係にある者であって，その雇用契約の内容

に常雇する旨が積極ないし消極に示されている者をいい，事業主及び法人の役員若しくは臨時の従業

員（労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）第 21 条に定める「解雇の予告を必要としない者」をいう。）

はこれに含まない。 

コ 「取引所金融商品市場等への上場の有無」については，該当する□にレ印を付し，譲受会社及び譲

渡会社がその株式を金融商品取引法（昭和 23 年法律第 25 号）第２条第 17 項に規定する取引所金融

商品市場若しくは同条第８項第３号ロに規定する外国金融商品市場又は同法第 67 条第２項に規定す

る店頭売買有価証券市場若しくはこれに類似する市場で外国に所在するもの（以下「取引所金融商品

市場等」という。）に上場している場合は，取引所金融商品市場等の名称及び取引所金融商品市場等

を開設する者の名称を記載すること。複数の取引所金融商品市場等に上場している場合は，そのすべ

てを記載すること。 

(3) 譲受会社の属する企業結合集団の概要 



 

ア 最終親会社とは，譲受会社の親会社であって他の会社の子会社でないものをいい，譲受会社に親会

社がない場合は，当該譲受会社をいう。 

イ 子会社とは，法第 10 条第６項に規定する子会社をいう。 

ウ 最終親会社が国内の会社である場合は，国籍，日本国内に支店その他営業所がある場合の名称及び

所在地並びに現地通貨については，記載を要しない。 

エ 最終親会社が外国会社である場合は，名称の欄の（ ）内に，国籍を付記すること。 

オ 資本金，総資産，売上高，主たる事業，その他の事業，常時使用する従業員数及び取引所金融商品

市場等への上場の有無については，(1)に準じて記載すること。 

カ 譲受会社又は譲渡会社との関係は，以下の選択肢の中から該当する記号を選択し，記載すること。

複数の選択肢に該当する場合は，そのすべてを記載すること。 

Ａ 当該会社と譲受会社（譲渡会社）は，同種の商品又は役務を供給している（取引段階を異にする

場合を除く。）。 

Ｂ 当該会社は，譲受会社（譲渡会社）から商品又は役務の供給を受けている。 

Ｃ 当該会社は，譲受会社（譲渡会社）に商品又は役務を供給している。 

Ｄ 当該会社と譲受会社（譲渡会社）は，同種の商品又は役務を異なる市場に供給している。 

Ｅ 当該会社と譲受会社（譲渡会社）は，関連性のある異種の商品又は役務を供給している。 

Ｆ ＡからＥまでのいずれにも該当しない。 

キ 最終親会社の子会社の有無については，該当する□にレ印を付すこと。 

ク 主たる事業地域は，主たる事業について記載すること。 

ケ 国内売上高については，法第 10 条第２項に規定する国内売上高を記載すること。 

  なお，国内売上高の欄には，国内売上高に代えて，売上高を記載することができる。売上高を記載

した場合には，記載した売上高の金額に下線を付すこと。 

コ 議決権保有割合とは，譲受会社の属する企業結合集団に属する会社等が取得し，又は所有する（以

下この記載上の注意事項において「保有する」という。）譲受会社の最終親会社の子会社の株式に係

る議決権の数を合計した数の当該子会社の総株主の議決権の数に占める割合をいう。 

サ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

シ 会社の記載は，議決権保有割合の多い順とする。 

(4) 譲受会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する株式に係る議決権の数を合計した数の総株

主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20 を超える会社（譲受会社及び(3)イに該当するものを除く。）

の有無（国内売上高が 30 億円を超えるものに限る。） 

ア 該当する□にレ印を付すこと。  

イ 主たる事業については，(1)に準じて記載すること。 

ウ 主たる事業地域，譲受会社又は譲渡会社との関係及び会社の記載順については，(3)に準じて記載

すること。 

エ 議決権保有割合とは，譲受会社の属する企業結合集団に属する会社等が保有する会社の株式に係る

議決権の数を合計した数の当該会社の総株主の議決権の数に占める割合をいう。 

オ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

(5) 譲受会社の総株主の議決権の 100 分の 10 を超える議決権を保有する株主（最終親会社，(3)イ及び(4)

に該当するものを除く。）の有無 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 株主が外国会社である場合は，氏名又は名称の欄にその国籍を付記すること。 

ウ 主たる事業については，(1)に準じて記載すること。 

エ 主たる事業地域，譲受会社又は譲渡会社との関係については，(3)に準じて記載すること。 

オ 議決権保有割合とは，譲受会社の株主が保有する当該譲受会社の株式に係る議決権の数の当該譲受

会社の総株主の議決権の数に占める割合をいう。 

カ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

キ 株主の記載は，議決権保有割合の多い順とする。 

(6) 譲受会社が保有する株式に係る議決権の数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 10 を超え

る会社（(3)イ及び(4)に該当するものを除く。）の有無（国内売上高が 30 億円を超えるものに限る。） 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 主たる事業については，(1)に準じて記載すること。 

ウ 主たる事業地域，譲受会社又は譲渡会社との関係及び会社の記載順については，(3)に準じて記載



 

すること。 

エ 議決権保有割合とは，譲受会社が保有する会社の株式に係る議決権の数の当該会社の総株主の議決

権の数に占める割合をいう。 

オ 議決権保有割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

(7) 譲受会社の商品又は役務の種類別の年間事業実績等（日本国内における事業に限る。） 

ア 商品又は役務の種類は，日本標準産業分類に掲げる大分類Ｆ-製造業に係るものについては，工業

統計調査規則（昭和 26 年通商産業省令第 81 号）に基づく工業統計調査用産業分類の６けたの分類に

準拠するものとし，その他の事業に係るものについては，日本標準産業分類の細分類（４けた分類）

に準拠するものとする。 

イ 総販売額に占める割合は，小数点以下２けたを四捨五入し，小数点以下１けたまで記載すること。 

ウ 事業地域については，商品又は役務の種類別に事業の実態に即して，その範囲を具体的に記載する

こと。 

(8) 譲渡会社の譲渡対象部分に係る商品又は役務の種類別の年間事業実績等（日本国内における事業に限

る。） 

商品又は役務の種類，総販売額に占める割合及び事業地域については，(7)に準じて記載すること。 

(9) 譲受会社甲と譲渡会社乙との相互間の取引関係（日本国内の市場におけるものに限る。） 

ア 商品又は役務の種類については，(7)に準じて記載すること。 

イ 供給（購入）依存度とは，供給（購入）会社の当該商品又は役務の総供給（総購入）額に占める譲

受会社甲と譲渡会社乙との相互間の取引額の百分比をいう。 

(10) 譲受会社甲の事業及び譲受対象部分の事業の双方に共通又は相互に関連する仕入材料及び提供を受

けている役務の有無（日本国内の市場におけるものに限る。） 

ア 該当する□にレ印を付すこと。 

イ 仕入材料及び提供を受けている役務の種類が多数ある場合は，仕入額又は対価が多いもの（総仕入

額若しくは対価の合計に占める割合が 10％以上のもの又は同業者の中において占める地位が３位以

内のもの若しくは市場占拠率が 10％以上のもの）等主要なものについて比較して記載すること。 

 
３ 譲受会社及び譲渡会社の国内の市場における地位 
ア 最終親会社及び子会社については，２(3)に同じ。 

イ 供給する商品又は役務の種類が多数ある場合は，販売金額が多いもの（総販売金額に占める割合が

10％以上のもの又は同業者の中において占める地位が第３位以内のもの若しくは市場占拠率が 10％

以上のもの）等主要なものについて比較して記載すること。 

ウ 名称欄には，譲受会社甲の属する企業結合集団に属する会社等（当該企業結合集団に属する会社等

が保有する株式に係る議決権の数を合計した数の総株主の議決権の数に占める割合が 100 分の 20 を

超える会社を含む。）を「譲受会社甲等」とまとめて記載すること。また，譲渡会社を「譲渡会社乙」

と記載し，主要な同業者についてはその名称を記載すること。 

エ 主要な同業者（名称欄で記載した「譲受会社甲等」に含まれる会社及び譲渡会社を除く。）につい

ては，原則として第３位まで記載すること。また，項目(1)では，名称欄で記載した「譲受会社甲等」

に含まれる会社については，順位に関係なく記載すること。 

オ 市場占拠率については，推定により記載した場合は，「推定」と付記すること。 

カ 順位については，10 位以下の場合は，「10 位以下」と記載することができる。この場合は，同業者

の名称及び市場占拠率の記載を省略することができる。 

キ 備考欄には，名称欄で記載した「譲受会社甲等」に含まれる会社の名称と当該会社の市場占拠率を

内訳として記載すること。 

 
４ 事業等の譲受けに関する計画として採ることとする措置の内容及びその期限 
  事業等の譲受けの計画に当たり，特段の措置を採る場合は，その具体的内容及びその履行期限を記載す

ること。複数の措置を採り履行期限が異なる場合は措置ごとに履行期限を記載すること。 

 



 

様式第 13号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ4とする。） 

公  株第     号 

平成  年  月  日 

               殿 

                    公 正 取 引 委 員 会 

 

 

届 出 受 理 書 

 

 

 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第 10 条第２項（同条第５項の規定

により適用される場合を含む。）の規定により，平成  年  月  日に提出された

下記の株式取得に関する計画届出書は，平成  年  月  日受理しました。 

 

記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注意 

１ この受理の日から 30 日を経過するまでは，株式取得をしてはならない。なお，

公正取引委員会は，貴社に対し，この受理の日から 30 日の間に報告等を求めるこ

とがある。 

２ 届出後株式取得の効力が生ずる日までに届出書類の記載に変更があった場合（重

要な変更があった場合を除く。）は，変更報告書（様式第 19 号）により当委員会に

報告しなければならない。 

３ 届出後株式取得の効力が生ずる日までに届出書類の記載に重要な変更があった

場合は，改めて当委員会に株式取得に関する計画を届け出なければならない。 

４ 株式取得の効力が生じたときは，速やかにその旨及び届出書の記載に重要な変更

がなかったことを完了報告書（様式第 25 号）により当委員会に報告しなければな

らない。 



 

様式第 14号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。） 

公  合第     号 

平成  年  月  日 

               殿 

                    公 正 取 引 委 員 会 

 

 

届 出 受 理 書 

 

 

 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第 15 条第２項の規定により，平成  

年  月  日に提出された下記の合併に関する計画届出書は，平成  年  月  

日受理しました。 

 

記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注意 

１ この受理の日から 30 日を経過するまでは，合併をしてはならない。なお，公正

取引委員会は，貴社に対し，この受理の日から 30 日の間に報告等を求めることが

ある。 

２ 届出後合併の効力が生ずる日までに届出書類の記載に変更があった場合（重要な

変更があった場合を除く。）は，変更報告書（様式第 20 号）により当委員会に報告

しなければならない。 

３ 届出後合併の効力が生ずる日までに届出書類の記載に重要な変更があった場合

は，改めて当委員会に合併に関する計画を届け出なければならない。 

４ 合併の効力が生じたときは，速やかにその旨及び届出書の記載に重要な変更がな

かったことを完了報告書（様式第 26 号）により当委員会に報告しなければならな

い。 



 

様式第 15号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。） 

公 共分第     号 

平成  年  月  日 

               殿 

                    公 正 取 引 委 員 会 

 

 

届 出 受 理 書 

 

 

 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第 15 条の２第２項の規定により，

平成  年  月  日に提出された下記の共同新設分割に関する計画届出書は，平成  

年  月  日受理しました。 

 

記 

 

 

 

 

 

 

 

 

注意 

１ この受理の日から 30 日を経過するまでは，共同新設分割をしてはならない。な

お，公正取引委員会は，貴社に対し，この受理の日から 30 日の間に報告等を求め

ることがある。 

２ 届出後共同新設分割の効力が生ずる日までに届出書類の記載に変更があった場

合（重要な変更があった場合を除く。）は，変更報告書（様式第 21 号）により当委

員会に報告しなければならない。 

３ 届出後共同新設分割の効力が生ずる日までに届出書類の記載に重要な変更があ

った場合は，改めて当委員会に共同新設分割に関する計画を届け出なければならな

い。 

４ 共同新設分割の効力が生じたときは，速やかにその旨及び届出書の記載に重要な

変更がなかったことを完了報告書（様式第 27 号）により当委員会に報告しなけれ

ばならない。 



 

様式第 16号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。） 

公 吸分第     号 

平成  年  月  日 

               殿 

                    公 正 取 引 委 員 会 

 

 

届 出 受 理 書 

 

 

 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第 15 条の２第３項の規定により，

平成  年  月  日に提出された下記の吸収分割に関する計画届出書は，平成  

年  月  日受理しました。 

 

記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注意 

１ この受理の日から 30 日を経過するまでは，吸収分割をしてはならない。なお，

公正取引委員会は，貴社に対し，この受理の日から 30 日の間に報告等を求めるこ

とがある。 

２ 届出後吸収分割の効力が生ずる日までに届出書類の記載に変更があった場合（重

要な変更があった場合を除く。）は，変更報告書（様式第 22 号）により当委員会に

報告しなければならない。 

３ 届出後吸収分割の効力が生ずる日までに届出書類の記載に重要な変更があった

場合は，改めて当委員会に吸収分割に関する計画を届け出なければならない。 

４ 吸収分割の効力が生じたときは，速やかにその旨及び届出書の記載に重要な変更

がなかったことを完了報告書（様式第 28 号）により当委員会に報告しなければな

らない。 



 

様式第 17号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。） 

公 共移第     号 

平成  年  月  日 

               殿 

                    公 正 取 引 委 員 会 

 

 

届 出 受 理 書 

 

 

 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第 15 条の３第２項の規定により，

平成  年  月  日に提出された下記の共同株式移転に関する計画届出書は，平成  

年  月  日受理しました。 

 

記 

 

 

 

 

 

 

 

 

注意 

１ この受理の日から 30 日を経過するまでは，共同株式移転をしてはならない。な

お，公正取引委員会は，貴社に対し，この受理の日から 30 日の間に報告等を求め

ることがある。 

２ 届出後共同株式移転の効力が生ずる日までに届出書類の記載に変更があった場

合（重要な変更があった場合を除く。）は，変更報告書（様式第 23 号）により当委

員会に報告しなければならない。 

３ 届出後共同株式移転の効力が生ずる日までに届出書類の記載に重要な変更があ

った場合は，改めて当委員会に共同株式移転に関する計画を届け出なければならな

い。 

４ 共同株式移転の効力が生じたときは，速やかにその旨及び届出書の記載に重要な

変更がなかったことを完了報告書（様式第 29 号）により当委員会に報告しなけれ

ばならない。 



 

様式第 18号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。） 

公  譲第     号 

平成  年  月  日 

               殿 

                    公 正 取 引 委 員 会 

 

 

届 出 受 理 書 

 

 

 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第 16 条第２項の規定により，平成  

年  月  日に提出された下記の事業等の譲受けに関する計画届出書は，平成  年  

月  日受理しました。 

 

記 

 

 

 

 

 

 

 

 

注意 

１ この受理の日から 30 日を経過するまでは，事業等の譲受けをしてはならない。

なお，公正取引委員会は，貴社に対し，この受理の日から 30 日の間に報告等を求

めることがある。 

２ 届出後事業等の譲受けの効力が生ずる日までに届出書類の記載に変更があった

場合（重要な変更があった場合を除く。）は，変更報告書（様式第 24号）により当

委員会に報告しなければならない。 

３ 届出後事業等の譲受けの効力が生ずる日までに届出書類の記載に重要な変更が

あった場合は，改めて当委員会に事業等の譲受けに関する計画を届け出なければな

らない。 

４ 事業等の譲受けの効力が生じたときは，速やかにその旨及び届出書の記載に重要

な変更がなかったことを完了報告書（様式第 30 号）により当委員会に報告しなけ

ればならない。 



 

 

様式第 19号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。） 

 

株 式 取 得 変 更 報 告 書 

 

平成  年  月  日 

 

公 正 取 引 委 員 会 殿 

                 （届出会社の） 

                  住所 

                  名称 

                  代表者の役職・氏名          印 

 

 昭和 28 年公正取引委員会規則第１号第７条第３項の規定により，下記のとおり報告

します。 

 

記 

 

 平成  年  月  日付け公 株第    号をもって受理された標記会社の株

式取得は，以下のとおり変更が生じました。 

変更の内容 変更が生じた理由 変更年月日

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注意 

 １ 届出後株式取得の効力が生ずる日までに届出書類の記載に重要な変更があった

場合は，改めて公正取引委員会に株式取得に関する計画を届け出なければならない。 

２ 株式取得の効力が生じたときは，速やかにその旨及び届出書の記載に重要な変更

がなかったことを完了報告書（様式第 25 号）により当委員会に報告しなければな

らない。 



 

 

様式第 20号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。） 

 

合 併 変 更 報 告 書 

 

平成  年  月  日 

 

公 正 取 引 委 員 会 殿 

                 （届出会社の） 

                  住所 

                  名称 

                  代表者の役職・氏名           印 

 

住所 

                  名称 

                  代表者の役職・氏名           印 

 

 昭和 28 年公正取引委員会規則第１号第７条第３項の規定により，下記のとおり報告

します。 

 

記 

 

 平成  年  月  日付け公 合第    号をもって受理された標記会社の合

併は，以下のとおり変更が生じました。 

変更の内容 変更が生じた理由 変更年月日

  

 

 

 

 

 

 

 

注意 

 １ 届出後合併の効力が生ずる日までに届出書類の記載に重要な変更があった場合

は，改めて公正取引委員会に合併に関する計画を届け出なければならない。 

２ 合併の効力が生じたときは，速やかにその旨及び届出書の記載に重要な変更がな

かったことを完了報告書（様式第 26 号）により当委員会に報告しなければならな

い。 



 

 

様式第 21号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。） 

 

共 同 新 設 分 割 変 更 報 告 書 

 

平成  年  月  日 

 

公 正 取 引 委 員 会 殿 

                 （届出会社の） 

                  住所 

                  名称 

                  代表者の役職・氏名           印 

 

住所 

                  名称 

                  代表者の役職・氏名           印 

 

 昭和 28 年公正取引委員会規則第１号第７条第３項の規定により，下記のとおり報告

します。 

 

記 

 

 平成  年  月  日付け公 共分第    号をもって受理された標記会社の

共同新設分割は，以下のとおり変更が生じました。 

変更の内容 変更が生じた理由 変更年月日

  

 

 

 

 

 

 

注意 

 １ 届出後共同新設分割の効力が生ずる日までに届出書類の記載に重要な変更があ

った場合は，改めて公正取引委員会に共同新設分割に関する計画を届け出なければ

ならない。 

２ 共同新設分割の効力が生じたときは，速やかにその旨及び届出書の記載に重要な

変更がなかったことを完了報告書（様式第 27 号）により当委員会に報告しなけれ

ばならない。 



 

 

様式第 22号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。） 

 

吸 収 分 割 変 更 報 告 書 

 

平成  年  月  日 

 

公 正 取 引 委 員 会 殿 

                 （届出会社の） 

                  住所 

                  名称 

                  代表者の役職・氏名           印 

 

住所 

                  名称 

                  代表者の役職・氏名           印 

 

 昭和 28 年公正取引委員会規則第１号第７条第３項の規定により，下記のとおり報告

します。 

 

記 

 

 平成  年  月  日付け公 吸分第    号をもって受理された標記会社の

吸収分割は，以下のとおり変更が生じました。 

変更の内容 変更が生じた理由 変更年月日

  

 

 

 

 

 

 

 

注意 

 １ 届出後吸収分割の効力が生ずる日までに届出書類の記載に重要な変更があった

場合は，改めて公正取引委員会に吸収分割に関する計画を届け出なければならない。 

２ 吸収分割の効力が生じたときは，速やかにその旨及び届出書の記載に重要な変更

がなかったことを完了報告書（様式第 28 号）により当委員会に報告しなければな

らない。 



 

 

様式第 23号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。） 

 

共 同 株 式 移 転 変 更 報 告 書 

 

平成  年  月  日 

 

公 正 取 引 委 員 会 殿 

                 （届出会社の） 

                  住所 

                  名称 

                  代表者の役職・氏名           印 

 

住所 

                  名称 

                  代表者の役職・氏名           印 

 

 昭和 28 年公正取引委員会規則第１号第７条第３項の規定により，下記のとおり報告

します。 

 

記 

 

 平成  年  月  日付け公 共移第    号をもって受理された標記会社の

共同株式移転は，以下のとおり変更が生じました。 

変更の内容 変更が生じた理由 変更年月日

  

 

 

 

 

 

 

注意 

 １ 届出後共同株式移転の効力が生ずる日までに届出書類の記載に重要な変更があ

った場合は，改めて公正取引委員会に共同株式移転に関する計画を届け出なければ

ならない。 

２ 共同株式移転の効力が生じたときは，速やかにその旨及び届出書の記載に重要な

変更がなかったことを完了報告書（様式第 29 号）により当委員会に報告しなけれ

ばならない。 



 

 

様式第 24号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。） 

 

事 業 等 の 譲 受 け 変 更 報 告 書 

 

平成  年  月  日 

 

公 正 取 引 委 員 会 殿 

                 （届出会社の） 

                  住所 

                  名称 

                  代表者の役職・氏名          印 

 

 昭和 28 年公正取引委員会規則第１号第７条第３項の規定により，下記のとおり報告

します。 

 

記 

 

 平成  年  月  日付け公 譲第    号をもって受理された標記会社の事

業等の譲受けは，以下のとおり変更が生じました。 

変更の内容 変更が生じた理由 変更年月日

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注意 

 １ 届出後事業等の譲受けの効力が生ずる日までに届出書類の記載に重要な変更が

あった場合は，改めて公正取引委員会に事業等の譲受けに関する計画を届け出なけ

ればならない。 

２ 事業等の譲受けの効力が生じたときは，速やかにその旨及び届出書の記載に重要

な変更がなかったことを完了報告書（様式第 30 号）により当委員会に報告しなけ

ればならない。 



 

様式第 25号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。） 

 

株 式 取 得 完 了 報 告 書 

 

平成  年  月  日 

 

公 正 取 引 委 員 会 殿 

（届出会社の） 

住所 

名称 

代表者の役職氏名           印 

 

 昭和 28 年公正取引委員会規則第１号第７条第５項の規定により，下記のとおり報告

します。 

 

記 

 

 平成  年  月  日付け公 株第     号をもって受理された標記会社の

株式取得は，平成  年  月  日効力が生じました。 

 なお，届出後株式取得の効力が生じた日までに届出書類の記載に重要な変更はありま

せん。 



様式第 26号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。） 
 

合 併 完 了 報 告 書 

 

平成  年  月  日 

 

公 正 取 引 委 員 会 殿 

（合併後の存続会社又は新設会社の） 

住所 

名称 

代表者の役職氏名           印 

 

 昭和 28 年公正取引委員会規則第１号第７条第５項の規定により，下記のとおり報告

します。 

 

記 

 

 平成  年  月  日付け公 合第     号をもって受理された標記会社の

合併は，平成  年  月  日効力が生じました。 

 なお，届出後合併の効力が生じた日までに届出書類の記載に重要な変更はありません。 

 



様式第 27号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。） 

 

共 同 新 設 分 割 完 了 報 告 書 

 

平成  年  月  日 

 

公 正 取 引 委 員 会 殿 

（届出会社の） 

住所 

名称 

代表者の役職氏名           印 

 

住所 

名称 

代表者の役職氏名           印 
 

 昭和 28 年公正取引委員会規則第１号第７条第５項の規定により，下記のとおり報告

します。 

 

記 

 

 平成  年  月  日付け公 共分第    号をもって受理された標記会社の

共同新設分割は，平成  年  月  日効力が生じました。 

 なお，届出後共同新設分割の効力が生じた日までに届出書類の記載に重要な変更はあ

りません。 



様式第 28号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。） 
 

吸 収 分 割 完 了 報 告 書 

 

平成  年  月  日 

 

公 正 取 引 委 員 会 殿 

（承継会社の） 

住所 

名称 

代表者の役職氏名           印 

 

昭和 28 年公正取引委員会規則第１号第７条第５項の規定により，下記のとおり報告

します。 

 

記 

 

平成  年  月  日付け公 吸分第    号をもって受理された標記会社の

吸収分割は，平成  年  月  日効力が生じました。 

なお，届出後吸収分割の効力が生じた日までに届出書類の記載に重要な変更はありま

せん。 



 

様式第 29号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。） 

 

共 同 株 式 移 転 完 了 報 告 書 

 

平成  年  月  日 

 

公 正 取 引 委 員 会 殿 

（届出会社の） 

住所 

名称 

代表者の役職氏名           印 

 

住所 

名称 

代表者の役職氏名           印 

 

 昭和 28 年公正取引委員会規則第１号第７条第５項の規定により，下記のとおり報告

します。 

 

記 

 

 平成  年  月  日付け公 共移第    号をもって受理された標記会社の共

同株式移転は，平成  年  月  日効力が生じました。 

 なお，届出後共同株式移転の効力が生じた日までに届出書類の記載に重要な変更はあ

りません。 



様式第 30号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。） 
 

事 業 等 の 譲 受 け 完 了 報 告 書 

 

平成  年  月  日 

 

公 正 取 引 委 員 会 殿 

（譲受会社の） 

住所 

名称 

代表者の役職氏名           印 

 

 昭和 28 年公正取引委員会規則第１号第７条第５項の規定により，下記のとおり報告

します。 

 

記 

 

 平成  年  月  日付け公 譲第     号をもって受理された標記会社の

事業等の譲受けは，平成  年  月  日効力が生じました。 

 なお，届出後事業等の譲受けの効力が生じた日までに届出書類の記載に重要な変更は

ありません。 



 

様式第 31号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。） 
 

公  株第     号 

平成  年  月  日 

               殿 

                    公 正 取 引 委 員 会 

 

 

報 告 等 要 請 書 

 

 

 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第 10 条第２項（同条第５項の規定

により適用される場合を含む。）の規定により提出され，平成  年  月  日付け

公 株第     号をもって受理した貴社の株式取得に関する計画に関する調査の

ため必要がありますから，下記事項について，平成  年  月  日までに提出して

ください。 

 

記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注意 公正取引委員会が，法第 10条第９項に定めるところにより，法第 17 条の２の規

定により当該株式取得に関する計画に関し必要な措置を命ずるため，法第 49 条第

５項の規定による通知をする場合には，平成  年  月  日から 120 日を経過

した日とこの報告等要請書に基づくすべての報告等を受理した日から 90 日を経過

した日とのいずれか遅い日までの期間内にすることとなる。 



様式第 32号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。） 

 

公  合第     号 

平成  年  月  日 

               殿 

                    公 正 取 引 委 員 会 

 

 

報 告 等 要 請 書 

 

 

 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第 15 条第２項の規定により提出さ

れ，平成  年  月  日付け公 合第     号をもって受理した貴社の合併に

関する計画に関する調査のため必要がありますから，下記事項について，平成  年  

月  日までに提出してください。 

 

記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注意 公正取引委員会が，法第 15 条第３項において読み替えて準用する法第 10 条第９

項に定めるところにより，法第 17 条の２の規定により当該合併に関する計画に関

し必要な措置を命ずるため，法第 49 条第５項の規定による通知をする場合には，

平成  年  月  日から 120 日を経過した日とこの報告等要請書に基づくす

べての報告等を受理した日から 90 日を経過した日とのいずれか遅い日までの期間

内にすることとなる。 



様式第 33号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。） 

 

公 共分第     号 

平成  年  月  日 

               殿 

                    公 正 取 引 委 員 会 

 

 

報 告 等 要 請 書 

 

 

 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第 15 条の２第２項の規定により提

出され，平成  年  月  日付け公 共分第    号をもって受理した貴社の共

同新設分割に関する計画に関する調査のため必要がありますから，下記事項について平

成  年  月  日までに提出してください。 

 

記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注意 公正取引委員会が，法第 15 条の２第４項において読み替えて準用する法第 10条

第９項に定めるところにより，法第 17 条の２の規定により当該共同新設分割に関

する計画に関し必要な措置を命ずるため，法第 49 条第５項の規定による通知をす

る場合には，平成  年  月  日から 120 日を経過した日とこの報告等要請書

に基づく全ての報告等を受理した日から 90 日を経過した日とのいずれか遅い日ま

での期間内にすることとなる。 



様式第 34号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。） 

 

公 吸分第     号 

平成  年  月  日 

               殿 

                    公 正 取 引 委 員 会 

 

 

報 告 等 要 請 書 

 

 

 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第 15 条の２第３項の規定により提

出され，平成  年  月  日付け公 吸分第    号をもって受理した貴社の吸

収分割に関する計画に関する調査のため必要がありますから，下記事項について平成  

年  月  日までに提出してください。 

 

記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注意 公正取引委員会が，法第 15 条の２第４項において読み替えて準用する法第 10条

第９項に定めるところにより，法第 17 条の２の規定により当該吸収分割に関する

計画に関し必要な措置を命ずるため，法第 49 条第５項の規定による通知をする場

合には，平成  年  月  日から 120 日を経過した日とこの報告等要請書に基

づく全ての報告等を受理した日から 90 日を経過した日とのいずれか遅い日までの

期間内にすることとなる。 



 

様式第 35号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。） 

 

公 共移第     号 

平成  年  月  日 

               殿 

                    公 正 取 引 委 員 会 

 

 

報 告 等 要 請 書 

 

 

 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第 15 条の３第２項の規定により提

出され，平成  年  月  日付け公 共移第    号をもって受理した貴社の共

同株式移転に関する計画に関する調査のため必要がありますから，下記事項について平

成  年  月  日までに提出してください。 

 

記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注意 公正取引委員会が，法第 15 条の３第３項において読み替えて準用する法第 10条

第９項に定めるところにより，法第 17 条の２の規定により当該共同株式移転に関

する計画に関し必要な措置を命ずるため，法第 49 条第５項の規定による通知をす

る場合には，平成  年  月  日から 120 日を経過した日とこの報告等要請書

に基づく全ての報告等を受理した日から 90 日を経過した日とのいずれか遅い日ま

での期間内にすることとなる。 



様式第 36号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。） 

 

公  譲第     号 

平成  年  月  日 

               殿 

                    公 正 取 引 委 員 会 

 

 

報 告 等 要 請 書 

 

 

 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第 16 条第２項の規定により提出さ

れ，平成  年  月  日付け公 譲第     号をもって受理した貴社の事業等

の譲受けに関する計画に関する調査のため必要がありますから，下記事項について，平

成  年  月  日までに提出してください。 

 

記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注意 公正取引委員会が，法第 16 条第３項において読み替えて準用する法第 10 条第９

項に定めるところにより，法第 17 条の２の規定により当該事業等の譲受けに関す

る計画に関し必要な措置を命ずるため，法第 49 条第５項の規定による通知をする

場合には，平成  年  月  日から 120 日を経過した日とこの報告等要請書に

基づくすべての報告等を受理した日から 90 日を経過した日とのいずれか遅い日ま

での期間内にすることとなる。 



 

様式第 37号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。） 

 

公  株第     号 

平成  年  月  日 

               殿 

                    公 正 取 引 委 員 会 

 

 

報 告 等 受 理 書 

 

 

 平成  年  月  日付け公 株第     号をもって要請した貴社の株式取

得に関する計画に関する報告等は，平成  年  月  日受理しました。 

 なお，私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第 10 条第９項に定めるとこ

ろにより，公正取引委員会が，同法第 17 条の２の規定により当該株式取得に関する計

画に関し必要な措置を命ずるため同法第 49 条第５項の規定による通知をすることがで

きる期間は，平成  年  月  日までとなります。 



様式第 38号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。） 

 

公  合第     号 

平成  年  月  日 

               殿 

                    公 正 取 引 委 員 会 

 

 

報 告 等 受 理 書 

 

 

 平成  年  月  日付け公 合第     号をもって要請した貴社の合併に

関する計画に関する報告等は，平成  年  月  日受理しました。 

 なお，私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第 15 条第３項において読み

替えて準用する同法第 10 条第９項に定めるところにより，公正取引委員会が，同法第

17 条の２の規定により当該合併に関する計画に関し必要な措置を命ずるため同法第 49

条第５項の規定による通知をすることができる期間は，平成  年  月  日までと

なります。 



様式第 39号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。） 

 

公 共分第     号 

平成  年  月  日 

               殿 

                    公 正 取 引 委 員 会 

 

 

報 告 等 受 理 書 

 

 

 平成  年  月  日付け公 共分第    号をもって要請した貴社の共同新

設分割に関する計画に関する報告等は，平成  年  月  日受理しました。 

 なお，私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第 15 条の２第４項において

読み替えて準用する同法第 10 条第９項に定めるところにより，公正取引委員会が，同

法第 17 条の２の規定により当該共同新設分割に関する計画に関し必要な措置を命ずる

ため同法第 49 条第５項の規定による通知をすることができる期間は，平成  年  

月  日までとなります。 



  
 

 

様式第 40号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。） 

 

公 吸分第     号 

平成  年  月  日 

               殿 

                    公 正 取 引 委 員 会 

 

 

報 告 等 受 理 書 

 

 

 平成  年  月  日付け公 吸分第    号をもって要請した貴社の吸収分

割に関する計画に関する報告等は，平成  年  月  日受理しました。 

 なお，私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第 15 条の２第４項において

読み替えて準用する同法第 10 条第９項に定めるところにより，公正取引委員会が，同

法第 17 条の２の規定により当該吸収分割に関する計画に関し必要な措置を命ずるため

同法第 49 条第５項の規定による通知をすることができる期間は，平成  年  月  

日までとなります。 



 

  
 

 

様式第 41号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。） 
 

公 共移第     号 

平成  年  月  日 

               殿 

                    公 正 取 引 委 員 会 

 

 

報 告 等 受 理 書 

 

 

 平成  年  月  日付け公 共移第    号をもって要請した貴社の共同株

式移転に関する計画に関する報告等は，平成  年  月  日受理しました。 

 なお，私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第 15 条の３第３項において

読み替えて準用する同法第 10 条第９項に定めるところにより，公正取引委員会が，同

法第 17 条の２の規定により当該共同株式移転に関する計画に関し必要な措置を命ずる

ため同法第 49 条第５項の規定による通知をすることができる期間は，平成  年  

月  日までとなります。 



様式第 42号（用紙の大きさは，日本工業規格Ａ４とする。） 

 

公  譲第     号 

平成  年  月  日 

               殿 

                    公 正 取 引 委 員 会 

 

 

報 告 等 受 理 書 

 

 

 平成  年  月  日付け公 譲第     号をもって要請した貴社の事業等

の譲受けに関する計画に関する報告等は，平成  年  月  日受理しました。 

 なお，私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第 16 条第３項において読み

替えて準用する同法第 10 条第９項に定めるところにより，公正取引委員会が，同法第

17 条の２の規定により当該事業等の譲受けに関する計画に関し必要な措置を命ずるた

め同法第 49 条第５項の規定による通知をすることができる期間は，平成  年  月  

日までとなります。 


